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千円 千円 千円

1,534,895,156 1,533,605,441 △ 1,289,715

　 （
１．義務教育費国庫負担金

（
２．専門スタッフ・外部人材の拡充

（
　（１）スクールカウンセラーの配置拡充【後掲】

（
　（２）スクールソーシャルワーカーの配置拡充
　　　【後掲】

（
　（３）いじめ防止等対策のためのスクール
　　　 ロイヤー活用に関する調査研究【後掲】

（
　（４）補習等のための指導員等派遣事業

（
　　　①学力向上を目的とした学校教育活動支援

（
　　　②スクール・サポート・スタッフの配置

（
　　　③中学校における部活動指導員の配置

（
　（５）特別支援教育専門家の配置【後掲】

（
３．学校現場における業務の適正化

（
　（１）学校現場における業務改善加速事業

　　　
　　

1,883,000 1,777,194 △ 105,806 義務教育費国庫負担金

2019年度予算額（案）事項別表

（初等中等教育局）

102,937

）
1,440,000

新学習指導要領の円滑な
実施と学校における働き
方改革のための指導・運
営体制の構築（チームとし
ての学校運営体制の推
進）

103,959 ）

103,959

102,937

1,172,211 ）
1,480,496

3,073,194

1,200,000

1,008,000

）

5,521,194

事        項
前　年　度
予　算　額

2019年度
予算額（案）

比　較　増
△　減　額

備              考

１．
）

9,819

1,522,781,000

1,520,033,000

）

4,568,912

504,000 ）

4,775,674

8,118

3,071,674 ）

）

12,010,197 ）
13,469,504

4,738,034

1,483,581 ）

）

1,721,662

（参考）復興特別会計

説明資料１ 参照
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千円 千円 千円

事        項
前　年　度
予　算　額

2019年度
予算額（案）

比　較　増
△　減　額

備              考

教育課程の充実 2,461,152 2,477,863 16,711

（
１．学習指導要領等の趣旨徹底等及び新学習
　　指導要領の円滑な実施に向けた取組の推進

（
２．基礎学力に課題を抱える児童生徒への
　　支援の充実【新規】

（
３．次代を見据えた教育課程・指導方法等に関する
　　先導的研究開発

（
４．理数教育の充実のための総合的な支援等

（
５．現代的課題に対応した教育の充実等

（
６．特別支援学校学習指導要領等の趣旨徹底等
　　及び学習・指導方法の改善・充実
　　 【後掲】

（
７．幼稚園教育課程の理解の推進【後掲】

情報教育・外国語教育 2,246,806 2,093,054 △ 153,752

の充実 （
１．次世代の教育情報化推進事業

（
２．情報モラル教育推進事業

（
３．ＩＣＴを活用した教育推進自治体応援事業

（
４．遠隔教育システム導入実証研究事業

（
５．統合型校務支援システム導入実証研究事業

（
６．次世代学校支援モデル構築事業

（
７．教育用コンテンツ奨励事業

（
８．新時代の学びにおける先端技術導入実証研究
　　事業【新規】【後掲】

（
９．先端技術を活用した幼児教育分野の実証研究
　　【新規】【後掲】

（
１０．デジタル教科書の効果・影響等に
　　　関する実証研究

（
１１．小・中・高等学校を通じた英語教育強化事業

（
１２．スーパーグローバルハイスクール

（
１３．ＷＷＬ（ワールド・ワイド・ラーニング）
　　　コンソーシアム構築支援事業
　　【新規】【後掲】

（
１４．地域との協働による高等学校教育改革
　　　推進事業
　　【新規】【後掲】

）

）

）
251,117

３．

626,558

）

）

）

）

51,881

46,542

311,337

134,992

119,123

0

0

0

113,310

）

13,212

）

108,366

97,643

）

112,912

23,240

26,300

）103,872

）

139,095

）

1,916,886

）

）

29,395

59,873

）

２．

）
105,415

）

）

0

843,035

423,794

69,351

1,890,672

21,600

23,946

）

0

199,565

）

258,045

69,716

19,679

31,434

13,255

0

257,391

736,701

14,077

15,545

説明資料２ 参照

説明資料３ 参照
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千円 千円 千円

事        項
前　年　度
予　算　額

2019年度
予算額（案）

比　較　増
△　減　額

備              考

道徳教育の充実 3,523,934 4,207,227 683,293 　
　 （
１．道徳教育の抜本的改善・充実等

6,396,523 6,931,102 534,579

（
１．いじめ対策・不登校支援等総合推進事業

（

（
　（２）いじめ対策・不登校支援等推進事業

（
　（３）有識者会議等開催経費等

（
２．夜間中学における就学機会の提供推進

2,450,227 2,378,272 △ 71,955 　緊急スクールカウンセラー等活用事業

101,130 101,726 596

（
１．健全育成のための体験活動推進事業

　　〔総合教育政策局に計上〕

（
２．学校教育における長期宿泊体験活動の導入
　　促進に関する調査研究

27,805

167,460

）
2,361

子供の体験活動の推進
98,600 ）

36,077

25,748 ）

）

４．
3,523,934

45,783

2,530

　（１）外部専門家を活用した教育相談体制の
     　整備・関係機関との連携強化等【再掲】

6,690,054

6,885,319

6,144,316

）

５．
6,360,446

いじめ・不登校対応等の
推進

99,365

190,382

６．

4,207,227

）

）

）

（参考）復興特別会計

説明資料４ 参照

説明資料５ 参照

説明資料６ 参照
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千円 千円 千円

事        項
前　年　度
予　算　額

2019年度
予算額（案）

比　較　増
△　減　額

備              考

32,425,875 76,233,223 43,807,348

（
１．幼児教育無償化の実施
　（幼稚園就園奨励費補助等）

（
２．幼児教育の質の向上

（
　（１）幼児教育実践の質向上総合プラン

（
　　①幼児教育推進体制の充実・活用強化事業

（
　　②幼稚園の人材確保支援事業

（
　　③幼児教育の教育課題に対応した指導方法
等       充実調査研究

（
　　④幼児教育の質向上のための評価実施支援
事業

（
　　⑤幼稚園教諭免許法認定講習等推進事業

（
　（２）幼稚園教育課程の理解の推進

（
　（３）ECEC Network事業の参加

（
前年度限りの経費

（
３．幼児教育の環境整備の充実

（
　（１）認定こども園等への財政支援

（
　（２）私立幼稚園の施設整備の充実

184,268 367,355 183,087

（

（

　　〔総合教育政策局に計上〕
（

３．スーパー・プロフェッショナル・ハイスクール

（
４．地域との協働による高等学校教育改革
　　推進事業
　　【新規】【再掲】

223,421 181,424 △ 41,997

（

（

23,077

0

124,391

）

）

）

99,030

74,393

）

8,405

）

0 ）

279,197

27,046

84,718

）

251,117

９．

２．学校給食・食育総合推進事業
　（つながる食育推進事業等）

107,031

１．学校保健推進事業
　  （がん教育総合支援事業等）

８． キャリア教育・職業教育
の充実

148,817

学校健康教育の推進

１．将来の在り方・生き方を主体的に考えられる
　　若者を育むキャリア教育推進事業

147,532

２．地域を担う人材育成のためのキャリア
　　プランニング推進事業

8,443

）

７． 幼児教育の振興
28,282,831

70,090,846

）
342,254

71,427 ）
307,766

71,427 ）
70,493

0 ）
41,217

26,300 ）

0 ）
27,913

23,240

0 ）
20,611

7,024 ）
11,248

174,446 ）

4,505,366

515,847 ）
1,294,757

0

3,863,847 ）
5,800,123

3,348,000 ）

説明資料８ 参照

説明資料９ 参照

説明資料７ 参照
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千円 千円 千円

事        項
前　年　度
予　算　額

2019年度
予算額（案）

比　較　増
△　減　額

備              考

2,421,431 2,433,639 12,208

（

（
２．へき地児童生徒援助費等補助金

（
３．高等学校における次世代の学習ニーズを

　　踏まえた指導の充実事業

2,398,318 2,586,073 187,755 　
（

１．切れ目ない支援体制整備充実事業【再掲】

（
２．学校における医療的ケア実施体制構築事業

（

（
４．学校と福祉機関の連携支援事業【新規】

（
５．特別支援教育に関する教職員等の資質
　　向上事業

（

（

（

（
９．特別支援教育充実事業等

2,204,580 2,455,888 251,308

（
１．スクールソーシャルワーカーの配置拡充
     【再掲】

（
２．高校生等の就職・就学支援等

（
３．要保護児童生徒援助費補助

（参考） （
　被災児童生徒就学支援等事業
    （大規模災害等対応分）

5,216,670 4,382,179 △ 834,491 被災児童生徒就学支援等事業

1,193,610 995,310 △ 198,300

　

212,507

1,483,581

学校をプラットフォームとし
た総合的な子供の貧困対
策の推進

86,405

594,447

73,025

145,530

668,729

８．教科書デジタルデータを活用した拡大教科
　　書、音声教材等普及促進プロジェクト

）
62,958

７．学校における交流及び共同学習を通じた
     障害者理解（心のバリアフリー）の推進
　　 事業

49,993

0

2,331,741

）

51,101

209,837

）

）

73,923

）
1,795,638

）

65,497

1,599,954

）59,211

2,312,769 ）

）

36,401

73,923

）

65,497

1,721,662

１３．

647,076

273,817 ）

）

）

）

139,095

）

103,872

）

45,446

59,376

私立小中学校等に通う児
童生徒への経済的支援に
関する実証事業

１２．

１．少子化・人口減少社会に対応した活力ある
　　学校教育推進事業

１０． 少子化に対応した活力あ
る学校教育の推進 34,739

１１． 切れ目ない支援体制構築
に向けた特別支援教育の
充実

10,115

280,328

６．学習指導要領等の趣旨徹底等及び学習・
    指導方法の改善・充実【再掲】

３．発達障害の可能性のある児童生徒等に対
　　する支援事業

（参考）復興特別会計

説明資料１１ 参照

説明資料１０ 参照

説明資料１３ 参照

説明資料１２ 参照
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千円 千円 千円

事        項
前　年　度
予　算　額

2019年度
予算額（案）

比　較　増
△　減　額

備              考

384,113,814 387,328,490 3,214,676

（
１．高等学校等就学支援金交付金

（
２．高等学校等就学支援金事務費交付金　

（
３．公立高等学校授業料不徴収交付金

（
４．高校生等奨学給付金

0 643,418 643,418

（
１．新時代の学びにおける先端技術導入実証研究
　　事業【新規】【再掲】

（
２．先端技術を活用した幼児教育分野の実証研究
　　【新規】【再掲】

（
３．ＷＷＬ（ワールド・ワイド・ラーニング）
　　　コンソーシアム構築支援事業【新規】【再掲】

（
４．地域との協働による高等学校教育改革
　　推進事業【新規】【再掲】

43,249,000 44,791,302 1,542,302

（
　義務教育教科書購入費

）

１６． 義務教育教科書の無償給
与 43,249,000

257,391

3,007,551

１５．

15,000

Society5.0に向けた人材育
成

44,791,302

）

0 ）
21,600

13,930,980

370,894,255

）

）

13,279,267 ）

）

0

113,310

0 ）
251,117

0 ）

2,489,830

13,425

高校生等への修学支援１４．
367,811,996

説明資料１４ 参照

説明資料１６ 参照

説明資料１５ 参照

6



１．新学習指導要領の円滑な実施と学校における働き方
改革のための指導・運営体制の構築（チームとしての
学校運営体制の推進）

(前 年 度 予 算 額 1,534,895百万円）

20 1 9年度予算額（案） 1,533,605百万円

〔参 考 ： 復 興 特 別 会 計 1,777百万円〕

１．要 旨
新学習指導要領の円滑な実施と学校における働き方改革を目指し、学校におけ

る指導・運営体制の効果的な強化・充実を図り、「チーム学校」を実現するため、
教職員定数の改善、専門スタッフや外部人材の配置拡充、業務の適正化などを一
体的に推進する。

２．内 容
◆義務教育費国庫負担金 1,520,033百万円(1,522,781百万円)
義務教育費国庫負担制度は､公立の義務教育諸学校の教職員の給与費について

都道府県及び指定都市が負担した経費の３分の１を国が負担するものである。

・教職員定数の改善 ＋32億円（＋1,456人）

・教職員定数の自然減等 ▲94億円（▲4,326人）

・教職員の若返り等による給与減 ▲29億円

・人事院勧告の反映による給与改定 ＋76億円

・教員給与の見直し ▲14億円 等

≪教職員定数の改善≫ ＋1,456人
１．学校における働き方改革 ＋1,110人
○教員の持ちコマ数軽減による教育の質の向上
①小学校専科指導の充実（小学校英語教育の早期化・教科化に伴う、一定の
英語力を有し、質の高い英語教育を行う専科指導教員の充実）（※）

＋1,000人
（※１）専科指導教員の英語力に関する要件

①中学校又は高等学校英語の免許状を有する者

②２年以上の外国語指導助手(ＡＬＴ)の経験者

③CEFR＊B2 相当以上の英語力を有する者 ＊外国語の学習・教授・評価のためのヨーロッパ共通参照枠

④海外大学、又は青年海外協力隊若しくは在外教育施設等で、２年以上の英語を使用した

海外留学・勤務経験のある者

注：②～④は、小学校教諭免許状、又は中学校英語・高等学校英語の免許状のいずれの

免許状も有しない者にあっては特別免許状を授与することが必要。

（※２）より質の高い英語教育を推進するため、教員の新規採用にあたって一定以上の英語力

（CEFR B2相当以上等）を有する者を採用した割合を指標として、専科指導のための教

員加配の仕組みを構築。

②中学校生徒指導体制の強化 ＋ 50人
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○学校運営体制の強化
①学校総務・財務業務の軽減のための共同学校事務体制強化
（事務職員） ＋ 30人

②主幹教諭の配置充実による学校マネジメント機能強化 ＋ 30人

２．複雑化・困難化する教育課題への対応【再掲を除く】 ＋ 346人
・教育課題への対応のための基礎定数化関連 ＋ 246人
（平成29年3月義務標準法改正による基礎定数化に伴う定数の増減）

・通級による指導 ＋348人 ・日本語指導 ＋ 68人
・初任者研修 ＋ 72人 ・自然減等 ▲242人

・いじめ・不登校等の未然防止・早期対応等の強化 ＋ 50人【再掲】
・貧困等に起因する学力課題の解消 ＋ 50人
・「チーム学校」の実現に向けた学校の指導体制の基盤整備
（養護教諭、栄養教諭等） ＋ 20人

・統合校・小規模校への支援 ＋ 30人

≪教員給与の見直し≫
・部活動ガイドラインを踏まえた部活動手当の見直し
（土日3時間程度2,700円）

（参考：復興特別会計）
震災に起因し厳しい教育環境下に置かれている児童生徒のための学習支援等

のため784人の加配措置。
1,777百万円(1,883百万円)

≪関連施策≫
・教育政策に関する実証研究 28百万円（31百万円）

有識者や意欲ある自治体の協力を得つつ、時代の変化に対応した新しい教

育への取組、いじめ・不登校、子供の貧困等の学校の課題に関する状況や、

それらの課題に対応するための指導体制の在り方など、教育政策の効果を評

価する実証研究を実施。
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◆専門スタッフ・外部人材の拡充 13,470百万円(12,010百万円)
○スクールカウンセラーの配置拡充【後掲】〔補助率１／３〕

4,738百万円（4,569百万円）

〔補助事業者：都道府県、政令指定都市〕

・スクールカウンセラーの全公立小中学校への配置(26,700校→27,500校）

【公立中学校：10,000校】
・通常配置(6,200校)
・小中連携型配置（3,600校）
・生徒指導上、大きな課題を抱える学校等における週5日配置（200校）
【公立小学校：16,700校→17,500校】
・通常配置(9,500校→10,300校)
・小中連携型配置(7,200校)

・貧困・虐待対策のための重点加配（1,000校→1,400校）
・教育支援センター（適応指導教室）の機能強化等、不登校支援のための
配置（250箇所） 等
※ 支援が必要な学校に弾力的に派遣できるよう、地域の実情に応じ、教育委員会へ

の配置も推進

[目標]2019年度までに、スクールカウンセラーを全公立小中学校（27,500校）に配置

2019:27,500校（2018:26,700校）

（ニッポン一億総活躍プラン）

（ひとり親家庭・多子世帯等自立応援プロジェクト）

○スクールソーシャルワーカーの配置拡充【後掲】〔補助率１／３〕

1,722百万円（1,484百万円）

〔補助事業者：都道府県、政令指定都市、中核市〕

・スクールソーシャルワーカーの全ての中学校区への配置（7,500人→10,000人）
・高等学校のための配置（47人）
・貧困・虐待対策のための重点加配（1,000人→1,400人）
・スーパーバイザー（47人）の配置 等

[目標]2019年度までに、スクールソーシャルワーカーを全ての中学校区（約1万人）に配置

2019:10,000人（2018:7,500人）

（ニッポン一億総活躍プラン）

（ひとり親家庭・多子世帯等自立応援プロジェクト）

○いじめ防止等対策のためのスクールロイヤー活用に関する調査研究【後掲】
8百万円（10百万円）

・法律の専門家である弁護士が、その専門的知識・経験に基づき、学校にお
いて法的側面からのいじめ予防教育を行うとともに、いじめなどの諸課題
の効率的な解決にも資する、学校における相談体制の整備に関する調査研
究を実施（3地域）
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○補習等のための指導員等派遣事業〔補助率１／３〕

5,521百万円（4,776百万円）

多彩な人材がサポートスタッフとして学校の教育活動に参画する取組を支援

（１）学力向上を目的とした学校教育活動支援 3,073百万円（3,072百万円）

児童生徒一人一人にあったきめ細かな対応を実現するため、教師に
加えて学校教育活動を支援する人材の配置を支援。
＜当該分野に知見のある人材（退職教職員や教師志望の大学生など）＞

（7,700人）

・実施主体：都道府県・指定都市

・負担割合：国１／３，都道府県・指定都市２／３

《具体例》

・補習や発展的な学習への対応

・外国人児童生徒等の学力向上への取組

・不登校・中途退学への対応、いじめへの対応

・キャリア教育支援、就職支援

・校長経験者による若手教員への授業指導

・体験活動の実施への支援

（２）スクール・サポート・スタッフの配置 1,440百万円（1,200百万円）
教師が児童生徒への指導や教材研究等に注力できる体制を整備し、教

師の負担軽減を図るため、学習プリント等の印刷などを教師に代わって
行うサポートスタッフの配置を支援。
＜地域の人材（卒業生の保護者など）＞（3,000人→3,600人）

※教師の負担軽減を図るための事業として実施。各自治体において明確な成果目標を設定し、

効果の検証を含めて実施するものに対し、補助を行う。

・実施主体：都道府県・指定都市

・負担割合：国１／３，都道府県・指定都市２／３
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（３）中学校における部活動指導員の配置 1,008百万円（504百万円）
適切な練習時間や休養日の設定など部活動の適正化を進めている教育

委員会を対象に、部活動指導員（注）の配置を支援。
＜指導する部活動に係る専門的な知識・技能を有する人材＞

(4,500人→9,000人)
（注）学校教育法施行規則第78条の2に該当する者

※スポーツ庁の運動部活動に係るガイドライン及び文化庁の文化部活動に係るガイドライン

を遵守するとともに、教師の負担軽減の状況を適切に把握するなど、一定の要件を満たす

学校設置者に対して支援を行う。

※支援に際しては、上記のガイドラインを遵守した上で、ガイドラインを上回る休養日の設

定を行うなど、学校の働き方改革の取組を推進している学校設置者へ優先的に配分する。

・実施主体：学校設置者(主に市町村)

・負担割合：国１／３,都道府県１／３,市町村１／３

(指定都市にあっては国１／３,指定都市２／３)

○特別支援教育専門家の配置（切れ目ない支援体制整備充実事業の内数）

〔補助率１／３〕【後掲】 1,480百万円（1,172百万円）

〔補助事業者：都道府県、市区町村、学校法人〕

・医療的ケアが必要な児童生徒のための看護師や理学療法士・作業療法士・
言語聴覚士等の外部専門家の配置（2,148人）

≪関連施策≫

・いじめ問題等の解決に向けた外部専門家活用事業
・スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーの常勤化に向けた
調査研究

・学校司書養成講習会

◆学校現場における業務の適正化
○学校現場における業務改善加速事業 103百万円(104百万円)

教員の長時間勤務を見直すことで、教員自らが意欲と能力を最大限発揮で
きる環境を整備し、ひいては学校教育の質を向上させるため、国・教育委員
会（都道府県・市町村）・学校が有機的に連携し、一体的・総合的に業務改
善を推進する取組を実施する。
・業務改善加速のための実践研究
（業務改善に集中的に取り組むモデル自治体等において、各学校における勤
務時間管理の徹底をはじめ、教員の業務の見直し、意識改革のための研修
等、業務改善の取組を強力に推進）

・業務改善アドバイザーの派遣
・長時間勤務是正に向けた普及・啓発 等
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参
画
す
る
学
校
運
営
協
議
会
の
設
置
・
促
進
、
及
び
持
続
可
能
な
推
進
体
制
の
構
築

・
組
織
的
で
安
定
的
に
継
続
で
き
る
「
地
域
学
校
協
働
本
部
」
の
整
備
と
地
域
学
校
協
働
活
動
推
進
員
等
の
配
置

・
放
課
後
子
供
教
室
や
地
域
未
来
塾
と
い
っ
た
、
幅
広
い
地
域
住
民
・
団
体
等
の
参
画
に
よ
り
行
わ
れ
る
様
々
な
個
別
の
地
域
学
校
協
働
活
動
の
総
合
化
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化

（
2
0
1
9
年
度
予
算
案
）
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新
学
習
指
導
要
領
の
円
滑
な
実
施
と
学
校
に
お
け
る
働
き
方
改
革
の

た
め
の
指
導
・
運
営
体
制
の
構
築

2
0
1
9
年
度
予
算
額
（
案
）

1
兆
5
,2
0
0
億
円

(前
年
度
予
算
額
1
兆
5
,2
2
8
億
円
)

≪
≫
内
は
2
0
2
6
年
度
ま
で
の
改
善
予
定
数

学
校
に
お
け
る
働
き
方
改
革
や
複
雑
化
・
困
難
化
す
る
教
育
課
題
へ
対
応
す
る
た
め
、
教
職
員
定
数
を
+
1
,4
5
6
人
改
善
。

学
校
の
指
導
・
運
営
体
制
の
効
果
的
な
強
化
・充

実
を
図
り
、
新
学
習
指
導
要
領
の
円
滑
な
実
施
を
実
現

加
配
定
数
+
1
,2
1
0
人

教
員
の
持
ち
コ
マ
数
軽
減
に
よ
る
教
育
の
質
の
向
上

◆
小
学
校
専
科
指
導
の
充
実

+
1
,0
0
0
人

小
学
校
英
語
教
育
の
早
期
化
・
教
科
化
に
伴
う
、
一
定
の
英
語
力
を
有
し
、

質
の
高
い
英
語
教
育
を
行
う
専
科
指
導
教
員
の
充
実
（
※
）

（
※
１
）
専
科
指
導
教
員
の
英
語
力
に
関
す
る
要
件

①
中
学
校
又
は
高
等
学
校
英
語
の
免
許
状
を
有
す
る
者

②
２
年
以
上
の
外
国
語
指
導
助
手
（
Ａ
Ｌ
Ｔ

)の
経
験
者

③
C

E
F

R
* 

B
2
相
当
以
上
の
英
語
力
を
有
す
る
者

*外
国
語
の
学
習
・
教
授
・
評
価
の
た
め
の
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
共
通
参
照
枠

④
海
外
大
学
、
又
は
青
年
海
外
協
力
隊
若
し
く
は
在
外
教
育
施
設
等
で
、
２
年
以
上
の
英
語
を
使
用
し
た

海
外
留
学
・
勤
務
経
験
の
あ
る
者

注
：
②
～
④
は
、
小
学
校
教
諭
免
許
状
、
又
は
中
学
校
英
語
・
高
等
学
校
英
語
の
免
許
状
の
い
ず
れ
の
免
許
状
も

有
し
な
い
者
に
あ
っ
て
は
特
別
免
許
状
を
授
与
す
る
こ
と
が
必
要
。

（
※
２
）
よ
り
質
の
高
い
英
語
教
育
を
推
進
す
る
た
め
、
教
員
の
新
規
採
用
に
あ
た
っ
て
一
定
以
上
の
英
語
力

(C
E

F
R

B
2
相
当
以
上
等

)を
有
す
る
者
を
採
用
し
た
割
合
を
指
標
と
し
て
、
専
科
指
導
の
た
め
の
教
員

加
配
の
仕
組
み
を
構
築
。

◆
中
学
校
生
徒
指
導
体
制
の
強
化

+
5
0
人

学
校
運
営
体
制
の
強
化

◆
学
校
総
務
・
財
務
業
務
の
軽
減
の
た
め
の
共
同
学
校
事
務
体
制
強
化

（
事
務
職
員
）

+
3
0
人

◆
主
幹
教
諭
の
配
置
充
実
に
よ
る
学
校
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
機
能
強
化

+
3
0
人

基
礎
定
数
+
2
4
6
人

教
育
課
題
へ
の
対
応
の
た
め
の
基
礎
定
数
化
関
連

+
2
4
6
人

（
H

2
9
.3
義
務
標
準
法
改
正
に
よ
る
基
礎
定
数
化
に
伴
う
定
数
の
増
減
）

◆
発
達
障
害
な
ど
の
障
害
を
持
つ
児
童
生
徒
へ
の
通
級
指
導
の

充
実

+
3
4
8
人

◆
外
国
人
児
童
生
徒
に
対
す
る
日
本
語
指
導
教
育
の
充
実

+
6
8
人

◆
初
任
者
研
修
体
制
の
充
実

+
7
2
人

※
基
礎
定
数
化
に
伴
う
自
然
減
等

▲
2
4
2
人

◆
い
じ
め
・
不
登
校
等
の
未
然
防
止
・早

期
対
応
等
の
強
化

+
5
0
人

再
掲

◆
貧
困
等
に
起
因
す
る
学
力
課
題
の
解
消

+
5
0
人

◆
「
チ
ー
ム
学
校
」
の
実
現
に
向
け
た
学
校
の
指
導
体
制

の
基
盤
整
備
（
養
護
教
諭
、
栄
養
教
諭
等
）

+
2
0
人

◆
統
合
校
・
小
規
模
校
へ
の
支
援

+
3
0
人

・教
職
員
定
数
の
改
善

＋
3
2
億
円
（
＋
1
,4
5
6
人
）

・教
職
員
の
若
返
り
等
に
よ
る
給
与
減

▲
2
9
億
円

・教
員
給
与
の
見
直
し

▲
1
4
億
円

・教
職
員
定
数
の
自
然
減
等
▲
9
4
億
円
（
▲
4
,3
2
6
人
）

・人
事
院
勧
告
の
反
映
に
よ
る
給
与
改
定
＋
7
6
億
円

等
計

対
前
年
度
▲
2
7
億
円
＊

部
活
動
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
踏
ま
え
た
部
活
動
手
当
の
見
直
し
(土

日
3
時
間
程
度
2
,7
0
0
円
)

給
与
関
係

複
雑
化
・
困
難
化
す
る
教
育
課
題
へ
の
対
応 計

＋
3
4
6
人
（
再
掲
除
く
）

学
校
に
お
け
る
働
き
方
改
革

計
＋
1
,1
1
0
人

＊
四
捨
五
入
の
関
係
で
上
記
予
算
額
の
差
し
引
き
と
一
致
し
な
い
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※
教
師
の
負
担
軽
減
を
図
る
た
め
の
事
業
と
し
て
実
施
。
各
自
治
体
に
お
い
て
明
確
な
成
果
目
標
を

設
定
し
、
効
果
の
検
証
を
含
め
て
実
施
す
る
も
の
に
対
し
、
補
助
を
行
う
。

「
チ
ー
ム
学
校
」
の
理
念
を
踏
ま
え
、
教
師
と
多
様
な
人
材
の
連
携
に
よ
り
、
学
校
教
育
活
動
の
充
実
と
「
働
き
方
改
革
」
を
実
現

学
校
生
活
適
応
へ
の
支
援

•
不
登
校
・
中
途
退
学
へ
の
対
応

•
い
じ
め
へ
の
対
応

多
彩
な
人
材
が
サ
ポ
ー
ト
ス
タ
ッ
フ
と
し
て
学
校
の
教
育
活
動
に
参
画
す
る
取
組
を
支
援

児
童
生
徒
の
学
習
サ
ポ
ー
ト

•
補
習
や
発
展
的
な
学
習
へ
の
対
応

•
外
国
人
児
童
生
徒
等
の
学
力
向
上
へ
の

取
組

進
路
指
導
・
キ
ャ
リ
ア
教
育

•
キ
ャ
リ
ア
教
育
支
援

•
就
職
支
援

学
力
向
上
を
目
的
と
し
た
学
校
教
育
活
動
支
援

ス
ク
ー
ル
・
サ
ポ
ー
ト
・
ス
タ
ッ
フ
の
配
置

2
0
1
9
年
度
予
算
額
(案
)：
3
1
億
円
(対
前
年
度
同
額
)

＜
7
,7
0
0
人
＞

2
0
1
9
年
度
予
算
額
(案
)：
1
4
億
円
（
+
2
億
円
）
＜
3
,0
0
0
人
→
3
,6
0
0
人
＞

•
校
長
経
験
者
に
よ
る
若
手
教
員
へ
の

授
業
指
導

•
子
供
の
体
験
活
動
の
実
施
へ
の
支
援

そ
の
他
(教
師
の
指
導
力
向
上
等
)

公
立
学
校
の
教
育
活
動
と
し
て
実
施
す
る
次
の
よ
う
な
取
組
を
行
う
サ
ポ
ー
ト
ス
タ
ッ
フ
（
非
常
勤
）
の
配
置
に
要
す
る
費
用
の
1
/3
以
内
を
補
助

教
師
が
よ
り
児
童
生
徒
へ
の
指
導
や
教
材
研
究
等
に
注
力
で
き
る
体
制
を
整
備
し
、
教
師
の
負
担
軽
減
を
図

る
た
め
、
学
習
プ
リ
ン
ト
等
の
印
刷
な
ど
を
教
師
に
代
わ
っ
て
行
う
サ
ポ
ー
ト
ス
タ
ッ
フ
の
配
置
を
支
援
。
【拡

充
】

(卒
業
生
の
保
護
者
な
ど
)

【
当
該
分
野
に
知
見
の
あ
る
人
材
】

(退
職
教
職
員
や
教
師
志
望
の
大
学
生
な
ど
)

中
学
校
に
お
け
る
部
活
動
指
導
員
の
配
置

【
指
導
す
る
部
活
動
に
係
る
専
門
的
な
知
識
・
技
能
を
有
す
る
人
材
】

適
切
な
練
習
時
間
や
休
養
日
の
設
定
な
ど
部
活
動
の
適
正
化
を
進
め
て
い
る
教
育
委
員
会
を
対

象
に
部
活
動
指
導
員
(注
)の
配
置
を
支
援
。
【拡

充
】（
1
,5
0
0
校
→
3
,0
0
0
校
）

2
0
1
9
年
度
予
算
額
(案
)：
1
0
億
円
(+
5
億
円
)＜
4
,5
0
0
人
→
9
,0
0
0
人
＞

（
実
施
主
体
）
学
校
設
置
者
（
主
に
市
町
村
）

（
負
担
割
合
）
国
1
/3
、
都
道
府
県
1
/3
、
市
町
村
1
/3

（
指
定
都
市
：
国
１
/３

、
指
定
都
市
２
/３

）

（
実
施
主
体
）
都
道
府
県
・指

定
都
市

（
負
担
割
合
）
国
1
/3
、
都
道
府
県
・
指
定
都
市
2
/3

（
注
）
学
校
教
育
法
施
行
規
則
第
7
8
条
の
2
に
該
当
す
る
者

※
ス
ポ
ー
ツ
庁
の
運
動
部
活
動
に
係
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
及
び
文
化
庁
の
文
化
部
活
動
に
係
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

を
遵
守
す
る
と
と
も
に
、
教
師
の
負
担
軽
減
の
状
況
を
適
切
に
把
握
す
る
な
ど
、
一
定
の
要
件
を
満

た
す
学
校
設
置
者
に
対
し
て
支
援
を
行
う
。

※
支
援
に
際
し
て
は
、
上
記
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
遵
守
し
た
上
で
、
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
上
回
る
休
養
日
の
設
定
を

行
う
な
ど
、
学
校
の
働
き
方
改
革
の
取
組
を
推
進
し
て
い
る
学
校
設
置
者
へ
優
先
的
に
配
分
す
る
。

児
童
生
徒
一
人
一
人
に
あ
っ
た
き
め
細
か
な
対
応
を
実
現
す
る
た
め
、
教
師

に
加
え
て
学
校
教
育
活
動
を
支
援
す
る
人
材
の
配
置
を
支
援
。

（
実
施
主
体
）
都
道
府
県
・指

定
都
市

（
負
担
割
合
）
国
1
/3
、
都
道
府
県
・指

定
都
市
2
/3

【
地
域
の
人
材
】

多
彩
な
人
材
の
参
画
に
よ
る
学
校
の
教
育
力
向
上

～
補
習
等
の
た
め
の
指
導
員
等
派
遣
事
業
～

2
0
1
9
年
度
予
算
額
（
案
）
5
5
億
円

(前
年
度
予
算
額

4
8
億
円
)
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③
貧
困
・虐

待
対
策
の
た
め
の
重
点
配
置

１
，
４
０
０
校
（
1
,0
0
0
校
）

④
不
登
校
支
援
の
た
め
の
教
育
支
援
セ
ン
タ
ー
の
機
能
強
化

２
５
０
箇
所
（
2
5
0
箇
所
）

①
小
中
学
校
の
た
め
の
配
置

１
０
，
０
０
０
人
（
７
，
５
０
０
人
）

②
貧
困
・虐

待
対
策
の
た
め
の
重
点
配
置

１
，
４
０
０
人
（１
，
０
０
０
人
）

③
高
等
学
校
の
た
め
の
配
置

４
７
人
（４
７
人
）

④
質
向
上
の
た
め
の
Ｓ
Ｖ
配
置

４
７
人
（４
７
人
）

＜
家
庭
＞

＜
教
育
委
員
会
等
＞

＜
福
祉
関
連
機
関
＞

[目
標
]2
01
9年
度
ま
で
に
、
ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
を
全
て
の
中
学
校
区

（
約
１
万
人
）に
配
置

（
ニ
ッ
ポ
ン
一
億
総
活
躍
プ
ラ
ン
）

（
ひ
と
り
親
家
庭
・多
子
世
帯
等
自
立
応
援
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
）

ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
等
活
用
事
業

2
0
1
9
年
度
予
算
額
（
案
）

4
,7
3
8
百
万
円

（
平
成

3
0
年
度
予
算
額
4
,5
6
9
百
万
円
）
補
助
率
：１

/
3

ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
活
用
事
業

2
0
1
9
年
度
予
算
額
（案

）
1
,7
2
2
百
万
円

（
平
成

3
0
年
度
予
算
額
1
,4
8
4
百
万
円
）
補
助
率
：１

/
3

連
絡
協
議
会
の
開
催
等
を
通
じ
た
質
向
上
の
取
組

※
支
援
が
必
要
な
学
校
に
弾
力
的
に
派
遣
で
き
る
よ
う
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
、
教
育
委
員
会
配
置
方
式
も
推
進
。

①
全
公
立
小
学
校
に
対
す
る
配
置
１
７
，
５
０
０
校
（１
６
，
７
０
０
校
）

②
全
公
立
中
学
校
に
対
す
る
配
置
１
０
，
０
０
０
校
（１
０
，
０
０
０
校
）

[目
標
]2
01
9
年
度
ま
で
に
、
ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
を
全
公
立
小
中
学
校

(2
7,
50
0
校
）に
配
置

（
ニ
ッ
ポ
ン
一
億
総
活
躍
プ
ラ
ン
）

（
ひ
と
り
親
家
庭
・多
子
世
帯
等
自
立
応
援
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
）

2
0
1
9
年
度

:2
7

,5
0

0
校

2
0
1
9
年
度

:1
0
,0

0
0
人

※
（

）は
前
年
度

＜
学
校
・教

職
員
（
養
護
教
諭
等
）＞

ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
：
児
童
生
徒
の
心
理
に
関
し
て
高
度
に
専
門
的
な
知
識
及

び
経
験
を
有
す
る
者

（
臨
床
心
理
士
等
）

学
校
教
育
法
施
行
規
則

第
6
5
条
の
２

ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
は
、
小
学
校
に
お
け
る
児
童
の
心
理
に
関
す
る
支
援
に
従
事
す
る
。

ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
：福
祉
に
関
し
て
専
門
的
な
知
識
・技
術
を
有
す
る
と
と
も

に
、
過
去
に
教
育
や
福
祉
の
分
野
に
お
い
て
、
活
動
経
験
の
実
績
等
が
あ
る
者
（社
会
福

祉
士
、
精
神
保
健
福
祉
士
等
）

学
校
教
育
法
施
行
規
則

第
6
5
条
の
３

ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
は
、
小
学
校
に
お
け
る
児
童
の
福
祉
に
関
す
る
支
援
に
従
事
す
る
。

ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
・
ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
に
よ
る
教
育
相
談
体
制
の
充
実
2
0
1
9
年
度
予
算
額
（
案
）
6
,4
6
0
百
万
円

（
前
年
度
予
算
額
6
,0
5
2
百
万
円
)
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い
じ
め
防
止
等
対
策
の
た
め
の
ス
ク
ー
ル
ロ
イ
ヤ
ー
活
用
に
関
す
る
調
査
研
究

課
題

○
国
は
、
困
難
な
問
題
の
解
決
に
向
け
て
相
談
で
き
る
弁
護
士
等
、
多
様
な
人
材
に
よ
る
支
援
体
制
を
構

築
す
る
。
【
い
じ
め
の
問
題
等
へ
の
対
応
に
つ
い
て
（
第
一
次
提
言
）
（
平
成
2
5
年
2
月
2
6
日
教
育
再
生

実
行
会
議
決
定
）
】

○
い
じ
め
の
防
止
の
た
め
に
は
、
い
じ
め
に
向
か
わ
な
い
態
度
・
能
力
の
育
成
が
喫
緊
の
課
題
で
あ
る
。

発
達
の
段
階
に
応
じ
て
、
児
童
生
徒
が
い
じ
め
の
問
題
を
自
分
の
こ
と
と
し
て
捉
え
、
考
え
、
議
論
す
る

こ
と
に
よ
り
、
正
面
か
ら
向
き
合
う
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
実
践
的
な
取
組
を
行
う
必
要
が
あ
る
。
【
い

じ
め
の
防
止
等
の
た
め
の
基
本
的
な
方
針
（
平
成
2
5
年
1
0
月
1
1
日
文
部
科
学
大
臣
決
定
（
平
成
2
9
年
3

月
1
4
日
最
終
改
定
）
）
】

○
家
庭
と
の
対
応
の
関
係
で
保
護
者
等
か
ら
の
過
剰
な
苦
情
や
不
当
な
要
求
等
へ
の
対
応
が
求
め
ら
れ
る

場
合
や
、
児
童
生
徒
を
取
り
巻
く
問
題
に
関
し
て
法
的
側
面
か
ら
の
ア
ド
バ
イ
ス
が
必
要
な
場
合
に
つ
い

て
、
学
校
が
組
織
と
し
て
対
応
で
き
る
よ
う
、
教
育
委
員
会
に
お
い
て
支
援
体
制
を
構
築
す
る
ほ
か
、
法

的
相
談
を
受
け
る
ス
ク
ー
ル
ロ
イ
ヤ
ー
等
の
専
門
家
の
配
置
を
進
め
る
。
【
学
校
に
お
け
る
働
き
方
改
革

に
関
す
る
緊
急
対
策
（
平
成
2
9
年
1
2
月
2
6
日
文
部
科
学
大
臣
決
定
）
）
】

背
景
説
明

法
律
の
専
門
家
で
あ
る
弁
護
士

が
、
そ
の
専
門
的
知
識
・
経
験
に

基
づ
き
、
学
校
に
お
い
て
法
的
側

面
か
ら
の
い
じ
め
予
防
教
育
を
行

う
と
と
も
に
、
い
じ
め
な
ど
の
諸

課
題
の
効
率
的
な
解
決
に
も
資
す

る
、
学
校
に
お
け
る
相
談
体
制
の

整
備
に
関
す
る
調
査
研
究
を
実
施

す
る
。

目
的
・
目
標

事
業
内
容
1

調
査
研
究
結
果
の
分
析
・
検
証
・
周
知
、
施
策
へ
の
反
映
を
通
じ
て
、

い
じ
め
の
防
止
、
校
務
の
効
率
化
・
負
担
軽
減
を
図
る
。

法
的
側
面
か
ら
の
い
じ
め
予
防
教
育

事
業
内
容
２

学
校
に
お
け
る
法
的
相
談
へ
の
対
応

事
業
内
容
３

法
令
に
基
づ
く
対
応
の
徹
底

2
0
1
9
年
度
予
算
額
（
案
）
８
百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

１
０
百
万
円
)

期
待
さ
れ
る
効
果

弁
護
士
が
、
実
例
（
裁
判
例
等
）
を
示
し
な

が
ら
、
人
権
を
守
る
こ
と
の
重
要
性
や
い
じ
め

の
法
律
上
の
扱
い
（
刑
事
罰
の
対
象
と
な
り
得

る
こ
と
や
、
不
法
行
為
に
該
当
し
損
害
賠
償
責

任
が
発
生
し
得
る
こ
と
等
）
に
つ
い
て
教
え
る

授
業
モ
デ
ル
の
構
築
や
実
践
的
な
教
材
の
開
発

を
行
う
。

学
校
が
、
児
童
生
徒
を
取
り
巻
く
問
題
に
つ

い
て
弁
護
士
に
相
談
し
法
的
ア
ド
バ
イ
ス
を
受

け
る
こ
と
や
、
弁
護
士
に
よ
る
教
員
向
け
の
研

修
会
を
受
け
る
こ
と
等
が
、
生
徒
指
導
上
の
諸

課
題
の
効
率
的
な
解
決
に
資
す
る
こ
と
に
つ
い

て
検
証
を
行
う
。

学
校
に
お
い
て
、
い
じ
め
防
止
対
策
推
進
法

等
に
基
づ
い
て
、
い
じ
め
問
題
へ
の
対
応
が
徹

底
さ
れ
て
い
る
か
を
弁
護
士
が
法
的
側
面
か
ら

確
認
す
る
こ
と
の
有
効
性
を
検
証
す
る
。
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学
校
現
場
に
お
け
る
業
務
改
善
加
速
事
業

2
0
1
9
年
度
予
算
額
（
案
）

１
０
３
百
万
円

(前
年
度
予
算
額

１
０
４
百
万
円
)

■
学
校
に
お
け
る
働
き
方
改
革
に
関
す
る
緊
急
対
策
（
平
成
2
9
年
1
2
月
2
6
日
文
部
科
学
省
）
や
学
校
に
お
け
る
業
務
改
善
等
に
係
る
取
組
の
徹
底
に

関
す
る
通
知
（
平
成
3
0
年
2
月
9
日
付
）
等
を
踏
ま
え
、
教
員
自
ら
の
意
欲
と
能
力
を
最
大
限
に
発
揮
で
き
る
よ
う
な
勤
務
環
境
を
整
備
す
る
た
め
、

業
務
改
善
の
取
組
を
一
体
的
・
総
合
的
に
推
進
。

■
自
治
体
の
業
務
改
善
ポ
リ
シ
ー
の
策
定

■
業
務
改
善
の
取
組
の
実
施

・
教
員
の
行
う
業
務
の
明
確
化
（
事
務
職
員
や
他

の
ス
タ
ッ
フ
等
と
の
連
携
・
分
担
等
）

・
部
活
動
に
関
す
る
休
養
日
の
明
確
な
設
定

・
時
間
管
理
の
徹
底
、
研
修
の
実
施

等

市
町
村
と
連
携
し
、
小
中
学
校
に
お
け
る
業
務
改
善
を
促
進
。
重
点
モ
デ
ル
地
域
の
成
果
を
県
下
に
波
及
。

都
道
府
県
・
政
令
市

■
重
点
モ
デ
ル
地
域
に
対
す
る
教
職
員
や
業
務
ア
シ
ス
タ
ン
ト
等
の
配
置

■
県
と
し
て
の
業
務
改
善
ポ
リ
シ
ー
の
策
定
・
指
導
助
言

■
管
理
職
等
の
意
識
改
革
の
た
め
の
研
修
の
実
施

■
取
組
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
、

成
果
の
県
下
全
域
へ
の
発
信

■
勤
務
状
況
の
改
善
の
成
果
を
分
析

勤
務
時
間
（
総
勤
務
時
間
や
事
務
作
業
・

部
活
動
に
関
す
る
時
間
等
）
や
負
担
感
の

変
化
、
創
出
し
た
時
間
に
よ
る
教
育
面
で

の
効
果
な
ど
の
成
果
を
分
析

■
成
果
を
挙
げ
た
Ｇ
Ｐ
を
管
下
全
域
に
波
及

重
点
モ
デ
ル
地
域
：
市
町
村
（
政
令
市
含
む
）

外
部
専
門
家
に
よ
る
分
析
・
助
言

業
務
改
善
に
集
中
的
に
取
り
組
む
重
点
モ
デ
ル
地
域
を
指
定
し
、
業
務
改
善
の
加
速
に
つ
い
て
の
実
践
研
究
を
実
施
。
具
体
的
な
ノ
ウ
ハ
ウ
や

成
果
を
分
析
し
、
全
国
に
発
信
し
普
及
。

文
部
科
学
省

エ
ビ
デ
ン
ス

と
し
て
蓄
積

業
務
改
善
加
速
の
た
め
の
実
践
研
究
事
業
の
実
施

※
国
立
・
私
立
学
校
も
対
象

長
時
間
勤
務
是
正
の
た
め
の
周
知
・
啓
発
を
行
い
、

全
国
的
な
気
運
を
醸
成

・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
フ
ォ
ー
ラ
ム
の
開
催

・
各
種
広
報
媒
体
等
に
よ
る
普
及
啓
発

・
実
践
事
例
集
の
作
成

等

■
研
究
機
関
等
に
よ
る
業
務
改
善
の
推
進
に
資
す

る
基
礎
的
調
査
研
究
を
実
施

長
時
間
勤
務
是
正
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
の
実
施

業
務
改
善
の
基
礎
的
調
査
研
究
の
実
施

■
業
務
改
善
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
派
遣
に
よ
る

指
導
助
言

■
先
進
モ
デ
ル
の
横
展
開

■
業
務
改
善
の
取
組
の
継
続
し
た
フ
ォ
ロ
ー

業
務
改
善
ア
ド
バ
イ
ザ
リ
ー
ボ
ー
ド
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Ⅰ
. 
学

校
指

導
・
運

営
体

制
の

効
果

的
な

強
化

・
充

実

●
学
校
の
指
導
体
制
の
充
実
－
教
師
の
持
ち
コ
マ
数
軽
減
に
よ
る
教
育
の
質
の
向
上
－

▶
小
学
校
専
科
指
導
の
充
実

（
英
語
教
育
の
早
期
化
・
教
科
化
に
伴
う
、
一
定
の
英
語
力
を
有
し
、

質
の
高
い
英
語
教
育
を
行
う
専
科
指
導
教
員
の
充
実
（
新
学
習
指
導
要
領
へ
の
対
応
）
）

・
・
・
＋
1
,0
0
0
人

▶
中
学
校
生
徒
指
導
体
制
の
強
化

・
・
・

＋
5
0
人

●
学
校
の
運
営
体
制
の
強
化
－
校
長
・副
校
長
・教
頭
等
の
事
務
関
係
業
務
の
軽
減
－

▶
学
校
総
務
・
財
務
業
務
の
軽
減
の
た
め
の
共
同
学
校
事
務
体
制
強
化

（
事
務
職
員
）

・
・
・

＋
3
0
人

▶
主
幹
教
諭
の
配
置
充
実
に
よ
る
学
校
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
機
能
強
化

・
・
・

＋
3
0
人

※
教
職
員
定
数
に
つ
い
て
は
、
複
雑
化
・
困
難
化
す
る
教
育
課
題
へ
の
対
応
分
を
含
め
、
合
計
で
＋
1
,4
5
6
人
の
改
善
。

Ⅱ
. 
教

員
以

外
の

専
門

ス
タ

ッ
フ

・
外

部
人

材
の

活
用

●
ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
、
ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
の
配
置
拡
充

・
・
・
6
4
.6
億
円
【
S
C
:2
7
,5
0
0
校

(+
8
0
0
校
)】

【
S
S
W
:1
0
,0
0
0
人

(+
2
,5
0
0
人
)】

●
ス
ク
ー
ル
・サ
ポ
ー
ト
・ス
タ
ッ
フ
の
配
置

・
・
・
1
4
.4
億
円
【
3
,6
0
0
人

(+
6
0
0
人
)】

※
学
習
プ
リ
ン
ト
等
の
印
刷
業
務
、
授
業
準
備
の
補
助
等
、
教
師
の
サ
ポ
ー
ト

●
中
学
校
に
お
け
る
部
活
動
指
導
員
の
配
置

・
・
・
1
0
.1
億
円
【
9
,0
0
0
人

(+
4
,5
0
0
人
)】

●
理
科
の
観
察
・実
験
の
支
援
等
を
行
う
観
察
実
験
補
助
員
の
配
置
促
進

・
・
・
2
.0
億
円
【
3
,1
0
0
校
】

●
い
じ
め
防
止
等
対
策
の
た
め
の
ス
ク
ー
ル
ロ
イ
ヤ
ー
活
用
に
関
す
る
調
査
研
究

・
・
・
0
.1
億
円

Ⅲ
. 
学

校
が

担
う

べ
き

業
務

の
効

率
化

及
び

精
選

●
学
校
現
場
の
業
務
改
善
を
加
速
す
る
た
め
の
実
践
研
究
や
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
派
遣

・
・
・
1
.0
億
円

●
都
道
府
県
単
位
で
の
統
合
型
校
務
支
援
シ
ス
テ
ム
の
導
入
促
進

・
・
・
1
.3
億
円

●
地
域
と
学
校
の
連
携
・協
働
を
通
じ
た
、
登
下
校
等
の
見
守
り
活
動
の
充
実

・
・
・
1
.2
億
円

新
学

習
指

導
要

領
の

円
滑

な
実

施
と

学
校

に
お

け
る

働
き

方
改

革
の

た
め

の
環

境
整

備
【2

0
1
9
年

度
予

算
額

（案
）
】
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２．教育課程の充実

(前 年 度 予 算 額 2,461百万円）
2019年度予算額（案） 2,478百万円

１．要 旨

これからの時代に求められる資質・能力を育成する観点から、学習指導要領の

改訂を踏まえ、「社会に開かれた教育課程」を実現するため、教員の資質・能力

向上方策とも連携しながら、主体的・対話的で深い学び（アクティブ・ラーニン

グ）の視点からの学習・指導方法の改善やカリキュラム・マネジメントの推進な

ど新学習指導要領の趣旨の周知・徹底、基礎学力定着に向けた取組、理数教育の

充実、現代的な課題に対応するための取組などを推進し、初等中等教育の教育課

程の充実を図る。

２．内 容

○学習指導要領等の趣旨徹底等及び新学習指導要領の円滑な実施に向けた取組の推進

200百万円(258百万円)

学習指導要領の改訂を踏まえ、「社会に開かれた教育課程」を実現するため、主

体的・対話的で深い学び（アクティブ・ラーニング）の視点からの学習・指導方法

の改善やカリキュラム・マネジメントの推進など新学習指導要領の趣旨の周知・徹

底を図る。

○基礎学力に課題を抱える児童生徒への支援の充実 24百万円（ 新 規 ）

読解力をはじめとする基礎学力をすべての児童生徒が確実に習得できるよう、義

務教育段階の早い時期から適切な支援を行うなど、基礎学力に課題を抱える児童生

徒に対する効果的な取組等について調査研究を実施する。

○次代を見据えた教育課程・指導方法等に関する先導的研究開発

70百万円（69百万円）

今後の教育課程の基準の改善等に資する実証的資料を得るため、現行の学習指導

要領等によらない教育課程の編成・実施を認める研究開発学校を指定し、新しい教

育課程、指導方法等についての研究開発を実施する。

○理数教育の充実のための総合的な支援等 1,917百万円(1,891百万円)

観察、実験の充実を図るため、理科観察実験アシスタントの配置支援や、理科教

育振興法に基づいた、観察、実験に係る理科設備の整備充実を行う。

○現代的課題に対応した教育の充実等 105百万円(113百万円)

現代的な課題に対応した資質・能力を子供たちに育むため、環境教育や放射線教

育等の充実を図るための取組等を実施する。

【（参考：復興特別会計）放射線副読本の普及（58百万円）】
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○特別支援学校学習指導要領等の趣旨徹底等及び学習・指導方法の改善・充実【後掲】

139百万円(104百万円)

教科書等の作成や新学習指導要領の周知・徹底等を着実に実施し、改訂を踏まえ

た特別支援学校における学習・指導方法の改善・充実を図るための実践研究等を行

う。

○幼稚園教育課程の理解の推進【後掲】 23百万円(26百万円)

新幼稚園教育要領について、各幼稚園が適切な教育課程を編成、実施する上での

参考資料を作成するとともに、指導上の諸課題等に関して中央及び都道府県におい

て研究協議会を行う。
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教
育
課
程
の
充
実

＜
2
0
1
9
年
度
予
算
額
（
案
）
：
7
0
百
万
円
＞

今
後
の
教
育
課
程
の
基
準
の
改
善
等
に
資
す
る
実

証
的
資
料
を
得
る
た
め
、
現
行
の
学
習
指
導
要
領
等

に
よ
ら
な
い
教
育
課
程
の
編
成
・
実
施
を
認
め
る
研

究
開
発
学
校
を
指
定
し
、
新
し
い
教
育
課
程
、
指
導

方
法
等
に
つ
い
て
の
研
究
開
発
を
実
施
。

次
代
を
見
据
え
た
教
育
課
程
・
指
導

方
法
等
に
関
す
る
先
導
的
研
究
開
発

理
数
教
育
の
充
実
の
た
め
の
総
合
的
な

支
援
等

＜
2
0
1
9
年
度
予
算
額
（
案
）
：
2
0
0
百
万
円
＞

新
学
習
指
導
要
領
の
円
滑
な
実
施
に
向
け

た
取
組
の
推
進

＜
概
要
＞

こ
れ
か
ら
の
時
代
に
求
め
ら
れ
る
資
質
・
能
力
を
育
成
す
る
観
点
か
ら
、
学
習
指
導
要
領
の
改
訂
を
踏
ま
え
、
「
社
会
に
開
か
れ
た
教

育
課
程
」
を
実
現
す
る
た
め
、
教
員
の
資
質
・
能
力
向
上
方
策
と
も
連
携
し
な
が
ら
、
主
体
的
・
対
話
的
で
深
い
学
び
（
ア
ク
テ
ィ
ブ
・

ラ
ー
ニ
ン
グ
）
の
視
点
か
ら
の
学
習
・
指
導
方
法
の
改
善
や
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
推
進
な
ど
新
学
習
指
導
要
領
の
趣
旨
の

周
知
・
徹
底
、
基
礎
学
力
定
着
に
向
け
た
取
組
、
理
数
教
育
の
充
実
、
現
代
的
な
課
題
に
対
応
す
る
た
め
の
取
組
な
ど
を
推
進
。

初
等
中
等
教
育
の
教
育
課
程
の
一
層
の
充
実

観
察
、実
験
の
充
実
を
図
る
た
め
、理
科
観
察

実
験
ア
シ
ス
タン
トの
配
置
支
援
や
、理
科
教
育

振
興
法
に
基
づ
い
た
、観
察
、実
験
に
係
る
理
科

設
備
の
整
備
充
実
。

基
礎
学
力
に
課
題
を
抱
え
る
児
童
生
徒

へ
の
支
援
の
充
実

主
体
的
・
対
話
的
で
深
い
学
び
（
ア
ク
テ
ィ
ブ

・
ラ
ー
ニ
ン
グ
）
の
視
点
か
ら
、
不
断
の
授
業
改

善
を
図
る
た
め
の
実
践
的
な
調
査
研
究
を
行
い
、

効
果
的
な
学
習
・
指
導
方
法
の
開
発
、
優
れ
た
授

業
実
践
や
校
内
研
修
の
実
施
に
取
り
組
み
、
そ
の

成
果
の
普
及
を
図
る
。

＜
2
0
1
9
年
度
予
算
額
（
案
）
：
2
4
百
万
円
(新
規
)＞

現
代
的
な
課
題
に
対
応
し
た
資
質
・
能
力
を
子

供
た
ち
に
育
む
た
め
、
環
境
教
育
や
放
射
線
教

育
等
の
充
実
を
図
る
た
め
の
取
組
等
を
実
施
。

【
（
参
考
：
復
興
特
別
会
計
）
放
射
線
副
読
本

の
普
及
（
5
8
百
万
円
）
】

新
学
習
指
導
要
領
に
お
け
る
高
等
学
校
の
「
総

合
的
な
探
究
の
時
間
」
が
各
学
校
に
お
い
て
円
滑

に
行
わ
れ
る
よ
う
、
育
成
す
べ
き
資
質
・
能
力
を

確
実
に
身
に
付
け
る
た
め
に
必
要
な
教
材
の
開
発

な
ど
の
調
査
研
究
を
行
い
、
学
校
に
お
け
る
指
導

の
抜
本
的
改
善
・
充
実
。

等

現
代
的
課
題
に
対
応
し
た
教
育
の

充
実
等

高
等
学
校
に
お
け
る
総
合
的
な
探
究
の
時
間
の

抜
本
的
改
善
・
充
実

教
科
等
の
本
質
的
な
学
び
を
踏
ま
え
た
主
体

的
・
対
話
的
で
深
い
学
び
の
視
点
か
ら
の
学

習
・
指
導
方
法
の
改
善
の
推
進

＜
2
0
1
9
年
度
予
算
額
（
案
）
：
1
0
5
百
万
円
＞

＜
2
0
1
9
年
度
予
算
額
（
案
）
：
1
,9
1
7
百
万
円
＞

読
解
力
を
は
じ
め
と
す
る
基
礎
学
力
を
す
べ
て

の
児
童
生
徒
が
確
実
に
習
得
で
き
る
よ
う
、
義
務

教
育
段
階
の
早
い
時
期
か
ら
適
切
な
支
援
を
行
う

な
ど
、
基
礎
学
力
に
課
題
を
抱
え
る
児
童
生
徒
に

対
す
る
効
果
的
な
取
組
等
に
つ
い
て
調
査
研
究
を

実
施
す
る
。

20
19
年
度
予
算
額
(案
)

2,
47
8百
万
円

(前
年
度
予
算
額

2,
46
1百
万
円
)
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３．情報教育・外国語教育の充実

(前 年 度 予 算 額 2,247百万円）
2019年度予算額（案） 2,093百万円

１．要 旨

新学習指導要領を踏まえた「情報活用能力」の育成、特に小学校プログラミン

グ教育の円滑な実施や情報モラル教育の充実に向けた取組を推進する。また、児

童生徒の学びの維持・充実を図るため、遠隔教育システムの導入促進に係る実証

事業など、教育の情報化を推進する。さらに、小・中・高等学校を通じた英語教

育強化のための条件整備等を行うとともに、グローバル人材育成のため、高等学

校等における質の高いカリキュラムの開発・実践を支援する。

２．内 容

○ 小・中・高等学校を通じた情報教育強化事業

（１）次世代の教育情報化推進事業 98百万円( 108百万円)

新学習指導要領の趣旨を踏まえ、全ての学習の基盤となる「情報活用能力」の

育成に向けた教科等横断的で体系的なカリキュラム・マネジメント事例等の創出

・普及を目指す。また、必修となった小学校プログラミング教育の円滑な実施に

向けて、指導事例の創出・普及や教員研修用教材の開発等を実施する。さらに、

新学習指導要領に対応した高等学校情報科担当教員の研修用教材の開発を行う。

（２）情報モラル教育推進事業 31百万円( 20百万円)

携帯電話・スマートフォンやＳＮＳが子供たちにも急速に普及し、それらの利

用に伴う犯罪被害等が生じている中で、児童生徒に情報モラルを身に付けさせる

ことが一層重要となっていることから、指導資料の改善・充実や児童生徒向け啓

発資料の作成・配布等により、新学習指導要領の下での情報モラル教育の充実を

図る。

（３）ＩＣＴを活用した教育推進自治体応援事業 60百万円( 29百万円)

児童生徒の情報活用能力の把握や学校におけるＩＣＴ活用の健康面への影響に

関する調査研究を実施する。また、ＩＣＴ環境の整備・充実等を図る取組を支援

するため 「ＩＣＴ活用教育アドバイザー」の自治体への派遣を行うとともに、そ、

の成果を全国の教育関係者に普及することにより、自治体における教育の情報化

の推進を支援する。

○ 学校ＩＣＴ環境整備促進実証研究事業

（１）統合型校務支援システム導入実証研究事業（再掲） 135百万円( 311百万円)

教員の業務負担軽減及びそれを通じた教育の質の向上を図る観点から、学校に

おける校務の情報化を効率的に進めるため、都道府県単位での統合型校務支援シ

ステムの共同調達・運用の促進に係る実証事業を行う。

２）遠隔教育システム導入実証研究事業 47百万円( 52百万円)（

多様性ある学習環境や専門性の高い授業の実現等、児童生徒の学びの質の向上

を図るため、遠隔教育システムの導入促進に係る実証事業を行う。
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○ 教育用コンテンツ奨励事業 13百万円( 13百万円)

教育に利用される映像等の教育用コンテンツについて、教育上価値が高く、学

校教育及び社会教育に広く利用されることが適当と認められるものを選定し、広

く一般に普及・奨励を図る。

○ 新時代の学びにおける先端技術導入実証研究事業（後掲）

257百万円 ( 新 規 )

「公正に個別最適化された学び」の実現や、教師の指導の充実による教

育の質の向上に向け、これまで実施していた「次世代学校支援モデル構築

事業」の取組も活用しつつ、学校現場と企業等との協働により、学校教育

、において効果的に活用できる先端技術の導入について実証を行うとともに

その実証成果を全国へ普及・展開する。

○ 先端技術を活用した幼児教育分野の実証研究（後掲）

22百万円 ( 新 規 )

Society5.0時代の先端技術の活用を通じて、園内環境や幼児行動、教師の働き

かけ等を総合的・多角的に捕捉・可視化し、幼児の豊かな行動を引き出す環境の

構築や教師による適切な指導を支援するための取組を推進する。

○ デジタル教科書の効果・影響等に関する実証研究 16百万円( 14百万円)

学習者用デジタル教科書の制度化に伴い、その使用による教育上の効果・影響

を把握・検証するための実証研究を行う。

○ 小・中・高等学校を通じた英語教育強化事業等 627百万円( 737百万円)

（※前年度予算額には前年度で終了した小学校高学年教材整備分198百万円を含む）

小・中・高等学校を通じた英語教育の強化のための取組を総合的に実施する。

（１）新たな外国語教育に対応した条件整備事業

・小学校中学年用教材整備

・新学習指導要領への移行のための中学校補助教材整備等

（２）生徒の発信力強化のための英語指導力向上事業

・各都道府県の「英語教育改善プラン」に基づいた研修の改善・充実等のた

めの取組支援

・中・高等学校英語教師を対象としたオンライン・オフラインを融合した研

修の実証等

（３）小学校外国語教科化に対応した外部人材活用促進等のための講習の実施

等

○ スーパーグローバルハイスクール 424百万円( 843百万円)

グローバルな社会課題を発見・解決し、国際的に活躍できる人材の育成に取り

組む指定校の質の高いカリキュラム開発・実践を支援するとともに事業検証を実

施し、事業の成果の普及を図る。

・指定校数：67校

・事業検証の実施
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○ ＷＷＬ（ワールド・ワイド・ラーニング）コンソーシアム構築支援事業

（後掲）113百万円( 新 規 )

これまでのスーパーグローバルハイスクール(ＳＧＨ)などの取組の実績を活用

し、高等学校等と国内外の大学、企業、国際機関等が協働し、海外連携校等とも

連携したテーマを通じた高校生国際会議の開催等、高校生へより高度な学びを提

供する仕組み アドバンスト・ラーニングネットワーク の形成により ＷＷＬ(ワ（ ） 、

ールド・ワイド・ラーニング)コンソーシアムにおける拠点校を目指す。(拠点校

数：10校程度)。

○ 地域との協働による高等学校教育改革推進事業（後掲）

251百万円( 新 規 )

新高等学校学習指導要領を踏まえ、Society5.0を地域から分厚く支える人材の

育成に向けた教育改革を推進するため 「経済財政運営と改革の基本方針2018」や、

「まち・ひと・しごと創生基本方針2018」に基づき、高等学校が自治体、高等教

育機関、産業界等と協働してコンソーシアムを構築し、地域課題の解決等の探究

的な学びを実現する取組を推進することで、地域振興の核としての高等学校の機

能強化を図る。 (50校程度)。
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小
・中
・高
等
学
校
を
通
じた
情
報
教
育
強
化
事
業

２
０
１
９
年
度
予
算
額
（
案
）
１
８
９
百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

１
５
７
百
万
円
)

趣
旨

①
新
学
習
指
導
要
領
の
趣
旨
の
実
現
に
向
け
た
情
報
教
育
の
推
進
等
に
関

す
る
調
査
研
究

１
６
百
万
円
（
２
４
百
万
円
）

新
学
習
指
導
要
領
の
趣
旨
の
実
現
に
向
け
て
、推
進
校
に
お
け
る
実
践

研
究
を
通
じた
優
れ
た
事
例
及
び
モ
デ
ル
の
創
出
を
目
指
す

情
報
活
用
能
力
を育
む
教
科
等
横
断
的
で
体
系
的
な
カリ
キ
ュラ
ム
・マ
ネ
ジ
メン

ト事
例
（
GP
）
等
の
創
出

②
小
学
校
プ
ロ
グ
ラ
ミン
グ
教
育
支
援
推
進
事
業 ６
９
百
万
円
（
７
０
百
万
円
）

児
童
生
徒
の
情
報
活
用
能
力
の
把
握
や
、学
校
に
お
け
る
IC
T活
用
に

よ
る
健
康
面
へ
の
影
響
に
関
す
る
調
査
研
究
、自
治
体
に
お
け
る
教
育

の
情
報
化
を
加
速
化
さ
せ
る
た
め
の
ア
ドバ
イ
ザ
ー
の
派
遣

①
教
育
の
情
報
化
の
推
進
等
に
関
す
る
調
査
研
究

②
Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用
教
育
ア
ドバ
イザ
ー
派
遣
事
業

③
新
学
習
指
導
要
領
に
対
応
した
高
等
学
校
情
報
科
担
当
教
員
の
指
導
力

向
上

１
３
百
万
円
（
１
４
百
万
円
）

情
報
科
担
当
教
員
を
対
象
とし
た
都
道
府
県
等
の
研
修
で
も
活
用
で
き
る

教
員
研
修
用
教
材
の
作
成
・配
布

事
業
概
要
と趣
旨

新
学
習
指
導
要
領
の
趣
旨
を
踏
ま
え
、全
て
の
学
習
の
基
盤
とな
る
「情
報
活
用
能
力
」の
育
成
に
向
け
て
、次
の
取
組
に

よ
り情
報
教
育
の
強
化
・充
実
を
図
る
。

（
２
）
情
報
モ
ラ
ル
教
育
推
進
事
業

３
１
百
万
円
（
２
０
百
万
円
）

ス
マ
ー
トフ
ォン
や
SN
Sの
急
速
な
普
及
を
踏
ま
え
、情
報
モ
ラ
ル
教
育

の
指
導
資
料
の
改
善
・充
実
や
児
童
生
徒
向
け
啓
発
資
料
の
作
成
・配

付
等
を
実
施

①
情
報
モ
ラル
教
育
の
推
進
に
係
る
指
導
資
料
の
改
善

②
児
童
生
徒
向
け
啓
発
資
料
の
作
成
・配
布

③
情
報
モ
ラル
教
育
指
導
者
セ
ミナ
ー
の
開
催

（
３
）
Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
活
用
した
教
育
推
進
自
治
体
応
援
事
業

６
０
百
万
円
（
２
９
百
万
円
）

小
学
校
プ
ロ
グ
ラ
ミン
グ
教
育
の
円
滑
な
実
施
に
向
け
て
、指
導
事
例

の
創
出
・普
及
や
研
修
充
実
の
た
め
の
教
材
開
発
等
を
実
施

①
全
国
の
小
学
校
に
お
い
て
参
考
とな
る
、新
学
習
指
導
要
領
の
趣
旨
を
踏
まえ

た
プ
ログ
ラミ
ング
教
育
の
指
導
事
例
（
GP
）
の
創
出
と普
及

②
各
小
学
校
の
校
内
研
修
に
お
い
て
活
用
で
き
る
教
員
研
修
用
教
材
（
映
像
教

材
や
eラ
ー
ニン
グ
教
材
）
を発
展
・充
実

③
地
域
の
研
修
リー
ダー
とな
る
教
員
等
を対
象
とし
た
セ
ミナ
ー
の
実
施

（
１
）
次
世
代
の
教
育
情
報
化
推
進
事
業

９
８
百
万
円
（
１
０
８
百
万
円
）
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次
世
代
の
教
育
情
報
化
推
進
事
業

20
19
年
度
予
算
額
（
案
）
９
８
百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

１
０
８
百
万
円
)

趣
旨

○
新
学
習
指
導
要
領
の
趣
旨
の
実
現
に
向
け
た
情
報
教
育
の
推
進
等
に
関
す
る
調
査
研
究

新
学
習
指
導
要
領
の
趣
旨
の
実
現
に
向
け
て
、推
進
校
に
お
け
る
実
践
研
究
を
通
じ
た
優
れ
た

事
例
及
び
モ
デ
ル
の
創
出
を
目
指
す

情
報
活
用
能
力
を育
む
教
科
等
横
断
的
で
体
系
的
な
カリ
キ
ュラ
ム
・マ
ネ
ジ
メン
ト事
例
（
GP
）

等
の
創
出

○
小
学
校
プ
ロ
グ
ラ
ミン
グ
教
育
支
援
推
進
事
業

小
学
校
プ
ロ
グ
ラ
ミン
グ
教
育
の
円
滑
な
実
施
に
向
け
て
、指
導
事
例
の
創
出
・普

及
や
研
修
充
実
の
た
め
の
教
材
開
発
等
を
実
施

①
全
国
の
小
学
校
に
お
い
て
参
考
とな
る
、新
学
習
指
導
要
領
の
趣
旨
を踏
ま
え
た
プ
ログ
ラミ
ン

グ
教
育
の
指
導
事
例
（
GP
）
の
創
出
と普
及

②
各
小
学
校
の
校
内
研
修
に
お
い
て
活
用
で
き
る
教
員
研
修
用
教
材
（
映
像
教
材
や
eラ
ー
ニ

ング
教
材
）
を発
展
・充
実

③
地
域
の
研
修
リー
ダー
とな
る
教
員
等
を対
象
とし
た
セ
ミナ
ー
の
実
施

○
新
学
習
指
導
要
領
に
対
応
した
高
等
学
校
情
報
科
担
当
教
員
の
指
導
力
向
上

情
報
科
担
当
教
員
を
対
象
とし
た
都
道
府
県
等
の
研
修
で
も
活
用

で
き
る
教
員
研
修
用
教
材
の
作
成
・配
布

全
国
の
小
・
中
・
高
等
学
校
に
お
い
て
新
学
習
指
導
要
領
の
趣
旨
を
踏
ま
え
、
全
て
の
学
習
の
基
盤
と
な
る
「情
報

活
用
能
力
」
の
育
成
に
取
り
組
め
る
よ
う
、
優
れ
た
指
導
事
例
の
創
出
・普
及
や
教
員
研
修
用
教
材
の
開
発
等
の

支
援
策
を
講
じ
る
。

と
り
わ
け
、
新
た
に
必
修
化
さ
れ
た
小
学
校
に
お
け
る
プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン
グ
教
育
の
推
進
に
重
点
的
に
取
り
組
む
。

趣
旨

新
学
習
指
導
要
領

（
小
学
校
学
習
指
導
要
領
、
中
学
校
学
習
指
導
要

領
平
成

29
年

3月
31
日
公
示
、
高
等
学
校
学
習

指
導
要
領
平
成

30
年

3月
30
日
公
示
）

「
情
報
活
用
能
力
」
を
「
学
習
の
基
盤
と
な
る
資

質
・
能
力
」
と
位
置
付
け
、
「
教
科
横
断
的
な
視

点
か
ら
教
育
課
程
の
編
成
を
図
」
り
、
育
成
し

て
い
く

「
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
や
情
報
通
信
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
な

ど
の
情
報
手
段
を
適
切
に
活
用
し
た
学
習
活

動
の
充
実
を
図
る
」

小
学
校
に
お
い
て
は
、
「
児
童
が
プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン

グ
を
体
験
し
な
が
ら
、
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
に
意
図
し

た
処
理
を
行
わ
せ
る
た
め
に
必
要
な
論
理
的

思
考
力
を
身
に
付
け
る
た
め
の
学
習
活
動
」
を

、
「
各
教
科
等
の
特
質
に
応
じ
て
」
、
「
計
画
的

に
実
施
す
る
」

高
等
学
校
情
報
科
に
つ
い
て
は
、
共
通
必
履

修
科
目
「
情
報
Ⅰ
」
を
新
設
し
、
全
て
の
生
徒

が
、
プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン
グ
、
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（
情
報
セ

キ
ュ
リ
テ
ィ
を
含
む
）
や
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
基
礎

等
に
つ
い
て
学
ぶ
よ
う
改
訂
・
充
実
す
る
。

発
展
的
な
内
容
の
「
情
報
Ⅱ
」
を
新
設
し
、
デ
ー

タ
サ
イ
エ
ン
ス
や
情
報
シ
ス
テ
ム
の
設
計
等
に

つ
い
て
取
り
扱
う

小
学
校

20
20
年
度
か
ら
全
面
実
施

中
学
校

20
21
年
度
か
ら
全
面
実
施

高
等
学
校

20
22
年
度
か
ら
学
年
進
行
で
実
施

未
来
投
資
戦
略

20
18
【
抜
粋
】

（
平
成

30
年

6月
15
日
閣
議
決
定
）

・
平
成

32
 年
度
か
ら
全
て
の
小
学
校
で
プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン
グ
教

育
を
効
果
的
に
実
施
す
る
た
め
に
、
来
年
度
か
ら
教
員
が
教

材
や
指
導
方
法
等
に
習
熟
で
き
る
よ
う
、
未
来
の
学
び
コ
ン

ソ
ー
シ
ア
ム
の
活
動
等
に
よ
り
、
全
国
の
教
育
委
員
会
や
学

校
、
企
業
等
と
協
働
し
て
、
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
等
を
活
用
し
な

が
ら
教
材
開
発
や
教
員
研
修
の
質
の
向
上
を
実
現
す
る
。

・
AI

 活
用
の
た
め
の
基
礎
的
な
素
養
を
身
に
付
け
さ
せ
る
た

め
（
略
）
、
学
習
指
導
要
領
の
改
訂
を
全
国
の
学
校
現
場
で

着
実
に
実
現
す
る
。
こ
の
た
め
、

e 
ラ
ー
ニ
ン
グ
等
に
よ
る
効

果
的
な
教
員
の
研
修
や
教
材
の
充
実
、
外
部
人
材
の
活
用

等
に
取
り
組
む
。

「
未
来
の
学
び
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
」
と
連
携

・
創
出
さ
れ
た
指
導
事
例
等
を
全
国
の
小
学
校
へ
の
情
報
提
供
（
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
の
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
を
通
じ
て

発
信
）

デ
ー
タ
サ
イ
エ
ン
ス
、
プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン
グ
、
サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
な
ど
の

最
新
の
情
報
技
術
の
知
識
や
、
新
学
習
指
導
要
領
に
対
応
し
た
指
導

方
法
等
に
関
す
る
研
修
に
つ
い
て
、
各
都
道
府
県
教
育
委
員
会
等
の

計
画
的
な
実
施
を
支
援
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情
報
モ
ラ
ル
教
育
推
進
事
業

２
０

１
９

年
度

予
算

額
（

案
）

31
百

万
円

（
前

年
度

予
算

額
20

百
万

円
）

趣
旨

【子
供
た
ち
を
取
り巻
く状
況
】

携
帯
電
話
・ス
マ
ー
ト
フォ
ン
や
SN
Sが
子
供
た
ち
に
も
急
速
に
普
及
す
る
中
で
、児
童
生
徒
が
、自
他
の
権
利
を
尊
重
し情
報
社
会
で
の
行
動
に
責
任
を
持
つ
と

とも
に
、犯
罪
被
害
を
含
む
危
険
を
回
避
し、
情
報
を
正
しく
安
全
に
利
用
で
き
る
よ
うに
す
る
た
め
、学
校
お
け
る
情
報
モ
ラ
ル
教
育
は
極
め
て
重
要
で
あ
る
。

指
導
資
料
の
改
善
・充
実
や
児
童
生
徒
向
け
啓
発
資
料
の
作
成
・配
布
等
に
よ
り、
学
校
段
階
、児
童
生
徒
の
発
達
段
階
等
に
応
じて
、情
報
モ
ラ
ル
教
育
の
着

実
な
実
施
を
図
る
。

●
高

校
生

の
95

.9
％

、中
学

生
の

58
.1

％
、小

学
生

（
満

10
歳

以
上

）
の

29
.9

％
が

ス
マ

ー
トフ

ォン
を所

有
高

校
生

の
74

.2
％

、中
学

生
の

56
.7

％
、小

学
生

の
33

.4
％

が
イン

ター
ネ

ット
を

１
日

（
平

日
）

に
２

時
間

以
上

利
用

(内
閣

府
「平

成
29

年
度

青
少

年
の

イン
ター

ネ
ット

利
用

環
境

実
態

調
査

」）

●
SN

S等
で

被
害

に
あ

った
子

供
の

数
は

増
加

傾
向

が
継

続
し、

平
成

29
年

度
に

1,
81

3人
で

過
去

最
多

（
警

察
庁

「平
成

29
年

度
に

お
け

る
SN

S等
に

起
因

す
る

被
害

児
童

の
現

状
と対

策
に

つ
い

て
」）

●
若

年
層

が
不

正
アク

セ
ス

等
の

加
害

者
とな

る
事

案
も

発
生

【学
習
指
導
要
領
の
改
訂
】

●
新

学
習

指
導

要
領

に
お

い
て

も
従

前
に

引
き続

き情
報

モラ
ル

の
育

成
を重

視

●
学

習
指

導
要

領
解

説
に

お
い

て
は

、イ
ンタ

ー
ネ

ット
利

用
に

伴
う犯

罪
被

害
の

防
止

の
必

要
性

や
、児

童
生

徒
の

発
達

の
段

階
に

応
じて

情
報

や
情

報
技

術
の

特
性

に
つ

い
て

の
理

解
に

基
づ

く情
報

モラ
ル

を身
に

付
け

させ
る

こと
を強

調

１
．
情
報
モ
ラ
ル
教
育
の
推
進
に
係
る
指
導
資
料
の
改
善

〈委
託

〉1
4百
万
円

平
成
27
年
度
に
作
成
し
た
指
導
資
料
（
動
画
教
材
を
含
む
。）
に
つ

い
て
、イ
ン
タ
ー
ネ
ット
や
ス
マ
ー
ト
フォ
ン
利
用
者
の
低
年
齢
化
、最
新

の
トラ
ブ
ル
や
被
害
の
状
況
等
を
踏
ま
え
て
、内
容
の
改
善
・充
実
を
図

る
。

主
な
改
善
点

• 
低

年
齢

層
(小

１
～

４
年

生
)に

対
応

した
指

導
資

料
や

動
画

教
材

を
作

成
• 

実
践

校
の

調
査

研
究

を
も

とに
モ

デ
ル

指
導

案
等

を
作

成
• 

ネ
ット

依
存

・ネ
ット

被
害

や
SN

S等
に

お
け

る
トラ

ブ
ル

に
係

る
内

容
の

充
実

、
その

他
最

新
の

状
況

・動
向

の
反

映

２
．
児
童
生
徒
向
け
啓
発
資
料
の
作
成
・配
布

〈委
託

〉1
4百
万
円

携
帯
電
話
・ス
マ
ー
トフ
ォン
や
SN
Sを
適
切
に
利
用
で
き
る
よ
うに
す
る
た
め
、

児
童
生
徒
向
け
啓
発
資
料
を
作
成
・配
布
す
る
。

３
．
情
報
モ
ラ
ル
教
育
指
導
者
セ
ミナ
ー
の
開
催

〈委
託

〉3
百
万
円

学
校
に
お
け
る
今
日
的
課
題
を
踏
ま
え
た
情
報
モ
ラ
ル
教
育
の
取
組
の
推
進
に
資
す
る
た
め
、

教
員
等
を
対
象
とし
た
実
践
等
を
含
め
た
セ
ミナ
ー
を
実
施
す
る
。

【S
N
S等
に
起
因
す
る
犯
罪
被
害
の
防
止
】

●
座

間
市

に
お

け
る

事
件

をふ
まえ

、学
校

教
育

で
は

「情
報

モラ
ル

教
育

に
関

す
る

教
師

用
指

導
資

料
を

改
訂

し配
布

す
る

とと
も

に
、児

童
生

徒
向

け
啓

発
資

料
を

作
成

す
る

な
ど、

学
校

に
お

け
る

情
報

モラ
ル

教
育

の
充

実
を図

る
。」

（
「座

間
市

に
お

け
る

事
件

の
再

発
防

止
策

に
つ

い
て

」
平

成
29

年
12

月
19

日

座
間

市
に

お
け

る
事

件
の

再
発

防
止

に
関

す
る

関
係

閣
僚

会
議

【抜
粋

】）
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２
．
Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用
教
育
ア
ドバ
イ
ザ
ー
派
遣
事
業
（
委
託
事
業
：
平
成
27
年
度
よ
り実
施
）

【
３
０
地
域
へ
派
遣
】

※
H
2
7：
31
地
域
、
H
28
：
46
地
域
、
H
29
：4
8
地
域
、
H
30
：3
3
地
域

Ｉ
Ｃ
Ｔ
環
境
の
整
備
を
図
ろ
うと
す
る
自
治
体
の
ニー
ズ
に
応
じて

「Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用
教
育
ア
ドバ
イザ
ー
」を
派
遣

ＩＣ
Ｔ
を
活
用
し
た
教
育
の
推
進
計
画
や
ＩＣ
Ｔ
環
境
整
備
計
画
の
策
定
等
に
つ
い
て

の
留
意
事
項
等
の
助
言
を
実
施
。

IC
Tを
活
用
した
教
育
推
進
自
治
体
応
援
事
業

２
０
１
９
年
度
予
算
額
（
案
）
６
０
百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

２
９
百
万
円
）

背
景

課
題

Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
活
用
した
教
育
の
取
組
に
地
域
間
で
差
異

が
生
じて
い
る
た
め
、自
治
体
の
状
況
に
応
じた
支
援
を

行
うこ
とが
重
要
。

背
景

目
的

児
童
生
徒
の
情
報
活
用
能
力
の
向
上
、学
校
Ｉ
Ｃ
Ｔ
環
境
整
備
の
促
進
等
を
目
指
す

１
．
情
報
活
用
能
力
調
査
や
授
業
に
お
け
る
Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用
の
健
康
面
へ
の
影
響
に
関
す
る
調
査
を実
施
し、

その
成
果
を全
国
の
教
育
関
係
者
に
普
及
す
る
こと
に
より
、自
治
体
に
お
け
る
教
育
の
情
報
化
の
推
進
を支
援

２
．
「Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用
教
育
アド
バ
イザ
ー
」の
派
遣
に
より
、Ｉ
Ｃ
Ｔ
環
境
の
整
備
・充
実
等
を図
る
取
組
を支
援

事
例
を
集
約
し
、
教
育
委
員
会
担
当
者
の
参
考
と
な
る
実
践
的
な
マ
ニ
ュ
ア
ル
を

作
成
し
、
全
国
の
自
治
体
へ
配
布
。

ＩＣ
Ｔ
環
境
整
備
計
画
の
策
定
等
、
自
治
体
に
お
け
る
教
育
の
情
報
化
の
推
進
の

契
機
と
な
る
。

1．
教
育
の
情
報
化
の
推
進
等
に
関
す
る
調
査
研
究

児
童
生
徒
の
情
報
活
用
能
力
の
把
握
に
関
す
る
調
査
研
究

児
童
生
徒
の
情
報
活
用
能
力
（
情
報
及
び
情
報
活
用
技
術
を
適
切
か
つ

効
果
的
に
活
用
し
、
問
題
解
決
等
を
行
う
た
め
に
必
要
な
力
）
を
客
観
的
に

測
定
し
、
我
が
国
に
お
け
る
情
報
活
用
能
力
の
現
状
を
把
握
す
る
た
め
の

調
査
研
究
を
実
施
。

IC
T
活
用
に
よ
る
健
康
面
へ
の
影
響
に
関
す
る
調
査
研
究

学
校
に
お
け
る
タ
ブ
レ
ッ
ト

PC
等
の
情
報
機
器
の
使
用
に
よ
る
、
児
童
生

徒
の
健
康
面
へ
の
影
響
及
び
そ
の
対
応
策
に
関
す
る
調
査
研
究
を
実
施
。

○
第
３
期
教
育
振
興
基
本
計
画
（
2
0
1
8
年
度
～
2
0
22
年
度
）

５
．
教
育
政
策
推
進
の
た
め
の
基
盤
を
整
備
す
る

目
標
（
１
７
）
IC
T
利
活
用
の
た
め
の
基
盤
の
整
備

初
等
中
等
教
育
段
階
に
つ
い
て
、
①
必
要
な
情
報
を
収
集
・
判
断
・
表
現
・
処
理
・
創
造
し
、
受
け
手
の
状

況
な
ど
を
踏
ま
え
て
発
信
・
伝
達
で
き
る
能
力
（
情
報
活
用
能
力
）
の
育
成
お
よ
び
こ
れ
を
支
え
る
IC
T
の
基

本
的
な
操
作
ス
キ
ル
の
習
得
（
中
略
）
に
取
り
組
む
。

（
参
考
指
標
）
・
児
童
生
徒
の
情
報
活
用
能
力
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学
校
IC
T環
境
整
備
促
進
実
証
研
究
事
業

20
19
年
度
予
算
額
（
案
）
１
８
２
百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

３
６
３
百
万
円
）

趣
旨
事
業

概
要

教
員
の
長
時
間
勤
務
が
喫
緊
の
課
題
とな
って
い
る
中
で
、
「統
合
型
校
務
支
援
シ
ス
テ
ム
」の
効
率
的
な
導
入
を
促
進
す
る
こと
に
よ
り、
全
国
の
学
校
に

お
け
る
校
務
の
情
報
化
を
通
じた
教
員
の
長
時
間
勤
務
の
改
善
に
資
す
る
。

・
「統
合
型
校
務
支
援
シ
ス
テ
ム
」と
は
、教
務
系
（
成
績
処
理
、出
欠
管
理
、時
数
管
理
等
）
、保
健
系
（
健
康
診
断
票
、保
健
室
来
室
管
理
等
）
、学
籍
系
（
指
導
要
録
等
）
、学
校
事
務
系
な
どを

統
合
した
機
能
を
有
して
い
る
シ
ス
テ
ム
の
こと
を
い
う。

・
「統
合
型
校
務
支
援
シ
ス
テ
ム
」導
入
に
よ
る
勤
務
時
間
減
効
果
：
大
阪
市
（
26
年
度
）
22
4時
間
/年
（
クラ
ス
担
任
）
，
北
海
道
（
27
年
度
）
：
11
7時
間
/年

ま
た
、多
様
性
の
あ
る
学
習
や
専
門
性
の
高
い
授
業
の
実
現
等
、質
の
高
い
学
習
（
※
）
の
実
現
に
資
す
る
た
め
、遠
隔
教
育
シ
ス
テ
ム
の
活
用
を
促
進
す
る
。

※
Ａ
Ｌ
Ｔ
を
活
用
した
外
国
語
指
導
、特
別
な
配
慮
を
必
要
とす
る
児
童
生
徒
へ
の
き
め
細
や
か
な
指
導
の
充
実
な
ど

教
員
の
業
務
負
担
軽
減
及
び
それ
を通
じた
教
育
の
質
の
向
上
を
図
る
観
点
か
ら、
学
校
に
お
け
る
校
務
の
情
報
化
を

効
率
的
に
進
め
る
た
め
、都
道
府
県
単
位
で
の
統
合
型
校
務
支
援
シ
ス
テ
ム
の
共
同
調
達
・運
用
の
促
進
に
係
る
実
証

事
業
を
行
う。

１
．
統
合
型
校
務
支
援
シ
ス
テ
ム
導
入
実
証
研
究
事
業

〈委
託
〉1
35
百
万
円

２
．
遠
隔
教
育
シ
ス
テ
ム
導
入
実
証
研
究
事
業

〈委
託
〉4
7百
万
円

多
様
性
あ
る
学
習
環
境
や
専
門
性
の
高
い
授
業
の
実
現
等
、児
童
生
徒
の
学
び
の
質
の
向
上
を図
る
た
め
、遠
隔
教
育

シ
ス
テ
ム
の
導
入
促
進
に
係
る
実
証
事
業
を
行
う。

複
数
の
市
区
町
村
が
統
合
型
校
務
支
援
シ
ス
テ
ム
を
共
同
利
用

＜
中
央
教
育
審
議
会
特
別
部
会
中
間
ま
とめ
＞

【H
29
.1
2.
22
】

統
合
型
校
務
支
援
シ
ス
テ
ム
の
導
入
に
よ
り、
（
略
）
業
務
の
電
子
化
に

よ
る
効
率
化
な
どを
図
る
（
略
）
こと
が
必
要
で
あ
る
。そ
の
際
、都
道
府
県
と

域
内
の
市
区
町
村
との
連
携
に
よ
り、
都
道
府
県
単
位
で
の
統
合
型
校
務

支
援
シ
ス
テ
ム
の
共
同
調
達
・運
用
に
向
け
た
取
組
を
進
め
る
こと
が
重
要
で

あ
る
。

＜
第
３
期
教
育
振
興
基
本
計
画
答
申
＞

【H
30
.3
.8
】

○
校
務
の
IC
T化
に
よ
る
教
職
員
の
業
務
負
担
軽
減
及
び
教
育
の
質
の
向
上

・教
職
員
の
業
務
負
担
軽
減
に
効
果
的
な
統
合
型
校
務
支
援
シ
ス
テ
ム
の
整
備

を
図
る
た
め
、調
達
コス
ト及
び
運
用
コス
ト抑
制
に
向
け
、都
道
府
県
単
位
で
の

共
同
調
達
・運
用
を
促
進
す
る
。

＜
規
制
改
革
実
施
計
画
＞

【H
29
.6
.9
】

遠
隔
教
育
は
現
行
制
度
に
お
い
て
も
実
施
可
能
で
あ
る
が
、

教
育
の
一
層
の
質
の
向
上
の
観
点
か
ら、
そ
の
本
格
的
推
進
に

つ
い
て
、幅
広
い
視
点
か
ら施
策
方
針
の
取
りま
とめ
を
行
い
、

学
校
関
係
者
等
へ
の
周
知
その
他
必
要
な
方
策
を
講
ず
る
。

遠
隔
授
業
シ
ス
テ
ム
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審
査
体
制
等

審
査
対
象

申
請
作
品
の
対
象
別
、教
科
別
の
分
類

選
定
され
た
作
品
に
つ
い
て

審
査
件
数
等
に
つ
い
て

（
件
数
）

申
請
作
品
に
つ
い
て
は
、有
識
者
に
よ
る
審
査
会
が
、教
育
映
像
等
審
査
規
程
に
定
め
る
審
査
基
準
に
照
らし
て
審
査
実
施
し、
教
育
上
価
値
が
高
い

と認
め
られ
た
作
品
を
「文
部
科
学
省
選
定
」又
は
「文
部
科
学
省
特
別
選
定
」（
特
に
優
れ
た
も
の
）
とし
て
選
定
。最
終
的
に
は
、文
部
科
学
大
臣
が

選
定
の
可
否
を
決
定
。

審
査
体
制

教
育
用
コン
テ
ン
ツ
奨
励
事
業

20
19
年
度
予
算
額
（
案
）

１
３
百
万
円

(前
年
度
予
算
額

１
３
百
万
円
)

平
成
２
６
年
度

平
成
２
７
年
度

平
成
２
８
年
度

平
成
２
９
年
度

審
査
数

選
定
数

特
選
数

審
査
数

選
定
数

特
選
数

審
査
数

選
定
数

特
選
数

審
査
数

選
定
数

特
選
数

1
6
1

8
8

9
1
2
9

8
1

1
1

1
2
2

7
9

1
2

1
1
6

6
8

1
7

事
業
内
容

教
育
に
利
用
され
る
映
像
等
の
教
育
用
コン
テ
ンツ
及
び
教
育
用
デ
ジ
タル
コン
テ
ンツ
に
つ
い
て
、教
育
上
価
値
が
高
く、
学

校
教
育
及
び
社
会
教
育
に
広
く利
用
され
る
こと
が
適
当
と認
め
られ
る
も
の
を選
定
し、
広
く一
般
に
普
及
・奨
励
を
図
る
。

審
査
対
象
は
映
画
、Ｄ
Ｖ
Ｄ
等
の
映
像
教
材
、紙
芝
居
及
び
教
育
デ
ジ
タル
コン
テ
ン
ツ。

学
校
教
育
教
材
・・
・幼
稚
園
、小
学
校
（
低
、中
、高
学
年
）
、中
学
校
、高
等
学
校
向
き

社
会
教
育
教
材
・・
・幼
児
、少
年
、青
年
、成
人
向
き

一
般
劇
映
画
等
・・
・幼
児
、少
年
、青
年
、成
人
向
き
、家
庭
向
き

「
文
部
科
学
省
選
定
」
又
は
「文
部
科
学
省
特
別
選
定
」と
な
っ
た
作
品
に
つ
い
て
は
、
毎
月
そ
の
題
名
・内
容
等
を
ま
と
め
た
「選
定
一
覧
」
を
文
部

科
学
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
。
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
な
ど
に
選
定
さ
れ
た
旨
の
掲
載
を
許
可
。

申
請

審
査
会
（
有
識
者
）

大
臣
の
決
定

選
定
又
は

特
別
選
定

審
査
の
流
れ
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・学
習
者
用
デ
ジ
タル
教
科
書
の
使
用
に
よ
る
教
育
上
の
効
果
・影
響
等
に
つ
い
て
、平
成
30
年
度
に
策
定
の
「学
習
者
用
デ
ジ
タ

ル
教
科
書
の
効
果
的
な
活
用
の
在
り方
等
に
関
す
る
ガ
イド
ライ
ン」
を
踏
ま
え
つ
つ
、実
証
研
究
を
行
う。

・実
証
研
究
に
お
い
て
は
、教
科
や
学
校
種
等
の
違
い
を
考
慮
す
る
とと
も
に
、中
長
期
的
な
効
果
・影
響
等
に
つ
い
て
調
査
・分
析

を
行
う。

デ
ジ
タ
ル
教
科
書
の
効
果
・影
響
等
に
関
す
る
実
証
研
究

背
景

課
題

・平
成
31
年
度
か
ら、
必
要
に
応
じ、
学
習
者
用
デ
ジ
タル
教
科

書
を
紙
の
教
科
書
に
代
え
て
使
用
す
る
こと
が
で
き
る
こと
とな
る

が
、学
習
者
用
デ
ジ
タル
教
科
書
の
使
用
が
プ
ラ
ス
とマ
イ
ナ
ス

の
両
面
の
効
果
・影
響
を
持
ち
得
る
こと
な
どか
ら、
段
階
的
に

その
導
入
を
進
め
る
。

・今
後
、学
習
者
用
デ
ジ
タ
ル
教
科
書
の
使
用
に
よ
る
教
育
上

の
効
果
・影
響
等
を
把
握
・検
証
し、
そ
の
成
果
等
を
踏
ま
え
な

が
ら、
学
習
者
用
デ
ジ
タ
ル
教
科
書
の
在
り方
に
つ
い
て
検
討

して
い
くこ
とが
必
要
。

背
景

・学
習
者
用
デ
ジ
タル
教
科
書
の
効
果
的
な
活
用
の
在
り方
等
に
関

す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
改
善
に
向
け
た
検
討
や
、学
習
者
用
デ
ジ
タ

ル
教
科
書
の
在
り方
の
検
討
に
資
す
る
。

・「
主
体
的
・対
話
的
で
深
い
学
び
」の
視
点
か
ら
の
授
業
改
善
や

障
害
等
に
よ
り教
科
書
を
使
用
し
て
学
習
す
る
こ
とが
困
難
な
児

童
生
徒
の
学
習
上
の
支
援
に
資
す
る
よ
うな
学
習
者
用
デ
ジ
タル

教
科
書
の
活
用
の
普
及
。

目
的

事
業
内
容

①
学
力

②
学
習
態
度

③
教
師
・児
童
生
徒
の
意
識

④
健
康
面
の
影
響

等

主
な
研
究
内
容

実
施
体
制

文 部 科 学 省
委
託

実
証
方
法
の
策
定
・分
析
・評
価
、

実
証
校
へ
の
研
究
者
派
遣
等

実
証
研
究
委
員
会

測
定
指
標
等
検
討
委
員
会

研
究
者
と連
携
して
実
証
研
究
を
実
施

実
証
研
究
校

20
19
年
度
予
算
額
（
案
）
15
,5
45
千
円

(前
年
度
予
算
額
14
,0
77
千
円
)

有
識
者
会
議
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小
・中
・高
等
学
校
を
通
じた
英
語
教
育
強
化
事
業

20
19
年
度
予
算
額
（
案
）
62
7百
万
円

(前
年
度
予
算
額

73
7百
万
円
）

(※
前
年
度
予
算
額
に
は
前
年
度
で
終
了
した
小
学
校
高
学
年
教
材
整
備
分
19
8百
万
円
を含
む
）

背
景

課
題

「教
育
再
生
実
行
会
議
第
三
次
提
言
」（
平
成
25
年
5月
28
日
）
、文
部
科
学
省
が
提
言
した
「グ
ロー
バ
ル
化
に
対
応
した
英
語
教
育
改
革
実
行
計
画
」（
平
成
25
年
12
月
）
等
を
踏
ま
え
実

施
して
き
た
本
事
業
に
つ
い
て
、平
成
29
年
3月
及
び
平
成
30
年
３
月
に
公
示
され
た
新
学
習
指
導
要
領
、「
第
３
期
教
育
振
興
基
本
計
画
」（
平
成
30
年
６
月
15
日
）
等
を
踏
ま
え
、I
CT
の
効

果
的
な
活
用
や
多
様
な
人
材
の
活
用
等
を
図
りな
が
ら、
外
国
語
教
育
の
更
な
る強
化
を図
る
。

事
業
概
要
と背
景

○
新
た
な
外
国
語
教
育
に
対
応
した
条
件
整
備
事
業

○
小
学
校
外
国
語
教
科
化
に
対
応
した
外
部
人

材
活
用
促
進
等
の
た
め
の
講
習
の
実
施

10
1百
万
円
（
70
百
万
円
）

○
民
間
機
関
を
活
用
した
小
学
校
英
語
の
効
果

的
な
指
導
法
等
の
開
発
及
び
成
果
普
及
事
業

27
百
万
円
（
30
百
万
円
）

○
生
徒
の
発
信
力
強
化
の
た
め
の
英
語
指
導
力
向
上
事
業

○
中
学
校
・高
等
学
校
に
お
け
る
英
語
教

育
の
抜
本
的
改
善
の
た
め
の
指
導
方
法

等
に
関
す
る
実
証
研
究 32
百
万
円
（
35
百
万
円
）

先
進
的
な
指
導
・
評
価
方
法
、

IC
T教
材
、

AL
Tの
活
用
等
、
授
業
実
践
を
通
じ
た
エ
ビ
デ

ン
ス
ベ
ー
ス
の
実
証
研
究
を
実
施
し
、
指
導
改

善
に
活
用
す
る
。
【
委
託
先
：
国
立
大
学
法
人
】

○
グ
ロ
ー
バ
ル
化
に
対
応
した
外
国
語

教
育
推
進
事
業

7百
万
円
(8
百
万
円
）

英
語
以
外
の
外
国
語
に
つ
い
て
、
新
学
習
指

導
要
領
に
基
づ
い
た
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
や
教
材
の

開
発
等
を
実
施
。
（
英
語
以
外
の
外
国
語
：中

、
韓
・
朝
、
仏
、
独
、
西
、
露
等
）

【
委
託
先
：
都
道
府
県
・
指
定
都
市
教
育
委
員
会
、
国

立
大
学
法
人
、
学
校
法
人
】

民
間
機
関
や
外
部
人
材
の
活
用

に
よ
る
英
語
教
育
強
化

教
師
の
指
導
力
向
上
や
条
件
整

備
に
よ
る
英
語
教
育
強
化

特
別
免
許
状
等
を
利
用
し
た
外
部
人
材
の
活
用
促
進
の

た
め
、
外
部
人
材
に
よ
る
質
の
高
い
指
導
が
可
能
と
な
る

講
習
の
実
施
を
大
学
等
に
委
託
。
小
学
校
教
員
の
中
学

校
英
語
免
許
状
取
得
を
促
進
。

【
委
託
先
：
教
育
委
員
会
・
大
学
等
】

新
学
習
指
導
要
領
へ
の
円
滑
な
実
施
に
向
け
て
、
民

間
機
関
を
活
用
し
、
国
が
作
成
し
た
新
教
材
及
び

IC
T

教
材
を
使
用
し
た
効
果
的
な
指
導
法
等
の
開
発
を
行

い
、
そ
の
成
果
を
全
国
に
普
及
す
る
。

【
委
託
先
：
民
間
機
関
】

先
進
的
な
取
組
支
援
・
成
果

普
及
に
よ
る
英
語
教
育
強
化

【
小
学
校
教
材
整
備
】

11
1百
万
円

(1
10

 百
万
円
）

・
小
学
校
３
・
４
年
生
で
使
用
す
る
教
材
の
整
備
を
引
き
続
き
実
施
。

【
中
学
校
補
助
教
材
整
備
】

18
1百
万
円
（
新
規
）

・
新
学
習
指
導
要
領
へ
の
移
行
期
間
中
に
指
導
内
容
が
追
加
さ
れ
る
中
学
校

英
語
に
つ
い
て
、
教
科
書
に
準
拠
し
た
補
助
教
材
を
作
成
し
、
生
徒
に
配
布
す
る
。

（
20

19
年
度
中
に
配
布
予
定
）

※
そ
の
他
、
小
・
中
・高
等
学
校
の
指
導
法
等
の
映
像
資
料
の
作
成
及
び
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
を
設
置
。

【
オ
ン
ラ
イ
ン
・
オ
フ
ラ
イ
ン
研
修
実
証
事
業
】

30
百
万
円
（
新
規
）

・
中
・
高
等
学
校
の
生
徒
の
英
語
の
発
信
力
向
上
の

た
め
、
民
間
機
関
に
委
託
し
英
語
科
教
師
対
象
の
オ

ン
ラ
イ
ン
研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
作
成
。

・
特
定
の
地
域
、
学
校
等
に
お
い
て
オ
ン
ラ
イ
ン
と
オ

フ
ラ
イ
ン
を
融
合
し
た
研
修
に
よ
る
英
語
指
導
力
向
上

効
果
を
検
証
。
全
国
へ
普
及
を
図
る
。

20
20
年
度

20
21
年
度

20
22
年
度

・
新
学
習
指
導
要
領
：小
学
校
全
面
実
施

・
大
学
入
試
で
外
部
検
定
試
験
活
用
開
始

新
学
習
指
導
要
領
：
中
学
校

全
面
実
施

新
学
習
指
導
要
領
：
高
等
学
校

学
年
進
行
で
実
施

【
英
語
教
育
改
善
プ
ラ
ン
】
推
進
事
業

（
委
託
先
：
都
道
府
県
・
指
定
都
市
教
育
委
員
会
）

12
4百
万
円
（
12

3百
万
円
）

・
各
都
道
府
県
・
指
定
都
市
に
お
け
る
英

語
教
育
推
進
リ
ー
ダ
ー
に
よ
る
研
修
実

施
、
「
英
語
教
育
改
善
プ
ラ
ン
」
に
基
づ
い

た
研
修
の
改
善
・
充
実
、
研
修
協
力
校
に

お
け
る
取
組
等
を
支
援
。

・
免
許
法
認
定
講
習
等
実
施

・
当
該
講
座
を
外
部
人
材

も
受
講
可
能
と
す
る
。

・
遠
隔
教
育
シ
ス
テ
ム
導
入
実
証
研
究
事
業
：
多
様
性
の
あ
る
学
習
環
境
や
英
語
教
育
等
に
お
け
る
専
門
性
の
高
い

授
業
の
実
現
に
向
け
た
遠
隔
教
育
シ
ス
テ
ム
の
導
入
・
活
用
を
促
進

・
教
職
員
定
数
の
改
善

：
小
学
校
英
語
教
育
の
早
期
化
・
教
科
化
に
伴
う
専
科
指
導
に
必
要
な

教
員
充
実

関
連
事
業

外
国
語
教
育
改
革
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
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ス
ー
パ
ー
グ
ロ
ー
バ
ル
ハ
イ
ス
ク
ー
ル

20
19

年
度

予
算

額
（

案
）

：
42

4百
万

円
（

前
年

度
予

算
額

：
84

3百
万

円
）

背
景

目
的

事
業
概
要

グ
ロ
ー
バ
ル
な
社
会
課
題
を
発
見
・解
決
し、
様
々
な
国
際
舞
台
で
活
躍
で
き
る
人
材
（
国
際
機
関
職
員
、社
会
起
業
家
、グ
ロ
ー
バ
ル
企
業
の
経
営
者
、政
治
家
、研
究
者
等
）
の
輩
出

急
速

に
グ

ロ
ー

バ
ル

化
が

加
速

す
る

現
状

を
踏

ま
え

、社
会

課
題

に
対

す
る

関
心

と深
い

教
養

、コ
ミュ

ニケ
ー

シ
ョン

能
力

、問
題

解
決

力
等

の
国

際
的

素
養

を
身

に
付

け
、将

来
、

国
際

的
に

活
躍

で
き

る
グ

ロー
バ

ル
・リ

ー
ダー

を高
等

学
校

段
階

か
ら育

成
す

る
。

実
施
体
制

国
際

化
を進

め
る

国
内

の
大

学
の

ほ
か

、企
業

、国
際

機
関

等
と連

携
して

、グ
ロー

バ
ル

な
社

会
課

題
を

発
見

・解
決

し、
様

々
な

国
際

舞
台

で
活

躍
で

きる
人

材
の

育
成

に
取

り組
む

高
等

学
校

等
を

「ス
ー

パ
ー

グ
ロー

バ
ル

ハ
イス

クー
ル

」に
指

定
し、

質
の

高
い

カリ
キ

ュラ
ム

を開
発

・実
践

す
る

。
委

託
事

業
：

委
託

先
（

都
道

府
県

市
教

育
委

員
会

、国
立

大
学

法
人

、学
校

法
人

）
対

象
学

校
：

国
公

私
立

高
等

学
校

及
び

中
高

一
貫

教
育

校
（

中
等

教
育

学
校

、併
設

型
及

び
連

携
型

中
学

校
・高

等
学

校
）

指
定

期
間

：
原

則
５

年
間

指
定

校
数

：
継

続
校

67
校

（
20

15
年

度
指

定
56

校
、2

01
6年

度
指

定
11

校
：

国
8校

・公
39

校
・私

20
校

）

文 部 科 学 省

委 託
管 理 機 関 （ 教 育 委 員 会 等 ）

・学
校

の
指

定
（

5 年 間
）

・指
導

・助
言

・評
価

・支
援

連
携 探

究
学

習
の

指
導

方
法

ア
クテ

ィブ
ラー

ニン
グ

国
際

理
解

教
育

海
外

研
修

ノウ
ハ

ウ
海

外
姉

妹
校

締
結

ノウ
ハ

ウ
等

他
の
高
等
学
校
や

小
・中
高
校
へ
成
果
を
普
及

人
材

や
プ

ログ
ラム

の
提

供

取
組

英
語

等
に

よ
る

デ
ィス

カッ
シ

ョン
、ﾌ

ﾟﾚ
ｾﾞ

ﾝﾃ
ｰｼ

ｮﾝ
、論

文
作

成
、探

究
型

学
習

、成
果

発
表

会
等

の
実

施
企

業
や

海
外

の
高

校
・大

学
等

と連
携

した
国

内
外

研
修

英
語

等
で

指
導

す
る

帰
国

・外
国

人
教

員
等

の
派

遣
や

、外
国

人
留

学
生

に
よる

英
語

等
に

よる
サ

ポ
ー

ト

成
果

出
所

：
SG

H事
業

検
証

に
関

す
る

有
識

者
会

議
中

間
まと

め
（

20
18

年
7月

25
日

）
より

＊
学

校
法

人
産

業
能

率
大

学
（

東
京

都
世

田
谷

区
）

に
よ

る
「第

7回
新

入
社

員
の

グ
ロー

バ
ル

意
識

調
査

」h
tt

p:
//

w
w

w
.s

an
no

.a
c.

jp
/r

es
ea

rc
h/

gl
ob

al
20

17
.h

tm
l

①
減

少
傾

向
に

あ
った

「課
題

研
究

に
関

す
る

国
外

研
修

参
加

者
数

」は
、S

GH
が

開
始

され
た

20
14

年
度

か
ら着

実
に

増
加

して
い

る
。

②
「S

GH
受

講
生

の
卒

業
時

の
CE

FR
 B

1～
B2

レ
ベ

ル
」（

英
検

2級
~

準
1級

程
度

）
は

、S
GH

開
始

時
か

ら1
3ポ

イン
ト向

上
し、

非
受

講
生

との
差

異
は

、1
1ポ

イン
トか

ら2
4ポ

イン
トへ

と２
倍

以
上

に
拡

大
して

い
る

。
③

「将
来

留
学

や
国

際
キ

ャリ
ア

を
め

ざ
す

生
徒

の
比

率
」に

つ
い

て
、S

GH
受

講
生

は
６

割
に

達
す

る
（

「日
本

企
業

の
新

入
社

員
の

海
外

赴
任

希
望

者
の

4割
＊
（

20
17

）
」を

反
転

す
る

高
比

率
）

の
に

対
し、

非
受

講
生

は
、４

割
弱

で
あ

りグ
ロー

バ
ル

化
に

逆
行

した
漸

減
傾

向
が

み
られ

る
。

29
30

25
23

22
25

36
34

41

49

H2
4

H2
5

H2
6

H2
7

H2
8

H2
9

非
受
講
生

受
講
生

35
24

30

51

70
77

H2
4

H2
5

H2
6

H2
7

H2
8

H2
9

27
34

38
38

37
36

58
56

58
60

H2
4

H2
5

H2
6

H2
7

H2
8

H2
9

非
受
講
生

受
講
生

①
課

題
研

究
に

関
す

る
国

外
研

修
参

加
平

均
人

数
②

卒
業

時
生

徒
の

CE
FR

 B
1～

B2
レ

ベ
ル

比
率

（
％

）
③

将
来

留
学

・国
際

キ
ャリ

アを
め

ざ
す

比
率

（
％

）

・国
内

外
の

大
学

・企
業

・国
際

機
関

（
O

EC
D,

 
UN

ES
CO

等
）

・非
営

利
団

体
等

20
12

20
13

20
14

20
15

20
16

20
17

20
12

20
13

20
14

20
15

20
16

20
17

20
12

20
13

20
14

20
15

20
16

20
17
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４．道徳教育の充実

(前 年 度 予 算 額 3,524百万円）
2019年度予算額（案） 4,207百万円

１．要 旨

2015年３月に、道徳教育に係る学習指導要領等の一部改正を行い、これまでの

小・中学校における道徳の時間を教育課程上、「特別の教科 道徳」（以下「道徳

科」という。）と新たに位置付けるとともに、いじめの問題への対応の充実や発

達の段階をより一層踏まえた体系的なものとする観点からの内容の改善、問題解

決的な学習を取り入れるなどの指導方法の工夫を図ることなどを示した。また、

高等学校の道徳教育においても、2018年３月に公示した高等学校学習指導要領に

おいて充実を図った。

本改正は、道徳教育について「考える道徳」、「議論する道徳」へと質的に転換

を図るものであり、これらを踏まえた道徳の指導が着実に実施されるよう、改正

学習指導要領の趣旨を生かした効果的な指導や評価、推進体制を構築するため研

究協議会の開催等を通じた教員の指導力向上を図る。さらに、「親子道徳の日」

といった学校・家庭・地域の連携による道徳教育の取組の支援等を行う。

２．内 容

○ 道徳教育の抜本的改善・充実等 4,207百万円(3,524百万円)

（１）道徳教育の抜本的改善・充実に係る支援

小・中学校における道徳科及び高等学校における道徳教育の効果的な指導方

法や、道徳科の評価及び推進体制等に係る指導主事・教員等の研究協議会を開

催するとともに、地域教材等の活用による地域の特色を生かした道徳教育の実

践・普及、「親子道徳の日」といった家庭・地域との連携を強化する取組など

を支援する。

（２）道徳教育アーカイブの整備

道徳科の趣旨やねらいを踏まえた効果的な指導方法や評価方法について、現

在、各学校等で取り組まれている好事例や優れた教材を収集・集約・発信する

ための機能を有した「道徳教育アーカイブ」の充実を図る。

（３）道徳科の教科書の無償給与

小学校及び中学校の道徳科の教科書を無償給与する。
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道
徳
教
育
の
抜
本
的
改
善
・充
実

20
19
年
度
予
算
額
(案
)
4,
20
7百
万
円

(前
年
度
予
算
額

3,
52
4百
万
円
)

背
景背
景

１
．
道
徳
教
育
の
抜
本
的
改
善
・
充
実
に
係
る
支
援

①
特
色
あ
る
道
徳
教
育
の
取
組
の
支
援

小
・
中
学
校
に
お
け
る
「
特
別
の
教
科

道
徳
」

（
道
徳
科
）
及
び
高
等
学
校
に
お
け
る
道
徳
教
育
の

効
果
的
な
指
導
方
法
や
、
道
徳
科
の
評
価
及
び
推
進

体
制
等
に
係
る
指
導
主
事
・
教
員
等
の
研
究
協
議
会

を
開
催
す
る
と
と
も
に
、
地
域
教
材
等
の
活
用
に
よ

る
地
域
の
特
色
を
生
か
し
た
道
徳
教
育
の
実
践
・
普

及
､
｢
親
子
道
徳
の
日
｣
と
い
っ
た
家
庭
･
地
域
と
の
連

携
を
強
化
す
る
取
組
な
ど
を
支
援
す
る
。

2
0
1
8
年
度
か
ら
使
用
す
る
小
学
校
及
び
2
0
1
9
年
度
か
ら
使
用
す
る
中
学
校
の
道
徳
科
の
教
科
書
を
無
償
給
与
す
る
。

２
．
道
徳
科
の
教
科
書
の
無
償
給
与
（
小
・
中
学
校
分
）

②
道
徳
教
育
ア
ー
カ
イ
ブ
の
整
備

道
徳
科
の
趣
旨
や
ね
ら
い
を
踏
ま
え
た
効
果
的

な
指
導
方
法
や
評
価
方
法
に
つ
い
て
、
現
在
、
各

学
校
等
で
取
り
組
ま
れ
て
い
る
好
事
例
や
優
れ
た

教
材
を
収
集
・
集
約
・
発
信
す
る
機
能
を
有
し
た

「
道
徳
教
育
ア
ー
カ
イ
ブ
」
の
充
実
を
図
る
。

③
社
会
全
体
の
機
運
の
醸
成

社
会
全
体
に
対
し
て
「
考
え
、
議
論
す
る
道

徳
」
の
趣
旨
や
内
容
の
理
解
を
広
め
、
学
校
・

家
庭
・
地
域
が
連
携
し
て
社
会
全
体
で
子
供
た

ち
の
道
徳
性
を
育
む
機
運
を
醸
成
す
る
た
め
、

シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
等
の
取
組
を
実
施
す
る
。

2
0
1
3
年
2
月
教
育
再
生
実
行
会
議
「
い
じ
め
問
題
等
へ
の
対
応
に
つ
い
て
（第
一
次
提
言
）
」

－
い
じ
め
問
題
の
根
本
的
な
解
決
に
向
け
た
道
徳
教
育
の
抜
本
的
な
充
実
を
提
言

1
2
月
「
道
徳
教
育
の
充
実
に
関
す
る
懇
談
会
」
報
告
－
「特
別
の
教
科
道
徳
」
（
仮
称
）
の
設
置
等
に
つ
い
て
提
言

2
0
1
4
年
2
月
中
央
教
育
審
議
会
に
「
道
徳
に
係
る
教
育
課
程
の
改
善
等
に
つ
い
て
」諮
問

1
0
月
中
央
教
育
審
議
会
か
ら
「
道
徳
に
係
る
教
育
課
程
の
改
善
等
に
つ
い
て
」答
申

－
「
特
別
の
教
科
道
徳
」
（
仮
称
）
に
係
る
学
習
指
導
要
領
の
具
体
的
な
在
り
方
等
に
つ
い
て
提
言

2
0
1
5
年
3
月
学
習
指
導
要
領
の
一
部
改
正
等
（
2
0
1
5年
度
か
ら
内
容
の
一
部
又
は
全
部
を
先
行
実
施
す
る
こ
と
が
可
能
。
）

2
0
1
8
年
3
月
新
高
等
学
校
学
習
指
導
要
領
公
示

2
0
1
8
年
4
月
小
学
校
に
お
い
て
「特
別
の
教
科
道
徳
」
が
全
面
実
施
※
教
科
書
の
無
償
給
与
開
始

2
0
1
9
年
4
月
中
学
校
に
お
い
て
「特
別
の
教
科
道
徳
」
が
全
面
実
施
※
教
科
書
の
無
償
給
与
開
始

高
等
学
校
に
お
い
て
新
学
習
指
導
要
領
（
道
徳
教
育
関
係
）が
実
施

35



５．いじめ・不登校対応等の推進

(前 年 度 予 算 額 6,397百万円）

2019年度予算額（案） 6,931百万円

１．要 旨

「ニッポン一億総活躍プラン」や教育再生実行会議、「いじめ防止対策推

進法」、「いじめの防止等のための基本的な方針」を踏まえ、いじめの未然

防止、早期発見・早期対応や相談体制の整備及びインターネットやＳＮＳを

通じて行われるいじめへの対応など、地方公共団体等にいじめ問題をはじめ

とする生徒指導上の諸課題への対応等のための支援体制を整備するほか、専

門スタッフの配置充実等を図る。

また、平成２８年に成立した「義務教育の段階における普通教育に相当す

る教育の機会の確保等に関する法律」及び同法に基づき策定した基本指針を

踏まえ、不登校児童生徒等に対する教育機会の確保の推進のため、教育委員

会・学校、関係機関の連携等による不登校児童生徒へのきめ細かな支援体制

を整備するとともに、夜間中学の設置促進等を図る。

２．内 容

◆ いじめ対策・不登校支援等総合推進事業 6,885百万円（ 6,360百万円）

（１）外部専門家を活用した教育相談体制の整備・関係機関との連携強化等

6,690百万円（ 6,144百万円）

①スクールカウンセラーの配置拡充〔補助率１／３〕

〔補助事業者：都道府県、政令指定都市〕

・スクールカウンセラーの全公立小中学校への配置(26,700校→27,500校）

【公立中学校：10,000校】

・通常配置(6,200校)

・小中連携配置（3,600校）

・生徒指導上、大きな課題を抱える学校等における週5日配置（200校）

【公立小学校：16,700校→17,500校】

・通常配置(9,500校→10,300校)

・小中連携型配置(7,200校)

・貧困・虐待対策のための重点加配（1,000校→1,400校）

・教育支援センター（適応指導教室）の機能強化等、不登校支援のための

配置（250箇所） 等

※ 支援が必要な学校に弾力的に派遣できるよう、地域の実情に応じ、教育委員会への

配置も推進

[目標]2019年度までに、スクールカウンセラーを全公立小中学校（27,500校）に配置

2019:27,500校（2018:26,700校） （ニッポン一億総活躍プラン）

（ひとり親家庭・多子世帯等自立応援プロジェクト）
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②スクールソーシャルワーカーの配置拡充〔補助率１／３〕

〔補助事業者：都道府県、政令指定都市、中核市〕

・スクールソーシャルワーカーの全中学校区への配置（7,500人→10,000人）

・高等学校のための配置（47人）

・貧困・虐待対策のための重点加配（1,000人→1,400人）

・スーパーバイザー（47人）の配置 等

[目標]2019年度までに、スクールソーシャルワーカーを全ての中学校区（約1万人）に配置

2019:10,000人（2018:7,500人） （ニッポン一億総活躍プラン）

（ひとり親家庭・多子世帯等自立応援プロジェクト）

③２４時間子供ＳＯＳダイヤル

・いじめ等を含む子供のＳＯＳを受け止めるための通話料無料の電話相談の

実施

④幅広い外部専門家を活用していじめ問題等の解決に向けて調整、支援する

取組の促進等

・第三者的立場から調整・解決する取組（67地域）〔補助率１／３〕

・外部専門家を活用して学校を支援する取組（67地域）〔補助率１／３〕

・インターネットを通じたいじめ問題等に対応するための学校ネットパト

ロール等への支援〔補助率１／３〕

⑤ＳＮＳ等を活用した相談事業

いじめを含め、様々な悩みを抱える児童生徒に対するＳＮＳ等を活用した

相談体制の構築を図る。

・ＳＮＳ等を活用した相談体制構築事業（30地域）〔補助率：定額〕

（参考：委託事業）

・ＳＮＳ等を活用した相談体制の在り方に関する調査研究【新規】（１箇所）

〔後掲〕

（２）いじめ対策・不登校支援等推進事業 167百万円( 190百万円)

①自殺予防に対する効果的な取組に関する調査研究

②脳科学・精神医学・心理学等に関する研究と学校教育の連携による調査

研究

③いじめ防止等対策のためのスクールロイヤー活用に関する調査研究

④スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーの常勤化に向けた

調査研究

⑤学校以外の場における教育機会の確保等に関する調査研究

⑥ＳＮＳ等を活用した相談体制の在り方に関する調査研究【新規】

等
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≪関連施策≫

○教職員定数の改善

（いじめ・不登校等の未然防止・早期対応等の対応強化 50人）

○道徳教育の抜本的改善・充実等

◆ 夜間中学における就学機会の提供推進 46百万円( 36百万円)

平成２８年１２月に成立した教育機会確保法及び第３期教育振興基本計

画等を踏まえ、①夜間中学の設置促進、②既設の夜間中学における教育活

動の充実、③夜間中学における多様な生徒の受け入れ拡大を図ること等に

より、夜間中学における就学機会の提供を推進する。

（参考：復興特別会計）

◇緊急スクールカウンセラー等活用事業 2,378百万円( 2,450百万円)

被災した幼児児童生徒・教職員等の心のケアや、教職員・保護者等へ

の助言・援助、学校教育活動の復興支援、福祉関係機関との連携調整等

様々な課題に対応するため、スクールカウンセラー等を活用する経費を

支援。
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い
じめ
対
策
・不
登
校
支
援
等
総
合
推
進
事
業

20
19
年
度
予
算
額
（
案
）
6,
88
5百
万
円

(前
年
度
予
算
額

6,
36
0百
万
円
)

①
ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
の
配
置
拡
充

・ス
クー
ル
カウ
ンセ
ラー
の
配
置
の
増
：
全
公
立
小
中
学
校
へ
の
配
置
（
26
,7
00
校
→
27
,5
00
校
）

・全
公
立
中
学
校
の
通
常
配
置
に
加
え
、週
５
日
相
談
体
制
を
実
施

・全
公
立
小
学
校
の
通
常
配
置
に
加
え
、小
中
連
携
型
配
置
に
よ
る
公
立
小
中
学
校
の
相
談
体
制
の
連
携
促
進

・貧
困
対
策
・虐
待
対
策
の
た
め
の
重
点
加
配
（
1,
00
0校
→
1,
40
0校
）

・教
育
支
援
セ
ンタ
ー
（
適
応
指
導
教
室
）
の
機
能
強
化
等
、不
登
校
支
援
の
た
め
の
配
置

・連
絡
協
議
会
の
開
催
等
を
通
じた
質
向
上
の
取
組
の
支
援

②
ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャル
ワ
ー
カ
ー
の
配
置
拡
充

・ス
クー
ル
ソ
ー
シ
ャル
ワ
ー
カー
配
置
の
増
：
全
中
学
校
区
へ
の
配
置
（
7,
50
0人
→
10
,0
00
人
）

・高
等
学
校
の
た
め
の
配
置
（
47
人
）

・貧
困
対
策
・虐
待
対
策
の
た
め
の
重
点
加
配
（
1,
00
0人
→
1,
40
0人
）

・ｽ
ｰﾊ
ﾟｰ
ﾊﾞ
ｲｻ
ﾞｰ
（
47
人
）
の
配
置

・連
絡
協
議
会
の
開
催
等
を
通
じた
質
向
上
の
取
組
の
支
援

「ニ
ッポ
ン
一
億
総
活
躍
プラ
ン」
や
教
育
再
生
実
行
会
議
、「
い
じめ
防
止
対
策
推
進
法
」、
「い
じめ
の
防
止
等
の
た
め
の
基
本
的
な
方
針
」を
踏
ま
え
、い
じめ
の
未
然
防
止
、早
期
発
見
・早
期
対
応
や
教
育

相
談
体
制
の
整
備
及
び
イン
ター
ネ
ット
や
Ｓ
Ｎ
Ｓ
を通
じて
行
わ
れ
るい
じめ
へ
の
対
応
な
ど、
地
方
公
共
団
体
等
に
お
け
るい
じめ
問
題
をは
じめ
とす
る
生
徒
指
導
上
の
諸
課
題
へ
の
対
応
の
た
め
の
支
援
体
制

を整
備
す
る
ほ
か
、専
門
ス
タッ
フの
配
置
充
実
等
を図
る
。

また
、平
成
２
８
年
に
成
立
した
「義
務
教
育
の
段
階
に
お
け
る
普
通
教
育
に
相
当
す
る
教
育
の
機
会
の
確
保
等
に
関
す
る
法
律
」及
び
同
法
に
基
づ
き策
定
した
基
本
指
針
を
踏
まえ
、不
登
校
児
童
生
徒
に

対
す
る
教
育
機
会
の
確
保
の
推
進
の
た
め
、教
育
委
員
会
・学
校
、関
係
機
関
の
連
携
等
に
よ
る
不
登
校
児
童
生
徒
へ
の
きめ
細
か
な
支
援
体
制
を整
備
す
る
。

■
早
期
発
見
・早
期
対
応
（
外
部
専
門
家
を活
用
した
教
育
相
談
体
制
の
整
備
・関
係
機
関
との
連
携
強
化
等
）
6,
69
0百
万
円
（
6,
14
4百
万
円
）

【目
標
】
20
19
年
度
ま
で
に
、ス
クー
ル
カウ
ンセ
ラー
を

全
公
立
小
中
学
校
（
27
,5
00
校
）
に
配
置

（
ニッ
ポ
ン一
億
総
活
躍
プラ
ン等
）

20
19
年
度
:2
7,
50
0校

【目
標
】
20
19
年
度
ま
で
に
、ス
クー
ル
ソー
シ
ャル
ワー
カー

を
全
中
学
校
区
（
約
１
万
人
）
に
配
置

（
ニッ
ポ
ン一
億
総
活
躍
プラ
ン等
）

20
19
年
度
:1
0,
00
0人

【い
じめ
対
策
、不
登
校
支
援
等
に
対
応
す
る
た
め
、先
進
的
調
査
研
究
を
委
託
】

■
い
じめ
対
策
・不
登
校
支
援
等
推
進
事
業

16
7百
万
円
（
19
0百
万
円
）

①
教
職
員
定
数
の
改
善

新
学
習
指
導
要
領
の
円
滑
な
実
施
と学
校
に
お
け
る
働
き

方
改
革
実
現
の
た
め
の
指
導
・運
営
体
制
の
構
築
に
向
け
、

教
職
員
定
数
を
改
善
。
その
中
で
、い
じめ
・不
登
校
等
の
未

然
防
止
・早
期
対
応
等
の
強
化
の
た
め
、＋
５
０
人
の
定
数

改
善
を
計
上
。

②
教
員
研
修
の
充
実

教
職
員
支
援
機
構
に
お
い
て
、い
じめ
の
問
題
に
関
す
る
情

報
共
有
や
組
織
的
対
応
を
柱
とし
た
指
導
者
養
成
研
修
の
実

施 ③
道
徳
教
育
の
抜
本
的
改
善
・充
実
等

教
育
委
員
会
等
が
行
う研
修
や
地
域
教
材
等
の
活
用
に
よ

る
地
域
の
特
色
を
生
か
した
道
徳
教
育
の
実
践
・普
及
へ
の
支

援
、道
徳
科
の
教
科
書
の
無
償
給
与
（
小
・中
学
校
）
等

④
健
全
育
成
の
た
め
の
体
験
活
動
の
推
進

児
童
生
徒
の
社
会
性
を
育
む
農
山
漁
村
等
で
の
体
験
活
動

の
推
進

■
【関
連
施
策
】

⑤
ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
及
び
ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャル
ワ
ー
カ
ー
の
常
勤
化
に
向
け
た

調
査
研
究
（
１
箇
所
）

・学
校
教
育
法
等
に
お
い
て
SC
及
び
SS
W
が
正
規
の
職
員
とし
て
規
定
され
た
場
合
を

想
定
し、
チ
ー
ム
学
校
の
一
員
とし
て
Ｓ
Ｃ
及
び
Ｓ
Ｓ
Ｗ
の
連
携
の
在
り方
や
、週
５

日
配
置
へ
向
け
た
働
き
方
及
び
学
校
・関
係
機
関
との
連
携
方
策
に
つ
い
て
検
証
す

る
た
め
の
調
査
研
究

⑥
学
校
以
外
の
場
に
お
け
る
教
育
機
会
の
確
保
等
に
関
す
る
調
査
研
究

（
２
４
箇
所
）

・教
育
委
員
会
や
学
校
を
中
心
に
、関
係
者
間
の
連
携
の
下
、不
登
校
児
童
生
徒
の

学
校
外
で
の
様
々
な
学
習
を
き
め
細
か
に
支
援
す
る
体
制
の
整
備
に
向
け
た
実
践

研
究
及
び
不
登
校
児
童
生
徒
を
受
け
入
れ
て
い
る
民
間
団
体
の
自
主
的
な
取
組
を

促
進
す
る
た
め
の
仕
組
み
等
に
関
す
る
調
査
研
究

⑦
Ｓ
Ｎ
Ｓ
等
を
活
用
した
相
談
体
制
の
在
り方
に
関
す
る
調
査
研
究
（
１
箇
所
）

・Ｓ
Ｎ
Ｓ
等
を
活
用
した
相
談
体
制
の
展
開
を
図
りつ
つ
、効
果
的
・効
率
的
な
相
談

受
付
日
や
受
付
時
間
等
、適
正
規
模
の
相
談
体
制
の
在
り方
、相
談
技
法
や
シ
ス

テ
ム
の
確
立
等
の
研
究
を
行
うと
とも
に
、Ｓ
Ｎ
Ｓ
等
を
活
用
した
相
談
と電
話
相
談

の
有
機
的
な
連
携
の
仕
組
み
を
明
らか
に
す
る
調
査
研
究

①
自
殺
予
防
に
対
す
る
効
果
的
な
取
組
に
関
す
る
調
査
研
究
（
２
箇
所
）

・子
供
の
自
殺
予
防
の
た
め
、い
じめ
被
害
の
相
談
率
の
低
い
高
校
生
に
対
し、
SC

に
よ
る
悉
皆
面
談
を
実
施
す
る
とと
も
に
、自
殺
総
合
対
策
大
綱
に
盛
り込
ま
れ
た

「S
O
Sの
出
し方
に
関
す
る
教
育
」の
在
り方
を
調
査
研
究

②
脳
科
学
・精
神
医
学
・心
理
学
等
に
関
す
る
研
究
と学
校
教
育
の
連
携
に
よ
る

調
査
研
究
（
１
箇
所
）

・情
動
に
関
す
る
研
究
機
関
の
プ
ラッ
トフ
ォー
ム
を
構
築
し、
学
校
教
育
に
お
け
る
科
学

的
知
見
の
活
用
が
進
展
す
る
仕
組
み
作
りに
向
け
た
調
査
研
究

③
学
校
教
育
に
お
け
る
長
期
宿
泊
体
験
活
動
の
導
入
促
進
に
関
す
る
調
査
研
究

（
１
箇
所
）

・学
校
教
育
に
お
け
る
長
期
宿
泊
体
験
活
動
の
導
入
促
進
の
た
め
、学
校
の
参
考
と

な
る
モ
デ
ル
カリ
キ
ュラ
ム
等
の
開
発
の
た
め
の
調
査
研
究

④
い
じめ
防
止
等
対
策
の
た
め
の
ス
ク
ー
ル
ロ
イ
ヤ
ー
活
用
に
関
す
る
調
査
研
究

（
３
箇
所
）

・法
律
の
専
門
家
で
あ
る
弁
護
士
が
、そ
の
専
門
的
知
識
・経
験
に
基
づ
き
、学
校
に

お
い
て
法
的
側
面
か
らの
い
じめ
予
防
教
育
を
行
うと
とも
に
、い
じめ
な
どの
諸
課
題
の

効
率
的
な
解
決
に
も
資
す
る
、学
校
に
お
け
る
相
談
体
制
の
整
備
に
関
す
る
調
査
研
究

③
幅
広
い
外
部
専
門
家
を
活
用
して
い
じめ
問
題
等
の
解
決

に
向
け
て
調
整
、支
援
す
る
取
組
の
促
進
等

・第
三
者
的
立
場
か
ら調
整
・解
決
す
る
取
組
、外
部
専
門
家
を
活
用

して
学
校
を
支
援
す
る
取
組
、学
校
ネ
ット
パ
トロ
ー
ル
等
へ
の
支
援

・重
大
事
態
等
発
生
時
の
指
導
助
言
体
制
の
強
化

（
現
状
調
査
や
現
地
支
援
を
行
うた
め
職
員
を
派
遣
）

④
Ｓ
Ｎ
Ｓ
等
を
活
用
した
相
談
体
制
構
築
事
業

・い
じめ
を
含
め
、様
々
な
悩
み
を
抱
え
る
児
童
生
徒
に
対
す
る
Ｓ
Ｎ
Ｓ
等

を
活
用
した
相
談
体
制
の
構
築
を
支
援
（
30
箇
所
）
す
る
。
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③
貧
困
・虐
待
対
策
の
た
め
の
重
点
配
置

１
，
４
０
０
校
（
1
,0
0
0
校
）

④
不
登
校
支
援
の
た
め
の
教
育
支
援
セ
ン
タ
ー
の
機
能
強
化

２
５
０
箇
所
（2
5
0
箇
所
）

①
小
中
学
校
の
た
め
の
配
置

１
０
，
０
０
０
人
（
７
，
５
０
０
人
）

②
貧
困
・虐
待
対
策
の
た
め
の
重
点
配
置

１
，
４
０
０
人
（１
，
０
０
０
人
）

③
高
等
学
校
の
た
め
の
配
置

４
７
人
（
４
７
人
）

④
質
向
上
の
た
め
の
Ｓ
Ｖ
配
置

４
７
人
（４
７
人
）

＜
家
庭
＞

＜
教
育
委
員
会
等
＞

＜
福
祉
関
連
機
関
＞

[目
標
]2
01
9
年
度
ま
で
に
、
ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
を
全
て
の
中
学
校
区

（
約
１
万
人
）
に
配
置

（
ニ
ッ
ポ
ン
一
億
総
活
躍
プ
ラ
ン
）

（
ひ
と
り
親
家
庭
・多
子
世
帯
等
自
立
応
援
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
）

ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
等
活
用
事
業

2
0
1
9
年
度
予
算
額
（
案
）
4
,7
3
8
百
万
円

（
平
成
3
0
年
度
予
算
額
4
,5
6
9
百
万
円
）
補
助
率
：１
/
3

ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
活
用
事
業

2
0
1
9
年
度
予
算
額
（案
）
1
,7
2
2
百
万
円

（
平
成
3
0
年
度
予
算
額
1
,4
8
4
百
万
円
）
補
助
率
：１
/
3

連
絡
協
議
会
の
開
催
等
を
通
じ
た
質
向
上
の
取
組

※
支
援
が
必
要
な
学
校
に
弾
力
的
に
派
遣
で
き
る
よ
う
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
、
教
育
委
員
会
配
置
方
式
も
推
進
。

①
全
公
立
小
学
校
に
対
す
る
配
置
１
７
，
５
０
０
校
（１
６
，
７
０
０
校
）

②
全
公
立
中
学
校
に
対
す
る
配
置
１
０
，
０
０
０
校
（１
０
，
０
０
０
校
）

[目
標
]2
01
9
年
度
ま
で
に
、
ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
を
全
公
立
小
中
学
校

(2
7
,5
0
0
校
）に
配
置

（
ニ
ッ
ポ
ン
一
億
総
活
躍
プ
ラ
ン
）

（
ひ
と
り
親
家
庭
・多
子
世
帯
等
自
立
応
援
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
）

20
19
年
度

:2
7,

50
0校

20
19
年
度

:1
0,

00
0人

※
（

）は
前
年
度

＜
学
校
・教
職
員
（
養
護
教
諭
等
）＞

ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
：
児
童
生
徒
の
心
理
に
関
し
て
高
度
に
専
門
的
な
知
識
及

び
経
験
を
有
す
る
者
（
臨
床
心
理
士
等
）

学
校
教
育
法
施
行
規
則
第
6
5
条
の
２

ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
は
、
小
学
校
に
お
け
る
児
童
の
心
理
に
関
す
る
支
援
に
従
事
す
る
。

ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
：福
祉
に
関
し
て
専
門
的
な
知
識
・技
術
を
有
す
る
と
と
も

に
、
過
去
に
教
育
や
福
祉
の
分
野
に
お
い
て
、
活
動
経
験
の
実
績
等
が
あ
る
者
（社
会
福

祉
士
、
精
神
保
健
福
祉
士
等
）

学
校
教
育
法
施
行
規
則
第
6
5
条
の
３

ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
は
、
小
学
校
に
お
け
る
児
童
の
福
祉
に
関
す
る
支
援
に
従
事
す
る
。

ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
・ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャル
ワ
ー
カ
ー
に
よ
る
教
育
相
談
体
制
の
充
実

20
19
年
度
予
算
額
（
案
）
6,
46
0百
万
円

（
前
年
度
予
算
額
6,
05
2百
万
円
)
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Ｓ
Ｎ
Ｓ
等
を
活
用
した
相
談
事
業

20
19
年
度
予
算
額
（
案
）
２
１
０
百
万
円

(前
年
度
予
算
額
：
５
０
百
万
円
)

【
イ
メ
ー
ジ
】
Ｓ
Ｎ
Ｓ
等
を
活
用
し
た
相
談

Ｓ
Ｎ
Ｓ
等

ス
ク
リ
ー
ン
シ
ョ
ッ
ト
も

送
信
可
能
で
、
Ｓ
Ｎ
Ｓ

上
の
ト
ラ
ブ
ル
等
を

正
確
か
つ
容
易
に
伝

え
る
こ
と
が
で
き
る

教
育
委
員
会
、

総
合
教
育
セ
ン
タ
ー

や
民
間
団
体
等

で
受
信

（
例
）
自
殺
を
ほ
の
め
か
す
等
、
命
に
関
わ
る
相
談
の
場
合
の
連
絡
の
流
れ

臨
床
心
理
士
や

Ｓ
Ｎ
Ｓ
等
上
の
子
供
の

気
持
ち
が
わ
か
る

若
者
等
が
対
応

教
育
委
員
会
等

（
福
祉
部
局
と
共
同
・
連
携
）

安
全
を
確
認

学
校

緊
急
の
場
合

警
察
、
児
童
相
談
所
等

と
連
携
し
対
応

＜
背
景
＞

○
い
じ
め
を
含
め
、
様
々
な
悩
み
を
抱
え
る
児
童
生
徒
に
対
す
る
相
談
体
制
の
拡
充
は
、
相
談
に
係
る
多
様
な

選
択
肢
を
用
意
し
、
問
題
の
深
刻
化
を
未
然
に
防
止
す
る
観
点
か
ら
喫
緊
の
課
題
。

○
ま
た
、
座
間
市
に
お
け
る
Ｓ
Ｎ
Ｓ
を
利
用
し
た
高
校
生

3人
を
含
む

9人
の
方
が
殺
害
さ
れ
た
残
忍
な
事
件
を

受
け
、
ネ
ッ
ト
を
通
じ
て
自
殺
願
望
を
発
信
す
る
若
者
が
適
切
な
相
談
相
手
に
ア
ク
セ
ス
で
き
る
よ
う
、
こ
れ

ま
で
の
取
組
の
見
直
し
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

○
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
の
普
及
等
に
伴
い
、
最
近
の
若
年
層
の
用
い
る
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
手
段
に
お
い
て
は
、

Ｓ
Ｎ
Ｓ
が
圧
倒
的
な
割
合
を
占
め
る
よ
う
に
な
っ
て
い
る
。

（
参
考
）

Ｈ
2
9
年
[平
日
1
日
]コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
系
メ
デ
ィ
ア
の
平
均
利
用
時
間
（
Ｈ
3
0
.7
総
務
省
情
報
通
信
政
策
研
究
所
調
査
）

1
0
代
：
携
帯
通
話
0
.6
分
、
固
定
通
話
0
.3
分
、
ネ
ッ
ト
通
話
4
.0
分
、
ソ
ー
シ
ャ
ル
メ
デ
ィ
ア
利
用
5
4
.0
分
、
メ
ー
ル
利
用
1
7
.8
分

＜
事
業
概
要
＞
①
Ｓ
Ｎ
Ｓ
等
を
活
用
し
た
相
談
体
制
の
構
築
に
対
す
る
支
援

②
Ｓ
Ｎ
Ｓ
等
を
活
用
し
た
相
談
体
制
の
在
り
方
に
関
す
る
調
査
研
究
（
新
規
）

○
事
業
形
態
：
①
補
助
事
業
（
補
助
率
：
定
額
）

②
委
託
事
業

○
実
施
主
体
：
①
原
則
、
都
道
府
県
・
指
定
都
市

※
但
し
、
指
定
都
市
を
除
く
市
区
町
村
は
、
将
来
的
な
都
道
府
県
等
に
よ
る
広
域
的
な

相
談
体
制
の
構
築
に
資
す
る
と
認
め
ら
れ
る
場
合
に
限
る
。

②
民
間
団
体
等

○
実
施
箇
所
：
①
３
０
箇
所

②
１
団
体

○
事
業
内
容
：

・
相
談
対
象
者

：
原
則
、
児
童
生
徒

・
相
談
受
付
時
間
：
児
童
生
徒
が
相
談
し
や
す
い
平
日
午
後
5
時
～
午
後
1
0
時
ま
で
や
、

長
期
休
業
明
け
前
後
や
日
曜
日
な
ど
。

・
実
施
内
容

：
①
既
に
相
談
体
制
が
立
ち
上
げ
ら
れ
て
い
る
地
域
に
お
い
て
、
児
童
生
徒
が
相
談
し
や
す
い
よ
う

改
善
を
図
っ
た
相
談
体
制
を
構
築
。
（
既
に
文
部
科
学
省
の
事
業
を
実
施
し
た
自
治
体
に
限
る
。
）

②
相
談
体
制
が
立
ち
上
げ
ら
れ
て
い
な
い
地
域
に
お
い
て
Ｓ
Ｎ
Ｓ
等
を
活
用
し
た
相
談
を
行
い
つ

つ
、
効
果
的
・
効
率
的
な
相
談
受
付
日
や
受
付
時
間
等
、
適
正
規
模
の
相
談
体
制
の
在
り
方
、

相
談
技
法
や
シ
ス
テ
ム
の
確
立
等
の
研
究
を
行
う
と
と
も
に
、
Ｓ
Ｎ
Ｓ
等
を
活
用
し
た
相
談
と
電
話

相
談
の
有
機
的
な
連
携
の
仕
組
み
を
明
ら
か
に
す
る
調
査
研
究
。

Ｓ
Ｎ
Ｓ
等

さ
ら
に
、
広
く
若
者
一
般
を
対
象
と
し
た
S
N
S
に
よ
る
相
談
事
業
を
実
施
す
る
厚
生
労
働
省
と
、
児
童
生
徒
を
対
象
と
す
る

文
部
科
学
省
が
そ
れ
ぞ
れ
の
取
組
か
ら
得
た
知
見
を
共
有
す
る
な
ど
連
携
し
、
S
N
S
等
を
活
用
し
た
相
談
対
応
の
強
化
を
図
る
。
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い
じめ
防
止
等
対
策
の
た
め
の
ス
ク
ー
ル
ロ
イ
ヤ
ー
活
用
に
関
す
る
調
査
研
究

課
題

○
国
は
、
困
難
な
問
題
の
解
決
に
向
け
て
相
談
で
き
る
弁
護
士
等
、
多
様
な
人
材
に
よ
る
支
援
体
制
を
構

築
す
る
。
【
い
じ
め
の
問
題
等
へ
の
対
応
に
つ
い
て
（
第
一
次
提
言
）
（
平
成
2
5
年
2
月
2
6
日
教
育
再
生

実
行
会
議
決
定
）
】

○
い
じ
め
の
防
止
の
た
め
に
は
、
い
じ
め
に
向
か
わ
な
い
態
度
・
能
力
の
育
成
が
喫
緊
の
課
題
で
あ
る
。

発
達
の
段
階
に
応
じ
て
、
児
童
生
徒
が
い
じ
め
の
問
題
を
自
分
の
こ
と
と
し
て
捉
え
、
考
え
、
議
論
す
る

こ
と
に
よ
り
、
正
面
か
ら
向
き
合
う
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
実
践
的
な
取
組
を
行
う
必
要
が
あ
る
。
【
い

じ
め
の
防
止
等
の
た
め
の
基
本
的
な
方
針
（
平
成
2
5
年
1
0
月
1
1
日
文
部
科
学
大
臣
決
定
（
平
成
2
9
年
3

月
1
4
日
最
終
改
定
）
）
】

○
家
庭
と
の
対
応
の
関
係
で
保
護
者
等
か
ら
の
過
剰
な
苦
情
や
不
当
な
要
求
等
へ
の
対
応
が
求
め
ら
れ
る

場
合
や
、
児
童
生
徒
を
取
り
巻
く
問
題
に
関
し
て
法
的
側
面
か
ら
の
ア
ド
バ
イ
ス
が
必
要
な
場
合
に
つ
い

て
、
学
校
が
組
織
と
し
て
対
応
で
き
る
よ
う
、
教
育
委
員
会
に
お
い
て
支
援
体
制
を
構
築
す
る
ほ
か
、
法

的
相
談
を
受
け
る
ス
ク
ー
ル
ロ
イ
ヤ
ー
等
の
専
門
家
の
配
置
を
進
め
る
。
【
学
校
に
お
け
る
働
き
方
改
革

に
関
す
る
緊
急
対
策
（
平
成
2
9
年
1
2
月
2
6
日
文
部
科
学
大
臣
決
定
）
）
】

背
景
説
明

法
律
の
専
門
家
で
あ
る
弁
護
士

が
、
そ
の
専
門
的
知
識
・
経
験
に

基
づ
き
、
学
校
に
お
い
て
法
的
側

面
か
ら
の
い
じ
め
予
防
教
育
を
行

う
と
と
も
に
、
い
じ
め
な
ど
の
諸

課
題
の
効
率
的
な
解
決
に
も
資
す

る
、
学
校
に
お
け
る
相
談
体
制
の

整
備
に
関
す
る
調
査
研
究
を
実
施

す
る
。

目
的
・目
標

事
業
内
容
1

調
査
研
究
結
果
の
分
析
・検
証
・周
知
、施
策
へ
の
反
映
を
通
じて
、

い
じめ
の
防
止
、校
務
の
効
率
化
・負
担
軽
減
を
図
る
。

法
的
側
面
か
らの
い
じめ
予
防
教
育

事
業
内
容
２

学
校
に
お
け
る
法
的
相
談
へ
の
対
応

事
業
内
容
３

法
令
に
基
づ
く対
応
の
徹
底

20
19
年
度
予
算
額
（
案
）
８
百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

１
０
百
万
円
)

期
待
さ
れ
る
効
果

弁
護
士
が
、
実
例
（
裁
判
例
等
）
を
示
し
な

が
ら
、
人
権
を
守
る
こ
と
の
重
要
性
や
い
じ
め

の
法
律
上
の
扱
い
（
刑
事
罰
の
対
象
と
な
り
得

る
こ
と
や
、
不
法
行
為
に
該
当
し
損
害
賠
償
責

任
が
発
生
し
得
る
こ
と
等
）
に
つ
い
て
教
え
る

授
業
モ
デ
ル
の
構
築
や
実
践
的
な
教
材
の
開
発

を
行
う
。

学
校
が
、
児
童
生
徒
を
取
り
巻
く
問
題
に
つ

い
て
弁
護
士
に
相
談
し
法
的
ア
ド
バ
イ
ス
を
受

け
る
こ
と
や
、
弁
護
士
に
よ
る
教
員
向
け
の
研

修
会
を
受
け
る
こ
と
等
が
、
生
徒
指
導
上
の
諸

課
題
の
効
率
的
な
解
決
に
資
す
る
こ
と
に
つ
い

て
検
証
を
行
う
。

学
校
に
お
い
て
、
い
じ
め
防
止
対
策
推
進
法

等
に
基
づ
い
て
、
い
じ
め
問
題
へ
の
対
応
が
徹

底
さ
れ
て
い
る
か
を
弁
護
士
が
法
的
側
面
か
ら

確
認
す
る
こ
と
の
有
効
性
を
検
証
す
る
。
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学
校
以
外
の
場
に
お
け
る
教
育
機
会
の
確
保
等
に
関
す
る
調
査
研
究

20
19
年
度
予
算
額
（
案
）
12
8百
万
円

(前
年
度
予
算
額
15
5百
万
円
)

背
景

課
題

○
不
登
校
児
童
生
徒
数
は
４
年
連
続
増
加
（
平
成
28
年
度
の
小
・中
学
校
に
お
け
る
不
登
校
児
童
生
徒
数
：
約
１
３
万
４
千
人
）

○
平
成
２
８
年
１
２
月
７
日
、「
義
務
教
育
の
段
階
に
お
け
る
普
通
教
育
に
相
当
す
る
教
育
の
機
会
の
確
保
等
に
関
す
る
法
律
」が
成
立
し、
同
法
第
７
条
を
踏
ま
え
、

平
成
２
９
年
３
月
、「
義
務
教
育
の
段
階
に
お
け
る
普
通
教
育
に
相
当
す
る
教
育
の
機
会
の
確
保
等
に
関
す
る
基
本
指
針
」を
策
定

⇒
不
登
校
児
童
生
徒
へ
の
多
様
で
適
切
な
教
育
機
会
の
確
保
が
重
要

背
景

事
業
内
容
1

期
待
さ
れ
る
効
果

不
登
校
児
童
生
徒
一
人
一
人
の
状
況
に
応
じ、
児
童
生
徒
が
自
ら
の
進
路
を
主
体
的
に
捉
え
て
、社
会
的
自
立
に
向
け

て
学
習
等
の
活
動
に
取
り組
む
こと
が
で
きる
よ
う、
学
校
や
教
育
行
政
機
関
は
も
とよ
り、
フリ
ー
ス
ク
ー
ル
を
運
営
す
る
民
間

団
体
等
とも
連
携
す
る
体
制
が
構
築
さ
れ
る
こと
で
、不
登
校
児
童
生
徒
に
対
す
る
経
済
面
・学
習
面
の
支
援
を
通
じ
た
、

き
め
細
か
な
支
援
体
制
の
整
備
等
が
促
進
さ
れ
る
。

教
育
支
援
セ
ン
タ
ー
・民
間
団
体
に
お
け
る
支
援
体
制
の
整
備

事
業
内
容
2

民
間
団
体
の
自
主
的
な
取
組
の
促
進
に
関
す
る
調
査
研
究

①
教
育
支
援
セ
ン
ター
等
の
新
規
設
置
促
進

②
教
育
支
援
セ
ン
ター
に
お
け
る
機
能
の
拡
充

③
訪
問
型
支
援
や
IC
T機
材
等
を
活
用
した
支
援
の
た
め
の
支
援
員
等
の
配
置

④
教
育
委
員
会
と民
間
団
体
等
との
連
携
に
よ
る
支
援
の
実
施

（
民
間
団
体
に
通
う子
供
に
対
す
る
訪
問
型
支
援
の
実
施
等
）

➄
学
習
活
動
へ
の
経
済
的
支
援

教
育
委
員
会
や
学
校
を
中
心
に
、関
係
者
間
の
連
携
の
下
、

学
校
以
外
の
場
に
お
け
る
不
登
校
児
童
生
徒
の
様
々
な
学
習
を

き
め
細
か
に
支
援
す
る
た
め
の
体
制
の
整
備
に
向
け
た
実
践
研
究

（
22
箇
所
）

不
登
校
児
童
生
徒
を
受
け
入
れ
て
い
る
民
間
団
体
の
自
主
的

な
取
組
の
促
進
に
関
す
る
調
査
研
究
（
２
箇
所
）

平
成
30
年
度
に
実
施
した
調
査
研
究
の
成
果
等
を踏
ま
え
、

フリ
ー
ス
クー
ル
等
が
そ
の
特
色
・自
主
性
を
損
な
わ
ず
に

量
的
拡
充
と地
域
偏
在
の
解
消
が
図
られ
る
よ
う、

①
民
間
団
体
の
相
互
評
価
の
実
施

②
中
間
支
援
組
織
の
設
置
促
進
・機
能
充
実

③
効
果
的
な
官
民
連
携
の
在
り方

に
つ
い
て
調
査
研
究
を
行
う
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夜
間
中
学
に
お
け
る
就
学
機
会
の
提
供
推
進

20
19

年
度

予
算

額
(案

) 
45

,7
83

千
円

(前
年

度
予

算
額

36
,0

77
千

円
)

背
景

課
題

○
全

国
に

は
義

務
教

育
未

修
了

が
少

な
くと

も
約

12
.8

万
人

い
る

ほ
か

、近
年

不
登

校
児

童
生

徒
が

増
加

して
い

る
。

○
平

成
28

年
12

月
に

、全
て

の
地

方
公

共
団

体
に

夜
間

中
学

に
お

け
る

就
学

機
会

の
提

供
等

の
措

置
を

講
ず

る
こと

を
義

務
付

け
る

「教
育

機
会

確
保

法
」が

成
立

した
。

○
夜

間
中

学
は

、義
務

教
育

を
受

け
る機

会
を実

質
的

に
保

障
す

る
場

とし
て

重
要

な
役

割
を

果
た

して
い

るが
、現

在
は

全
国

８
都

府
県

25
市

区
に

31
校

の
設

置
に

止
ま

って
い

る
。

背
景
説
明

教
育

機
会

確
保

法
等

に
基

づ
き、

義
務

教
育

の
機

会
を

実
質

的
に

保
障

す
る

た
め

、
・

全
て

の
都

道
府

県
に

少
な

くと
も

一
つ

の
夜

間
中

学
を設

置
・

夜
間

中
学

の
教

育
活

動
の

充
実

や
受

け
入

れ
る

生
徒

の
拡

大
第

３
期

教
育

振
興

基
本

計
画

（
H3

0.
6.

15
閣

議
決

定
）

目
的
・目
標

成
果
、事
業
を
実
施
し
て
、

期
待
さ
れ
る
効
果

義
務

教
育

の
段

階
に

お
け

る
普

通
教

育
に

相
当

す
る

教
育

を
十

分
に

受
け

て
い

な
い

者
の

意
思

を
十

分
に

尊
重

しつ
つ

、
その

年
齢

又
は

国
籍

その
他

の
置

か
れ

て
い

る
事

情
に

か
か

わ
りな

く、
その

能
力

に
応

じた
教

育
を

受
け

る
機

会
が

確
保

され
る

よ
うに

す
る

とと
も

に
、そ

の
者

が
、そ

の
教

育
を

通
じて

、社
会

に
お

い
て

自
立

的
に

生
き

る
基

礎
を

培
い

、豊
か

な
人

生
を

送
る

こと
が

で
きる

。（
教

育
機

会
確

保
法

第
３

条
）

＜
設
置
促
進
＞

●
都
道
府
県
・
市
町
村
の
役
割
分
担
に
係
る
調
査
研
究 ３
，
９
６
８
千
円
（箇
所
数
：
８
）

教
育
機
会
確
保
法
第
１
５
条
に
基
づ
く
協
議
会
の
設
置
・
活
用
を
促
進
す
る
た
め
、

都
道
府
県
に
お
い
て
就
学
機
会
提
供
に
係
る
役
割
分
担
の
在
り
方
を
検
証
。

●
夜
間
中
学
新
設
準
備
に
係
る
調
査
研
究

１
２
，
４
９
０
千
円
（
箇
所
数
：
５
）

夜
間
中
学
新
設
準
備
に
伴
う
ニ
ー
ズ
の
把
握
や
設
置
に
向
け
た
準
備
の
在
り
方
を

都
道
府
県
又
は
市
町
村
に
お
い
て
検
証
。

＜
広
報
活
動
＞

◆
教
育
機
会
確
保
法
の
趣
旨
や
基
本
指
針
の
内
容
、
夜
間
中
学
の
活
動
等
を
周
知

す
る
た
め
の
説
明
会
の
開
催
や
、
夜
間
中
学
を
周
知
す
る
ポ
ス
タ
ー
を
作
成
・
配
布

等
し
、
国
民
の
理
解
を
増
進
。

＜
教
育
活
動
の
充
実
＞

●
夜
間
中
学
に
お
け
る
教
育
活
動
充
実
に
係
る
調
査
研
究
【
新
規
】

１
６
，
３
８
５
千
円
（
箇
所
数
：
２
７
）

夜
間
中
学
に
お
け
る
教
育
活
動
を
充
実
す
る
た
め
、
生
徒
の
実
態
等
を
踏
ま
え
た
必
要

な
環
境
整
備
の
在
り
方
を
検
証
。

＜
受
け
入
れ
る
生
徒
の
拡
大
＞

●
夜
間
中
学
に
お
け
る
教
育
機
会
提
供
拡
充
に
係
る
調
査
研
究

６
，
０
９
９
千
円
（
箇
所
数
：
２
７
）

義
務
教
育
未
修
了
者
に
加
え
て
、
外
国
籍
の
者
、
入
学
希
望
既
卒
者
な
ど
多
様
な
生

徒
の
受
入
れ
拡
大
を
図
る
方
策
を
検
証
。

◆
必
要
な
日
本
語
指
導
を
充
実
す
る
た
め
夜
間
中
学
に
携
わ
る
教
職
員
に
向
け
た
研

修
を
実
施
。

◆
は
文
部
科
学
省
が
直
接
執
行
す
る
予
算
を
表
す
。
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緊
急
ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
等
活
用
事
業

20
19
年
度
予
算
額
（
案
）
2,
37
8百
万
円

(前
年
度
予
算
額
：
2,
45
0百
万
円
)

【東
日
本
大
震
災
復
興
特
別
会
計
】

・
ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
の
活
用

・
ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
に
準
ず
る
者
の
活
用

・
心
の
ケ
ア
に
資
す
る
た
め
の
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
ク
、
学
習
支
援

臨
床
心
理
士
、
精
神
科
医
等

相
談
業
務
経
験
者
、
教
育
分
野
の
専
門
的
知
識
を
有
す
る
者
等

心
の
ケ
ア
・
助
言
・
援
助
等
及
び

新
た
な
課
題
へ
の
対
応

○
被
災
し
た
幼
児
児
童
生
徒
・
教
職
員
等
の
心
の
ケ
ア
や
、
教
職
員
・
保
護
者
等
へ
の
助
言
・
援
助
、
学
校
教
育
活
動
の
復
興
支
援
、
福
祉
関
係

機
関
と
の
連
携
調
整
等
様
々
な
課
題
に
対
応
す
る
た
め
、
ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
等
を
活
用
す
る
経
費
を
支
援
す
る
。
〔
補
助
率
１
０
／
１
０
〕

※
平
成
２
３
～
２
７
年
度
は
、
委
託
費
と
し
て
実
施
。
平
成
２
８
年
度
か
ら
は
、
従
来
の
委
託
費
の
方
式
を
改
め
、
新
た
に
国
庫
補
助
の
事
業
を
創
設
す
る
と
と
も
に
、
ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
等
を
学
校
等
で

活
用
す
る
な
ど
、
被
災
し
た
幼
児
児
童
生
徒
や
教
職
員
の
心
の
ケ
ア
に
資
す
る
取
組
を
中
心
と
し
た
事
業
と
し
て
い
る
。

被
災
地
域
等

児
童
生
徒
等

保
護

者

地
域

関
係

機
関

教
職

員
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６．子供の体験活動の推進

(前 年 度 予 算 額 101百万円）

2019年度予算額（案） 102百万円

１．要 旨

農山漁村等における様々な体験活動を通じ、児童生徒の豊かな人間性や社

会性を育み、自己有用感を高め、将来のキャリアへの意欲を喚起する。

「子ども農山漁村交流プロジェクト」として総務省、文部科学省、農林

水産省が連携して事業を実施する。

２．内 容

健全育成のための体験活動推進事業 99百万円( 99百万円)（１）

（学校を核とした地域力強化プランの一部）

【総合教育政策局に計上 〔補助率１／３〕】

宿泊体験事業

・小学校、中学校、高等学校等における取組(322校)

・学校教育における農山漁村体験活動の導入のための取組(134地域)

・教育支援センター(適応指導教室)等における体験活動の取組(134地域)

学校教育における長期宿泊体験活動の導入促進に関する調査研究（２）

2百万円( 3百万円)

長期宿泊体験活動の導入促進のため、民間シンクタンク等を活用して、

学校の参考となるモデルカリキュラムを開発する。

≪関連施策≫

○補習等のための指導員等派遣事業

・公立学校における体験活動の実施に係るサポートスタッフの配置を支

援〔補助率１／３〕
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■
健
全
育
成
の
た
め
の
宿
泊
体
験
活
動
の
推
進

2
0
1
9
年
度
予
算
額
（
案
）

９
９
百
万
円

（
「
学
校
を
核
と
し
た
地
域
力
強
化
プ
ラ
ン
」
の
一
部
）

１
．
事
業
内
容

（
１
）
宿
泊
体
験
事
業

宿
泊
体
験
活
動
を
行
う
学
校
等
に
お
け
る
取
組
に
対
す
る
補
助
。

①
小
学
校
、
中
学
校
、
高
等
学
校
等
に
お
け
る
取
組
（
３
２
２
校
）

学
校
教
育
活
動
に
お
け
る
２
泊
３
日
以
上
の
宿
泊
体
験
活
動
の
取
組
に

対
す
る
事
業
費
の
補
助
。

②
学
校
教
育
に
お
け
る
農
山
漁
村
体
験
活
動
の
導
入
の
た
め
の
取
組

（
１
３
４
地
域
）

ア
教
育
委
員
会
が
主
催
す
る
夏
休
み
期
間
中
等
に
希
望
者
を
募
っ
て

行
う
取
組
に
対
す
る
事
業
費
の
補
助
。

イ
農
山
漁
村
体
験
活
動
を
こ
れ
ま
で
実
施
し
て
い
な
い
高
等
学
校
等
の

取
組
に
対
す
る
事
業
費
の
補
助
。

③
教
育
支
援
セ
ン
タ
ー
（
適
応
指
導
教
室
）
等
に
お
け
る
体
験
活
動
の
取
組

（
１
３
４
地
域
）

教
育
委
員
会
が
主
催
す
る
教
育
支
援
セ
ン
タ
ー
（
適
応
指
導
教
室
）
等

に
お
け
る
取
組
に
対
す
る
事
業
費
の
補
助
。

（
２
）
体
験
活
動
推
進
協
議
会

３
２
２
地
域
(各
都
道
府
県
・
市
区
町
村
)

各
都
道
府
県
・
市
区
町
村
に
お
い
て
、
様
々
な
体
験
活
動
を
推
進
し
て

い
く
上
で
の
課
題
や
成
果
に
つ
い
て
協
議
を
行
っ
た
り
、
好
事
例
の
収

集
、
各
学
校
へ
の
情
報
提
供
や
取
組
の
普
及
を
図
る
た
め
に
開
催
す
る
協

議
会
へ
の
補
助
。

２
．
補
助
事
業
者

都
道
府
県
・
市
区
町
村

３
．
補
助
率

１
／
３

農
山
漁
村
等
に
お
け
る
様
々
な
体
験
活
動
を
通
じ、
児
童
生
徒
の
豊
か
な
人
間
性
や
社
会
性
を
育
み
、自
己
有
用
感
を
高
め
、将
来
の
キ
ャリ
ア
へ
の
意

欲
を
喚
起
す
る
。

ま
た
、内
閣
官
房
、総
務
省
、文
部
科
学
省
、農
林
水
産
省
、環
境
省
が
連
携
して
農
山
漁
村
体
験
を
充
実
す
る
こと
とし
て
お
り、
地
域
人
材
や
地
域

資
源
を
活
用
す
る
こと
に
より
、異
世
代
間
交
流
や
都
市
農
村
交
流
を
図
り、
地
域
の
活
性
化
に
つ
な
げ
る
。

■
補
習
等
の
た
め
の
指
導
員
等
派
遣
事
業

2
0
1
9
年
度
予
算
額
（
案
）
3
,0
7
3
百
万
円
の
内
数

１
．
事
業
内
容

公
立
学
校
の
体
験
活
動
の
実
施
・
計
画
時
に
お
け
る
指
導
・
助

言
を
行
う
体
験
活
動
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
、
体
験
活
動
専
門
指
導
員
、

看
護
師
、
引
率
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
、
引
率
教
員
の
代
替
教
員
等
の
派

遣
に
要
す
る
経
費
の
補
助
。

２
．
補
助
事
業
者

都
道
府
県
・
指
定
都
市

（
市
区
町
村
は
間
接
補
助
）

３
．
補
助
率

１
／
３

学
校
等
に
お
け
る
宿
泊
体
験
活
動
の
取
組
に
対
す
る
支
援

体
験
活
動
の
実
施
等
に
当
た
り
学
校
を

サ
ポ
ー
ト
す
る
人
材
の
配
置

■
学
校
教
育
に
お
け
る
長
期
宿
泊
体
験
活
動
の
導
入
促
進
に

関
す
る
調
査
研
究

2
0
1
9
年
度
予
算
額
（
案
）
２
百
万
円

（
「
い
じ
め
対
策
・
不
登
校
支
援
等
総
合
推
進
事
業
」
の
一
部
）

学
校
教
育
に
お
け
る
長
期
宿
泊
体
験
活
動
の
導
入
促
進
の
た
め
、

学
校
の
参
考
と
な
る
モ
デ
ル
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
や
教
職
員
研
修
マ

ニ
ュ
ア
ル
を
開
発
す
る
。

ロ
ン
グ
・
ア
ク
テ
ィ
ビ
テ
ィ
・
ラ
ー
ニ
ン
グ

推
進
事
業

（
関
連
施
策
）

子
供
の
体
験
活
動
の
推
進

20
19
年
度
予
算
額
（
案
）
10
2百
万
円

(前
年
度
予
算
額

10
1百
万
円
)

※
百
万
円
未
満
は
端
数
処
理
を
して
い
る
た
め
合
計
と一
致
しな
い
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７．幼児教育の振興

(前 年 度 予 算 額 32,426百万円）
（20 1 9年度予算額（案） 76,233百万円）

※内閣府計上予算含む。

１．要 旨

幼児教育幼児期の教育が生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なもので

あることに鑑み、2019年10月から幼児教育無償化を実施するとともに、幼児

教育の質の向上及び環境整備を促進することにより幼児教育の振興を図る。

２．内 容

（１）幼児教育無償化の実施

幼稚園就園奨励費等 70,091百万円（ 28,231百万円）

※内閣府計上予算含む。

幼児期の教育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであり、す

べての子供に質の高い幼児教育を保障するため、幼児教育に係る保護者負担の

軽減を段階的に推進してきた。今般「経済財政運営と改革の基本方針2018」（平

成30年６月15日閣議決定）等を踏まえ、2019年10月からの全面的な無償化措置

を実施し、幼児教育無償化を一気に加速する。

（２）幼児教育の質の向上 342百万円（ 279百万円）

◆幼児教育実践の質向上総合プラン 308百万円（新 規）

・幼児教育推進体制の充実・活用強化事業 148百万円（新 規）

地方公共団体において、公私立幼稚園・保育所・認定こども園に対して一

体的に域内全体の幼児教育の質の向上を図るため、担当部局の教育・保育内

容面に係る事務の一元化や幼児教育センターの設置等、幼児教育の推進体制

を構築している都道府県及び市町村を対象に、幼児教育アドバイザーの配置

及びそれらを活用した研修支援、幼小接続の推進等に必要な費用の一部を補

助する。

【補助率：国1/2、都道府県・市町村1/2】

・幼稚園教諭免許法認定講習等推進事業 21百万円（新 規）

幼稚園教諭は二種免許状の保有率が高い一方で、上進のための免許法認定

講習等の開設数が少ないことから、講習等の開設支援を通じて一種免許状の

取得機会を拡大し、幼稚園教諭の専門性の向上を図る。

【委託事業：大学、都道府県、指定都市、中核市の教育委員会】
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・幼稚園の人材確保支援事業 70百万円（ 71百万円）

幼稚園における優秀な人材の安定的な確保を図るため、離職防止のための

研修や働きやすい環境の整備、離職者の再就職促進のためのマッチング制度

の構築など、各地域における先導的な人材確保策を支援し、有効な方法を検

証・普及する。

【委託事業：都道府県、市町村、幼稚園関係団体等】

・幼児教育の質向上のための評価実施支援事業 28百万円（新 規）

幼稚園等が教育活動や園運営について評価し更なる質の改善を図るととも

に、評価結果を踏まえた自園の現状や改善の状況を保護者や地域住民等に伝

えていくことが現在求められている。そのため自治体等が各園に対し、評価

の実施を支援するモデル的な取組を開発し普及する。

【委託事業：都道府県・市町村、幼稚園関係団体等】

・幼児教育の教育課題に対応した指導方法等充実調査研究 41百万円（新 規）

今後の教育課程の基準の改善等に向けた資料・データの収集や、小学校教

育との接続、特別な支援を要する幼児への指導、家庭教育との連携等、教育

課題に対応した指導の在り方を調査研究する。（Society5.0時代の先端技術

の活用を通じて、幼児の豊かな行動を引き出す環境の構築や教師による適切

な指導を支援するための実証研究を含む。）

【委託事業：都道府県・市町村、大学、教育関係団体等】

◆幼稚園教育課程の理解の推進 23百万円（ 26百万円）

新幼稚園教育要領について、各幼稚園が適切な教育課程を編成、実施する

上での参考資料を作成するとともに、指導上の諸課題等に関して中央及び都

道府県において研究協議会を行う。

◆ECEC Network事業の参加 11百万円（ 7百万円）

OECD において計画されている「OECD国際幼児教育・保育従事者調査」及

び「幼児教育の多面的な質に関する調査研究」に参加し、質の高い幼児教育

の提供に向けた施策展開に向けて重要な基礎情報を収集する。

※ECEC : Early Childhood Education and Care

（３）幼児教育の環境整備の充実 5,800百万円（ 3,864百万円）

◆認定こども園等への財政支援 4,505百万円（ 3,348百万円）

認定こども園の施設整備・園舎の耐震化・防犯対策に要する経費の一部を

補助するとともに、幼稚園教諭免許と保育士資格の併有促進、研修等の実施、
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園務改善のためのICT化等を支援する。

認定こども園施設整備交付金 3,424百万円（ 2,248百万円）

【負担割合：国1/2 市町村1/4 事業者1/4 等】

※平成30年度補正予算額（案）： 10,829百万円（第1次補正予算額含む。）

教育支援体制整備事業費交付金 1,081百万円（ 1,100百万円）

【負担割合：国3/4 事業者1/4 等】

◆私立幼稚園の施設整備の充実 1,295百万円（ 516百万円）

緊急の課題となっている耐震化のための耐震補強、耐震改築、非構造部材

の耐震対策等に要する経費とともに、防犯対策、アスベスト対策やエコ改修

等に要する経費の一部を補助することにより、幼稚園の環境整備を図る。

【補助率：1/3（Is値0.3未満の耐震補強は1/2）】

※平成30年度補正予算額（案）：1,509百万円（第1次補正予算額含む。）
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幼
児
教
育
の
振
興

背
景

１
．
幼
児
教
育
無
償
化
の
実
施
（
幼
稚
園
就
園
奨
励
費
補
助
等
）

70
1億
円
（
28
3億
円
）

※
内
閣
府
計
上
予
算
含
む

背
景

２
．
幼
児
教
育
の
質
の
向
上

3.
4億
円
（
2.
8億
円
）

３
．
幼
児
教
育
の
環
境
整
備
の
充
実

58
億
円
（
39
億
円
）

背
景

○
幼

児
教

育
実

践
の

質
向

上
総

合
プ

ラ
ン

3
.1

億
円

（
2

.5
億

円
）

幼
児
教
育
の
無
償
化
と
あ
わ
せ
て
、
幼
児
教
育
の
質
の
向
上
も
極
め
て
重
要
。
平
成
3
0
年
４
月
か
ら
実
施
さ
れ
た
新
し
い
幼
稚
園
教
育
要
領
等
を
踏
ま
え

つ
つ
、
幼
児
教
育
の
実
践
の
更
な
る
質
の
確
保
・
向
上
を
図
る
必
要
が
あ
る
。
そ
の
た
め
、
地
方
公
共
団
体
に
お
け
る
幼
児
教
育
推
進
体
制
の
充
実
・
活
用

強
化
、
幼
稚
園
等
に
お
け
る
人
材
確
保
の
取
組
や
質
向
上
の
た
め
の
評
価
の
実
施
へ
の
支
援
、
幼
稚
園
教
諭
の
専
門
性
向
上
に
向
け
た
免
許
上
進
を
推
進
す

る
と
と
も
に
、
S
o
ci
e
ty
5
.0
時
代
の
先
端
技
術
を
活
用
し
た
幼
児
教
育
分
野
の
実
証
研
究
等
の
事
業
を
実
施
す
る
。

20
19
年
度
予
算
額
（
案
）
76
2億
円
※
内
閣
府
計
上
予
算
含
む

（
前
年
度
予
算
額
32
4億
円
）

平
成

3
0

年
度

補
正

予
算

額
（

案
）

1
2

3
億

円

○
幼

稚
園

教
育

課
程

の
理

解
の

推
進

・
E
C

E
C

 N
e
tw

o
rk

事
業

の
参

加
0

.3
億

円
（

0
.3

億
円

）
新
幼
稚
園
教
育
要
領
の
理
解
の
下
、
適
切
な
教
育
課
程
が
編
成
・
実
施
さ
れ
る
よ
う
、
研
究
協
議
会
の
開
催
や
指
導
資
料
の
作
成
を
行
う
。
ま
た
、

O
E
C
D
に
お
い
て
計
画
さ
れ
て
い
る
調
査
に
参
加
し
、
幼
児
教
育
の
質
の
向
上
を
図
る
た
め
の
政
策
立
案
に
資
す
る
デ
ー
タ
や
各
国
の
事
例
を
収
集
す
る
。

背
景

○
私

立
幼

稚
園

施
設

整
備

費
1

3
億

円
（

5
億

円
）

平
成

3
0

年
度

補
正

予
算

額
（

案
）

1
5

億
円

緊
急
の
課
題
とな
って
い
る
耐
震
化
の
た
め
の
耐
震
補
強
・改
築
、非
構
造
部
材
の

耐
震
対
策
等
の
安
全
対
策
等
の
防
災
機
能
強
化
工
事
に
要
す
る
経
費
とと
も
に
、防

犯
対
策
、ア
ス
ベ
ス
ト対
策
、エ
コ改
修
等
に
要
す
る
経
費
の
一
部
を補
助
し、
幼
稚

園
の
環
境
整
備
を
図
る
。

※
「防
災
・減
災
、国
土
強
靭
化
の
た
め
の
３
か
年
緊
急
対
策
」

へ
の
対
応
とし
て
、に
約
８
億
円
を
計
上
。

※
補
正
予
算
額
（
案
）
に
は
一
次
補
正
予
算
額
含
む
。

○
認

定
こ

ど
も

園
等

へ
の

財
政

支
援

4
5

億
円

（
3

3
億

円
）

平
成

3
0

年
度

補
正

予
算

額
（

案
）

1
0

8
億

円
認
定
こど
も
園
の
設
置
促
進
の
た
め
、認
定
こど
も
園
の
施
設
整
備
・園
舎
の
耐
震

化
・防
犯
対
策
に
要
す
る
経
費
の
一
部
を
補
助
す
る
とと
も
に
、幼
稚
園
教
諭
免
許
と

保
育
士
資
格
の
併
有
促
進
、研
修
等
の
実
施
、園
務
改
善
の
た
め
の
IC
T化
等
を支

援
し、
子
供
を安
心
して
育
て
る
こと
が
出
来
る
体
制
の
整
備
を促
進
す
る
。

♦
認
定
こど
も
園
施
設
整
備
交
付
金

34
億
円

♦
教
育
支
援
体
制
整
備
事
業
費
交
付
金

11
億
円

※
「防
災
・減
災
、国
土
強
靭
化
の
た
め
の
３
か
年
緊
急
対
策
」

へ
の
対
応
とし
て
、に
約
11
億
円
を
計
上
。

※
補
正
予
算
額
（
案
）
に
は
一
次
補
正
予
算
額
含
む
。

幼
児
期
の
教
育
は
、
生
涯
に
わ
た
る
人
格
形
成
の
基
礎
を
培
う
重
要
な
も
の
で
あ
り
、
す
べ
て
の
子
供
に
質
の
高
い
幼
児
教
育
を
保
障
す
る
た
め
、
幼
児
教
育

に
係
る
保
護
者
負
担
の
軽
減
を
段
階
的
に
推
進
し
て
き
た
。
今
般
「
経
済
財
政
運
営
と
改
革
の
基
本
方
針
2
0
1
8
」
（
平
成
3
0
年
６
月
1
5
日
閣
議
決
定
）
等
を
踏

ま
え
、
2
0
1
9
年
1
0
月
か
ら
の
全
面
的
な
無
償
化
措
置
を
実
施
し
、
幼
児
教
育
無
償
化
を
一
気
に
加
速
す
る
。

※
2
0
1
9
年
4
月
か
ら
9
月
ま
で
は
、
現
行
の
幼
稚
園
就
園
奨
励
費
補
助
を
実
施
。
1
0
月
以
降
は
新
た
な
事
業
に
よ
り
無
償
化
を
実
施
す
る
（
予
算
計
上
は
内
閣
府
）
。

ま
た
、
現
在
、
幼
稚
園
就
園
奨
励
費
補
助
の
対
象
と
な
っ
て
い
な
い
国
立
大
学
附
属
幼
稚
園
や
特
別
支
援
学
校
幼
稚
部
等
も
無
償
化
の
対
象
と
す
る
。
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幼
児
教
育
無
償
化
の
実
施
（
幼
稚
園
就
園
奨
励
費
補
助
等
）

幼
児
期
の
教
育
は
、
生
涯
に
わ
た
る
人
格
形
成
の
基
礎
を
培
う
重
要
な
も
の
で
あ
り
、
す
べ
て
の
子
供
に
質
の
高
い
幼
児
教
育
を
保
障
す
る
た
め
、
幼
児
教
育
に

係
る
保
護
者
負
担
の
軽
減
を
段
階
的
に
推
進
し
て
き
た
。
今
般
「
経
済
財
政
運
営
と
改
革
の
基
本
方
針
2
0
1
8
」
（
平
成
3
0
年
６
月
1
5
日
閣
議
決
定
）
等
を
踏
ま
え
、

2
0
1
9
年
1
0
月
か
ら
の
全
面
的
な
無
償
化
措
置
を
実
施
し
、
幼
児
教
育
無
償
化
を
一
気
に
加
速
す
る
。

幼
児
教
育
無
償
化
の
実
施

国
庫
補
助
限
度
額
（
平
成
30
年
度
）

※
上
記
表
の
（
）
内
の
金
額
は
、保
護
者
が
実
際
に
負
担
す
る
月
額
の
目
安
。補
助
限
度
額
は
保
育
料
の

全
国
平
均
単
価
（
30
8,
00
0円
）
。

※
市
町
村
民
税
所
得
割
課
税
額
（
補
助
基
準
額
）
及
び
年
収
は
、夫
婦
（
片
働
き
）
と子
供
２
人
世
帯

の
場
合
の
金
額
で
あ
り、
年
収
は
お
お
ま
か
な
目
安
。

※
ひ
とり
親
世
帯
等
に
は
、在
宅
障
害
児
（
者
）
の
い
る
世
帯
、生
活
保
護
法
に
定
め
る
要
保
護
者
等
特
に

困
窮
して
い
る
と市
町
村
の
長
が
認
め
た
世
帯
等
を
含
む
。

※
就
園
奨
励
事
業
は
市
町
村
が
行
う事
業
で
あ
り、
実
際
の
補
助
額
は
市
町
村
に
よ
り異
な
る
。

2
0
1
9
年
4
月
か
ら
9
月
ま
で
の
間
は
、
引
き
続
き
幼
稚
園
就
園
奨
励
費
補

助
事
業
を
実
施
。
補
助
対
象
、
補
助
率
（
原
則
1
/3
以
内
）
、
国
庫
補
助
限

度
額
等
に
つ
い
て
は
、
平
成
3
0
年
度
と
同
様
。

幼
稚
園
就
園
奨
励
費
補
助
事
業
＜
20
19
年
4月
～
9月
＞

予
算
額
案
14
1億
円

第
1子

第
2子

第
3子
以
降

27
2,
00
0円

（3
,0
00
円
）

18
7,
20
0円

24
7,
00
0円

30
8,
00
0円

（1
0,
10
0円
）

（5
,0
50
円
）

（0
円
）

27
2,
00
0円

（3
,0
00
円
）

62
,2
00
円

18
5,
00
0円

30
8,
00
0円

(2
0,
50
0円
)

(1
0,
25
0円
)

（0
円
）

0円
15
4,
00
0円

30
8,
00
0円

(2
5,
70
0円
)

(1
2,
85
0円
)

（0
円
）

階
　
層
　
区
　
分

第
Ⅰ
階
層
　
生
活
保
護
世
帯

第
Ⅱ
階
層
　
市
町
村
民
税
非
課
税
世
帯
等

（年
収
約
27
0万
円
未
満
相
当
）

ひ
と
り
親
世
帯
等
の
特
例

補
　
助
　
単
　
価

（0
円
）

30
8,
00
0円

30
8,
00
0円

（0
円
）

30
8,
00
0円

（0
円
）

第
Ⅳ
階
層
　
市
町
村
民
税
所
得
割
課
税
額
21
1,
20
0円
以
下
の
世
帯

（年
収
約
68
0万
円
未
満
相
当
）

第
Ⅴ
階
層
　
市
町
村
民
税
所
得
割
課
税
額
21
1,
20
1円
以
上
の
世
帯

（年
収
約
68
0万
円
以
上
）

ひ
と
り
親
世
帯
等
の
特
例

第
Ⅲ
階
層
　
市
町
村
民
税
所
得
割
課
税
額
77
,1
00
円
以
下
の
世
帯

（年
収
約
36
0万
円
未
満
相
当
）

30
8,
00
0円

（0
円
）

20
19
年
度
予
算
額
（
案
）
70
1億
円
※
内
閣
府
計
上
予
算
含
む

(前
年
度
予
算
額

28
3億
円
)

2
0
1
9
年
1
0
月
か
ら
新
し
い
無
償
化
事
業
を
実
施
（
幼
稚
園
就
園
奨
励
費

補
助
事
業
は
廃
止
）
。
新
し
い
事
業
の
対
象
等
は
以
下
の
と
お
り
。

新
しい
無
償
化
事
業
＜
20
19
年
10
月
～
＞

○
対

象
：
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
新
制
度
未
移
行
の
私
立
幼
稚
園
、

特
別
支
援
学
校
幼
稚
部
、
国
立
大
学
附
属
幼
稚
園
の
園
児

※
下
線
部
は
現
行
の
幼
稚
園
就
園
奨
励
費
補
助
の
対
象
外
施
設
。

○
負
担
割
合
：
国
1
/
2
、
都
道
府
県
1
/
4
、
市
町
村
1
/
4

※
国
立
大
学
附
属
施
設
は
国
1
0
/1
0
。

○
上
限
額
：
月
額
2
5
,7
0
0
円

※
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
新
制
度
に
お
け
る
利
用
者
負
担
額
を
上
限
。

※
こ
れ
ま
で
の
年
額
算
定
か
ら
月
額
算
定
に
変
更
。

※
国
立
大
学
附
属
施
設
は
、
幼
稚
園
月
額
8
,7
0
0
円
、
特
別
支
援
学
校

幼
稚
部
月
額
4
0
0
円
。

予
算
額
案
56
0億
円

※
内
閣
府
計
上
予
算

※
これ
まで
幼
稚
園
就
園
奨
励
費
補
助
事
業
に
お
い
て
、階
層
判
定
の
た
め
に

行
って
い
た
所
得
や
子
供
の
数
の
確
認
等
は
不
要
とな
る
。

※
支
給
方
法
（
償
還
払
い
、現
物
給
付
な
ど）
に
つ
い
て
は
、幼
稚
園
就
園
奨

励
費
と同
様
に
、市
区
町
村
が
実
情
に
応
じて
選
択
す
る
仕
組
み
とす
る
。
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幼
児

教
育

実
践

の
質

向
上

総
合

プ
ラ

ン
20

19
年

度
予

算
額

（
案

）
30

8百
万

円
(新

規
)

【新
規

】幼
児

教
育

推
進

体
制

の
充

実
・活

用
強

化
事

業
14

8百
万

円
地
方
公
共
団
体
に
お
い
て
、
公
私
立
幼
稚
園
・
保
育
所
・
認
定
こ
ど
も
園
に
対
し
て
一
体
的
に
域
内
全
体
の
幼
児
教

育
の
質
の
向
上
を
図
る
た
め
、
担
当
部
局
の
教
育
・
保
育
内
容
面
に
係
る
事
務
の
一
元
化
や
幼
児
教
育
セ
ン
タ
ー
の
設

置
等
、
幼
児
教
育
の
推
進
体
制
を
構
築
し
て
い
る
都
道
府
県
及
び
市
町
村
を
対
象
に
、
幼
児
教
育
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
配

置
及
び
そ
れ
ら
を
活
用
し
た
研
修
支
援
、
幼
小
接
続
の
推
進
等
に
必
要
な
費
用
の
一
部
を
補
助
す
る
。

公
私
・
施
設
類
型
に
関
わ
ら
ず
域

内
全
体
の
幼
児
教
育
の
質
の
向
上

を
一
体
的
に
推
進

【新
規

】幼
稚

園
教

諭
免

許
法

認
定

講
習

等
推

進
事

業
21

百
万

円
幼
稚
園
教
諭
免
許
状
の
上
進
の
た
め
の
免
許
法
認
定
講
習
等
の
開
設
数
が
少
な
い
こ
と
か
ら
、
講
習
等
の
開
設
支
援

を
通
じ
て
一
種
免
許
状
の
取
得
機
会
を
拡
大
し
、
幼
稚
園
教
諭
の
専
門
性
の
向
上
を
図
る
。

幼
児
教
育
の
無
償
化
と
あ
わ
せ
て
、
幼
児
教
育
の
質
の
向
上
も
極
め
て
重
要
。
平
成
3
0
年
４
月
か
ら
実
施
さ
れ
た
新
し
い
幼
稚
園
教
育
要
領
等
を
踏
ま
え
つ
つ
、
幼

児
教
育
の
実
践
の
更
な
る
質
の
確
保
・
向
上
を
図
る
必
要
が
あ
る
。
そ
の
た
め
、
地
方
公
共
団
体
に
お
け
る
幼
児
教
育
推
進
体
制
の
充
実
・
活
用
強
化
、
幼
稚
園
等
に

お
け
る
人
材
確
保
の
取
組
や
質
向
上
の
た
め
の
評
価
の
実
施
へ
の
支
援
、
幼
稚
園
教
諭
の
専
門
性
向
上
に
向
け
た
免
許
上
進
の
推
進
す
る
と
と
も
に
、
S
o
ci
e
ty
5
.0

時
代
の
先
端
技
術
の
活
用
を
活
用
し
た
幼
児
教
育
分
野
の
実
証
研
究
等
、
以
下
の
事
業
を
実
施
す
る
。

幼
稚
園
教
諭
の
専
門
性
の
向
上
、

社
会
的
地
位
の
向
上

【継
続

】幼
稚

園
の

人
材

確
保

支
援

事
業

70
百

万
円

幼
稚
園
教
諭
の
新
規
採
用
促
進
、
離
職
防
止
・
定
着
促
進
な
ど
、
各
地
域
に
お
け
る
幼
稚
園
の
人
材
確
保
に
向
け
た

先
導
的
な
取
組
を
支
援
し
、
有
効
な
方
法
を
検
証
・
普
及
す
る
。

【新
規

】幼
児

教
育

の
質

向
上

の
た

め
の

評
価

実
施

支
援

事
業

28
百

万
円

幼
稚
園
等
が
教
育
活
動
や
園
運
営
に
つ
い
て
評
価
し
更
な
る
質
の
改
善
を
図
る
と
と
も
に
、
評
価
結
果
を
踏
ま
え
た

自
園
の
現
状
等
を
保
護
者
な
ど
に
伝
え
て
い
く
た
め
、
自
治
体
等
が
各
園
の
評
価
の
実
施
を
支
援
す
る
モ
デ
ル
的
な
取

組
を
開
発
し
普
及
す
る
。

幼
稚
園
等
に
お
け
る
安
定
・
継
続

的
な
学
校
運
営
、
教
育
活
動
等
の

改
善

【新
規

】幼
児

教
育

の
教

育
課

題
に

対
応

した
指

導
方

法
等

充
実

調
査

研
究

41
百

万
円

（
先

端
技

術
を

活
用

した
幼

児
教

育
分

野
の

実
証

研
究

含
む

）
幼
児
教
育
の
教
育
課
題
に
つ
い
て
の
実
態
把
握
や
効
果
的
な
指
導
の
在
り
方
に
つ
い
て
調
査
研
究
を
実
施
す
る
。

(e
x.
幼
小
の
円
滑
な
接
続
に
向
け
た
教
育
課
程
や
指
導
の
在
り
方
、
教
員
の
キ
ャ
リ
ア
形
成
を
支
え
る
研
修
の
在
り
方
)

ま
た
、
S
o
ci
e
ty
5
.0
時
代
の
先
端
技
術
の
活
用
な
ど
を
通
じ
て
、
園
内
環
境
や
幼
児
行
動
、
教
員
の
働
き
か
け
等
を

総
合
的
・
多
角
的
に
捕
捉
・
可
視
化
し
、
幼
児
の
豊
か
な
行
動
を
引
き
出
す
環
境
の
構
築
や
教
師
に
よ
る
適
切
な
指
導

を
支
援
す
る
た
め
の
実
証
研
究
を
実
施
す
る
。

指
導
方
法
や
園
内
環
境
改
善
の
た

め
の
手
法
の
開
発
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幼
児

教
育

推
進

体
制

の
充

実
・活

用
強

化
事

業

背
景

○
教

科
書

の
よ

うな
主

た
る

教
材

を
用

い
な

い
「環

境
を

通
し

て
行

う教
育

」の
難

し
さ

を
乗

り越
え

る
人

材
育

成
が

必
要

。
○

新
幼

稚
園

教
育

要
領

等
の

着
実

な
実

施
、小

学
校

教
育

へ
の

円
滑

な
接

続
、特

別
な

配
慮

を
必

要
とす

る
幼

児
へ

の
対

応
な

ど、
現

場
で

の
研

修
ニ

ー
ズ

は
高

い
。

○
若

年
保

育
者

が
多

く離
職

率
の

高
い

職
場

に
お

い
て

、園
長

の
リー

ダー
シ

ップ
の

下
、

学
び

・育
て

合
う仕

組
み

作
りと

支
援

が
必

要
。

○
関

係
団

体
が

独
自

の
研

修
を

実
施

して
お

り、
既

存
の

資
源

や
ネ

ット
ワ

ー
クを

生
か

した
連

携
が

必
要

。

○
幼

児
教

育
は

複
数

の
施

設
類

型
が

存
在

し、
そ

の
多

くが
私

立
で

あ
る

た
め

、教
育

内
容

面
の

支
援

に
関

して
、公

立
中

心
の

小
学

校
以

降
とは

異
な

る
対

応
が

必
要

•
３
～
５
歳
児
の
約
半
数
ず
つ
が
幼
稚
園
、
保
育
所
に
そ
れ
ぞ
れ
在
園

•
幼
稚
園
児
数
の
約
８
割
、
保
育
所
在
所
児
数
の
約
６
割
、
認
定
こ
ど
も
園
在
園
児
数
の
約
９
割
が
私
立

○
約

６
割

の
地

方
公

共
団

体
で

公
私

、施
設

類
型

に
よ

り担
当

部
局

が
異

な
り、

一
体

的
な

取
組

の
実

施
に

課
題

が
あ

る
○

教
育

委
員

会
で

は
、他

学
校

種
と比

べ
て

幼
稚

園
に

係
る

体
制

が
手

薄
幼

児
教

育
担

当
指

導
主

事
を

配
置

す
る

都
道

府
県

・市
町

村
は

、約
半

数
、う

ち
専

門
性

を有
す

る
の

は
、約

４
割

幼
児

教
育

セ
ン

タ
ー

の
設

置
、幼

児
教

育
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
の

配
置

•
研

修
機

会
・参

加
者

数
の

増
（

特
に

保
育

所
、私

立
幼

稚
園

）
、幼

小
接

続
の

進
展

、保
育

実
践

の
質

の
向

上
等

に
貢

献
。

•
担

当
部

局
の

教
育

・保
育

内
容

面
に

係
る

事
務

が
一

体
的

に
行

わ
れ

て
い

な
い

と、
私

立
幼

稚
園

や
保

育
所

に
対

して
の

支
援

が
広

が
りに

くい
。

•
取

組
を

域
内

全
体

へ
、日

本
全

国
へ

と広
げ

る
必

要
が

あ
る

。

【H
28

~
30

の
モ

デ
ル

構
築

】
【成

果
と課

題
】

背
景 事

業
概

要
地

方
公

共
団

体
に

お
い

て
、公

私
立

幼
稚

園
・保

育
所

・認
定

こど
も

園
に

対
して

一
体

的
に

域
内

全
体

の
幼

児
教

育
の

質
の

向
上

を
図

る
た

め
、担

当
部

局
の

教
育

・保
育

内
容

面
に

係
る

事
務

の
一

元
化

や
幼

児
教

育
セ

ン
タ

ー
の

設
置

等
、幼

児
教

育
の

推
進

体
制

を
構

築
して

い
る

都
道

府
県

及
び

市
町

村
を

対
象

に
、

幼
児

教
育

ア
ドバ

イ
ザ

ー
の

配
置

及
び

そ
れ

らを
活

用
した

研
修

支
援

、幼
小

接
続

の
推

進
等

に
必

要
な

費
用

の
一

部
を

補
助

す
る

。

主
な

要
件

●
事

業
期

間
：

３
年

間
●

補
助

対
象

者
：

都
道

府
県

・市
町

村
●

補
助

率
：

１
／

２

担
当

部
局

を
一

元
化

して
い

る
こと

※
教

育
・保

育
内

容
面

に
係

る
事

務
の

み
の

一
元

化
で

も
可

※
平

成
32

年
度

当
初

か
らで

も
可

幼
児

教
育

セ
ン

タ
ー

を
設

置
して

い
る

こと
小

学
校

指
導

担
当

課
との

連
携

体
制

確
保

主
な

補
助

内
容

：

•幼
児

教
育

ア
ド

バ
イ

ザ
ー

の
配

置
、質

向
上

の
た

め
の

取
組

、新
規

ア
ド

バ
イ

ザ
ー

の
育

成
国

の
役

割

国
は

、
地

方
公

共
団

体
同

士
が

互
い

に
情

報
交

換
で

き
る

よ
う、

横
の

ネ
ット

ワ
ー

ク化
を

図
る

とと
も

に
、

本
事

業
の

評
価

・分
析

を
実

施
す

る
。

体
制

の
充

実

体
制

活
用

の
た

め
の

人
材

育
成

方
針

体
制

の
活

用

域
内

全
体

へ
の

波
及

教
育

内
容

面
で

の
質

向
上

を
担

う地
方

公
共

団
体

の
体

制
が

、必
ず

し
も

十
分

で
は

な
い

地
方

公
共

団
体

の
体

制
に

関
す

る
現

状
と課

題
幼

児
教

育
現

場
に

お
け

る
現

状
と課

題

保
育
者
の
専
門
性
の
向
上
は
公
私
・
施
設
類
型
に
共
通
す
る
課
題

•幼
児

教
育

の
実

践
の

質
向

上
の

た
め

の
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
の

作
成

・活
用

保
育

者
に

必
要

な
資

質
・能

力
の

明
確

化
、そ

れ
に

基
づ

くキ
ャリ

ア
ス

テ
ー

ジ
に

応
じた

人
材

育
成

の
内

容
・方

法
の

明
確

化
な

ど

•研
修

支
援

、幼
小

接
続

の
推

進

•都
道

府
県

・市
町

村
の

連
携

を
含

め
た

域
内

全
体

の
質

向
上

を
図

る
た

め
の

仕
組

み
作

り

保
育

者
の

専
門

性
の

向
上

や
幼

小
接

続
等

に
関

す
る

公
私

・施
設

類
型

を
超

え
た

一
体

的
な

研
修

支
援

、巡
回

訪
問

、園
内

研
修

の
中

核
とな

る
ミド

ル
リー

ダー
の

育
成

な
ど

都
道

府
県

・市
町

村
ア

ドバ
イザ

ー
の

連
携

、行
政

関
係

者
、園

長
会

、関
係

団
体

等
に

よ
る

関
係

者
協

議
会

の
開

催
な

ど

20
19

年
度

予
算

額
（

案
）

14
8百

万
円

(前
年

度
予

算
額

新
規

)

mitsui
テキスト ボックス
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幼
稚

園
教

諭
免

許
法

認
定

講
習

等
推

進
事

業
○

現
職

の
幼

稚
園

教
諭

は
、二

種
免

許
状

所
有

者
が

中
心

で
あ

り、
他

学
校

種
と比

べ
て

も
そ

の
割

合
が

極
め

て
高

い
。（

幼
稚

園
：

68
%

、小
学

校
：

14
%

、中
学

校
：

3.
9%

）

事
業

内
容

期
待

さ
れ

る
効

果
保

育
者

の
専

門
性

の
向

上
（

特
に

、中
堅

教
師

の
キ

ャリ
アア

ップ
とし

て
活

用
）

園
運

営
の

改
善

、幼
児

教
育

の
質

の
向

上
、幼

稚
園

教
員

等
の

社
会

的
地

位
の

向
上

幼
稚

園
教

諭
免

許
状

の
上

進
の

た
め

の
免

許
法

認
定

講
習

等
の

開
設

数
が

少
な

い
こと

か
ら、

講
習

等
の

開
設

支
援

を
通

じて
一

種
免

許
状

の
取

得
機

会
を

拡
大

し、
幼

稚
園

教
諭

の
専

門
性

の
向

上
を

図
る

。

■
委

託
先

：
大

学
*、

都
道

府
県

、指
定

都
市

、中
核

市
の

教
育

委
員

会
*短

期
大

学
は

専
攻

科
を

有
す

る
場

合
に

限
る

。

背
景

各
学
校
に
お
け
る
保
有
免
許
状
別
の
教
員
構
成
（
％
）

※
各
学
校
に
勤
務
す
る
養
護
教
諭
、
栄
養
教
諭
を
含
む
。
「
そ
の
他
」
は
臨
時
免
許
状
、
特
別
免
許
状
等
を
含
む
。
文
部
科
学
省

「
平
成
28
年
度
学
校
教
員
統
計
調
査
」
よ
り
作
成
。

幼
稚
園

小
学
校

中
学
校

国
立

公
立

私
立

国
立

公
立

私
立

国
立

公
立

私
立

専
修

0.
5

9.
8

0.
7

0.
4

5.
1
17
.1

5.
0

6.
3

8.
4
25
.9

7.
6
17
.1

一
種

27
.2
64
.3
42
.6
23
.6
78
.9
73
.6
79
.2
61
.9
87
.3
71
.3
88
.2
77
.2

二
種

68
.0
22
.5
54
.0
71
.3
14
.0

8.
2
14
.0
16
.9

3.
9

2.
5

4.
0

2.
3

そ
の
他

4.
3

3.
4

2.
7

4.
7

2.
0

1.
1

1.
8
14
.9

0.
4

0.
3

0.
2

3.
4

本
来

要
請

さ
れ

て
い

る
一

種
免

許
状

所
有

者
の

増
加

を
促

進
す

る
必

要
○

教
育

職
員

免
許

法
（

昭
和

二
十

四
年

法
律

第
百

四
十

七
号

）
（

二
種

免
許

状
を有

す
る

者
の

一
種

免
許

状
の

取
得

に
係

る
努

力
義

務
）

第
九

条
の

五
教

育
職

員
で

、そ
の

有
す

る
相

当
の

免
許

状
（

中
略

）
が

二
種

免
許

状
で

あ
る

も
の

は
、相

当
の

一
種

免
許

状
の

授
与

を受
け

る
よう

に
努

め
な

け
れ

ば
な

らな
い

。

大
学

・教
育

委
員

会

文
部

科
学

大
臣

幼
稚

園
団

体

幼
稚

園
教

員
等

①
認

定
講

習
申

請
②

認
定

④
受

講
・単

位
修

得

一
種

免
許

状
の

取
得

促
進

目
標

の
提

示

＜
事

業
イメ

ー
ジ

＞

免
許

法
認

定
講

習
等

の
開

設

③
科

目
、単

位
数

に
関

す
る

受
講

相
談

講
習

の
実

施
に

係
る

講
師

謝
金

、旅
費

、会
場

借
料

等
の

経
費

を
支

援

○
保

育
士

資
格

の
併

有
率

は
約

82
％

と高
い

。
※

文
部
科
学
省
「
平
成
28
年
度
幼
児
教
育
実
態
調
査
」

都
道

府
県

教
育

委
員

会
⑤

上
進

の
申

請

⑥
一

種
免

許
状

の
授

与

○
上

級
免

許
状

取
得

の
た

め
の

単
位

は
大

学
等

で
修

得
す

る
必

要
が

あ
る

が
、

休
日

や
長

期
休

業
期

間
中

に
履

修
す

る
な

ど、
現

職
教

員
が

働
き

な
が

ら上
進

で
きる

環
境

が
求

め
られ

て
い

る
。

○
現

状
で

は
、そ

うし
た

単
位

修
得

に
資

す
る

免
許

法
認

定
講

習
等

は
、半

数
以

上
の

都
道

府
県

で
実

施
され

て
お

らず
、実

施
件

数
等

も
少

な
い

。 平
成
30
年
度

20
19

年
度

予
算

額
（

案
）

21
百

万
円

(前
年

度
予

算
額

新
規

)

開
設
者
数

開
設
状
況

教
育
委
員
会

大
学

計
（
都
道
府
県
数
）

科
目
数

単
位
数

20
3

23
(2
0)

65
69

※
例
え
ば
、
特
別
支
援
学
校
教
諭
免
許
状
に
関
す
る
認
定
講
習
等
は
全
都
道
府
県
で
開
設
さ
れ
て
い
る
。

mitsui
テキスト ボックス
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背
景
・
課
題

【
近
年
の
動
向
】

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
関
係
の
人
材
需
要
の

急
速
な
増
加
を
受
け
て
、
幼
児
教
育
の
質
を

支
え
る
優
秀
な
人
材
の
確
保
が
喫
緊
の
課
題

【
主
な
課
題
】

・
免
許
取
得
者
が
他
業
種
に
就
職
⇒
新
規
採
用
促
進

・
若
年
離
職
者
が
多
い
⇒
離
職
防
止
・
定
着
促
進

・
離
職
者
の
再
就
職
が
少
な
い
⇒
再
就
職
促
進

幼
稚
園
教
諭
免
許
取
得
者
の
幼
稚
園
・
認
定
こ
ど
も
園
へ
の
就
職
率
：
約
２
５
％

（
小
学
校
教
諭
免
許
状
取
得
者
の
小
学
校
へ
の
就
職
率
：
約
５
０
％
）

幼
稚
園
教
諭
離
職
者
の
う
ち
3
0
歳
未
満
の
割
合
：
約
６
１
％
（
小
学
校
教
諭
：
約
８
％
）

幼
稚
園
教
諭
の
平
均
勤
続
年
数
：
約
７
年
（
小
学
校
教
諭
：
約
１
７
年
）

（
※
）
待
機
児
童
対
策
と
し
て
の
保
育
所
等
の
増
設

及
び
保
育
士
確
保
に
向
け
た
様
々
な
取
組
の

影
響
も
あ
り
、
幼
稚
園
関
係
者
か
ら
は
、
幼
稚

園
の
人
材
確
保
が
こ
れ
ま
で
以
上
に
困
難
と
な

っ
て
い
る
と
の
指
摘
。

幼
稚
園
教
諭
採
用
者
の
う
ち
元
教
員
の
割
合
：
約
１
３
％
（
小
学
校
教
諭
：
約
２
７
％
）

幼
稚

園
の

人
材

確
保

支
援

事
業

事
業
の
内
容

◆
各
地
域
に
お
け
る
幼
稚
園
の
人
材
確
保
に
向
け
た
先
導
的
な
取
組
を
支
援
し
、
有
効
な
方
法
を
検
証
・
普
及

養
成
校
（
学
生
）

幼
稚
園

離
職
者

・
合
同
就
職
説
明
会
、
魅
力
発
信

・
養
成
校
と
の
連
携
強
化
等

新
規
採
用
促
進

・
労
務
環
境
改
善
に
係
る
巡
回
指
導
・
研
修

・
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
研
修
や
専
門
家
に
よ
る
相
談
等

離
職
防
止
・
定
着
促
進
（
働
き
方
改
革
）

・
離
職
時
の
登
録
制
度
、
情
報
提
供

・
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
に
よ
る
マ
ッ
チ
ン
グ
等

再
就
職
促
進

期
待

さ
れ

る
効

果
・
各
地
域
に
お
い
て
、
安
定
的
な
人
材
確
保
を
可
能
と
し
、
幼
稚
園
の
継
続
的
な
運
営
を
保
障
す
る
。

・
各
園
に
お
け
る
人
材
の
定
着
及
び
経
験
者
の
再
就
職
を
促
進
す
る
こ
と
に
よ
り
、
経
験
豊
か
で
力
量
の
あ
る
幼
稚
園
教
諭
を
増
加
さ
せ
、

幼
児
教
育
の
質
の
更
な
る
向
上
を
推
進
す
る
。

平
成
3
1
年
度
は
、
新
た
に
、
効
果
が
見
込
ま
れ
る
優
良
な
取
組
（
※
）
に
つ
い
て
他
地
域
等
に
お
い
て
更
な
る
効
果
検
証
を
行
う
と
と
も

に
、
事
業
開
始
か
ら
こ
れ
ま
で
３
年
間
の
取
組
全
体
に
つ
い
て
、
第
三
者
機
関
に
よ
る
客
観
的
な
分
析
を
実
施

（
※
）
医
師
等
の
派
遣
に
よ
る
教
員
の
負
担
感
軽
減
、
再
就
職
支
援
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
に
よ
る
マ
ッ
チ
ン
グ
、
社
会
保
険
労
務
士
等
を
活
用
し
た
働
き
方
改
革
等

◆
委
託
先
・
事
業
規
模
（
予
定
）
①
先
導
的
な
取
組
の
支
援
：
１
２
団
体
（
都
道
府
県
及
び
幼
稚
園
団
体
等
）
／
３
０
０
万
円
～
８
０
０
万
円
程
度

②
第
三
者
機
関
に
よ
る
分
析
：
１
団
体
（
シ
ン
ク
タ
ン
ク
等
）
／
１
５
０
０
万
円
程
度

20
19

年
度

予
算

額
（

案
）

70
百

万
円

(前
年

度
予

算
額

71
百

万
円

)

56



幼
児

教
育

の
質

向
上

の
た

め
の

評
価

実
施

支
援

事
業

課
題

幼
児
教
育
の
無
償
化
の
実
施
や
、
新
し
い
幼
稚
園
教
育
要
領
に
お
い
て
「
社
会
に
開
か
れ
た
教
育
課
程
」
の
理
念
が
示
さ
れ
る
中
、
幼
稚
園
等
は
教
育
活
動
や
園
運
営

に
つ
い
て
評
価
し
更
な
る
質
の
改
善
を
図
る
と
と
も
に
、
評
価
結
果
を
踏
ま
え
た
自
園
の
現
状
や
改
善
の
状
況
を
保
護
者
や
地
域
住
民
等
に
伝
え
て
い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ

て
い
る
。

事
業

内
容

都
道
府
県
・
指
定
都
市
等
に
よ
る
幼
稚
園
へ
の
評
価
実
施
の
支
援
が
進
み
、
各
園
に
お
け
る
評
価
に
基
づ
い
た
教
育
活
動
・
学
校
運
営

の
改
善
が
図
ら
れ
る
。

調
査
研
究
を
通
じ
て

期
待
さ
れ
る
効
果

調
査
研
究
を
通
じ
て

期
待
さ
れ
る
効
果

【
幼
稚
園
現
場
で
の
実
施
上
の
課
題
】

・
幼
稚
園
は
１
園
あ
た
り
の
教
員
数
平

均
人
数
が
９
名
と
規
模
が
小
さ
く
評
価

の
実
施
体
制
が
弱
い
。

・
他
校
種
に
比
べ
、
評
価
を
実
施
し
な

い
理
由
に
つ
い
て
、
実
施
方
法
が
わ
か

ら
な
い
、
時
間
的
余
裕
が
な
い
等
の
回

答
割
合
が
高
い
。

【
評
価
の
現
状
と
課
題
】

背
景

背
景

・
幼
稚
園
に
は
自
己
評
価
の
義
務
、
学
校
関
係
者
評
価

の
努
力
義
務
が
あ
る
が
、
外
部
の
視
点
が
入
っ
た
評
価

は
一
定
程
度
行
わ
れ
て
い
る
も
の
の
実
施
が
進
ん
で
い

な
い
。

・
各
園
に
お
け
る
評
価
の
結
果
活
用
が
十
分
で
は
な
く

園
内
・
家
庭
・
地
域
間
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
・
ツ

ー
ル
と
し
て
一
層
活
用
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
。

○
園
の
自
主
性
に
任
せ
る

だ
け
で
は
評
価
の
実
施
が
進

ま
な
い
こ
と
が
考
え
ら
れ
る

た
め
、
都
道
府
県
・
指
定
都

市
等
が
各
園
の
評
価
実
施
を

支
援
す
る
取
組
を
開
発
。

○
各
幼
稚
園
に
お
い
て
評

価
に
基
づ
い
た
教
育
活
動
や

園
運
営
の
改
善
が
図
ら
れ
る

こ
と
を
目
指
す
。

学
校
関
係
者
評
価
・
実
施
率

文
部
科
学
省

◆
委
託
先
：
７
団
体
（
都
道
府
県
、
指
定
都
市
、
幼
稚
園
団
体
等
）

◆
委
託
先
に
お
け
る
調
査
研
究
の
内
容

・
必
要
に
応
じ
て
専
門
家
（
※
）
と
連
携
し
な
が
ら
、
各
園
の
評
価
実
施
を
支
援
す
る
有
効
な
方
法
を
検
証
す
る

※
各
園
や
地
域
の
実
態
に
即
し
た
学
校
評
価
に
つ
い
て
知
見
の
あ
る
人
材
（
元
園
長
、
大
学
教
授
、
公
開
保
育
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
等
）

（
支
援
の
観
点
例
）

・
各
園
に
応
じ
た
評
価
項
目
の
設
定
や
評
価
指
標
の
立
て
方
・
園
の
教
育
内
容
等
に
関
す
る
評
価
者
と
の
情
報
共
有
の
在
り
方

・
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
と
関
連
さ
せ
た
学
校
評
価
の
実
践
方
法

・
負
担
軽
減
に
留
意
し
た
効
率
的
・
効
果
的
な
評
価
結
果
の
と
り
ま
と
め
や
公
表
の
方
法

な
ど

◆
１
団
体
あ
た
り
の
事
業
規
模
：
４
０
０
万
円
程
度

＜
事
業
イ
メ
ー
ジ
＞

都
道
府
県
・
指
定

都
市
教
育
委
員
会

幼
稚
園
団
体

連
携

委
託

成
果
報
告

■
委
託
先
の
選
定

■
事
業
実
施
の
支
援

■
成
果
普
及
等

■
地
域
内
の
モ
デ
ル
園
を
決
定
。

■
園
の
実
態
に
応
じ
て
専
門
家
と
連
携
し
な
が
ら

評
価
実
施
を
支
援

■
園
の
課
題
に
応
じ
た
有
効
な
実
施
方
策
を
検
証

し
、
成
果
を
ま
と
め
て
提
示
。

等

※
自
治
体
・
団
体
間
の
連
携
に
つ
い
て
は
専
門
家
の
情
報
を
共
有
し

た
り
、
モ
デ
ル
園
で
保
育
を
公
開
す
る
機
会
を
共
有
し
域
内
の
園
に

参
加
を
働
き
か
け
る
こ
と
な
ど
が
考
え
ら
れ
る
。

33
.6

%
54

.6
%

55
.7

%

84
.5

%
95

.6
%

97
.4

%

0.
0%

20
.0

%

40
.0

%

60
.0

%

80
.0

%

10
0.

0%

平
成

20
年
度
間

平
成

23
年
度
間

平
成

26
年
度
間

幼
稚
園

小
学
校

＜
実
施
促
進
目
標
の
提
示
＞

20
19

年
度

予
算

額
（

案
）

28
百

万
円

(前
年

度
予

算
額

新
規

)

57



幼
児

教
育

の
教

育
課

題
に

対
応

した
指

導
方

法
等

充
実

調
査

研
究

課
題

○
国

で
は

、全
国

的
に

一
定

の
教

育
水

準
を

確
保

す
る

とと
も

に
、実

質
的

な
教

育
の

機
会

均
等

を保
障

す
る

た
め

、大
綱

的
基

準
で

あ
る

幼
稚

園
教

育
要

領
を定

め
て

い
る

。

○
これ

まで
概

ね
１

０
年

に
一

度
改

訂
が

行
わ

れ
て

きて
い

る
とこ

ろ
で

あ
り、

次
期

検
討

に
向

け
て

資
料

や
デ

ー
タを

蓄
積

して
お

く必
要

が
あ

る
。

背
景

○
幼

稚
園

教
育

要
領

は
大

綱
的

な
基

準
で

あ
る

た
め

、そ
れ

を
踏

ま
え

各
園

が
自

らの
課

題
や

強
み

を
踏

ま
え

た
教

育
課

程
や

指
導

計
画

、指
導

方
法

を
改

善
して

い
く必

要
が

あ
る

。
つ

い
て

は
、幼

稚
園

教
育

要
領

実
施

初
年

度
の

現
場

で
の

取
組

状
況

を
把

握
し、

次
期

改
訂

の
検

討
の

際
に

、平
成

30
年

改
訂

の
成

果
や

課
題

を
把

握
す

る
際

の
基

礎
的

な
資

料
・デ

ー
タと

す
る

。

○
ま

た
、幼

児
教

育
の

教
育

課
題

に
対

応
す

る
調

査
研

究
を

進
め

、次
期

改
訂

の
検

討
の

際
の

資
料

や
、文

部
科

学
省

が
作

成
す

る
指

導
資

料
の

資
料

とし
て

活
用

す
る

。

目
的

（
１

）
幼

稚
園

教
育

要
領

の
実

施
状

況
の

調
査

次
期

幼
稚

園
教

育
要

領
の

改
訂

に
向

け
、新

幼
稚

園
教

育
要

領
が

実
施

され
た

平
成

３
０

年
度

に
お

け
る

教
育

課
程

や
指

導
方

法
の

改
善

状
況

等
に

つ
い

て
の

資
料

や
デ

ー
タを

収
集

・分
析

す
る

。
【委

託
先

：
大

学
、研

究
機

関
等

１
件

】

（
２

）
幼

児
教

育
に

お
け

る
教

育
課

題
に

応
じた

指
導

方
法

等
の

調
査

研
究

今
後
の
教
育
課
程
の
基
準
の
改
善
等
に
向
け
た
資
料
・
デ
ー
タ
の
収
集
や
、
小
学
校
教
育
と
の
接
続
、
特
別
な
支
援
を
要
す
る
幼
児

へ
の
指
導
、
家
庭
教
育
と
の
連
携
等
、
教
育
課
題
に
対
応
し
た
指
導
の
在
り
方
を
調
査
研
究
す
る
。

（
S
o
ci
e
ty
5
.0
時
代
の
先
端
技
術
の
活
用
を
通
じ
て
、
幼
児
の
豊
か
な
行
動
を
引
き
出
す
環
境
の
構
築
や
教
師
に
よ
る
適
切
な
指
導
を

支
援
す
る
た
め
の
実
証
研
究
を
含
む
）

【委
託

先
：

大
学

、研
究

機
関

等
10

件
程

度
】

事
業

内
容

改
訂
の
検
討
の
際
に
必
要
と
な
る
幼
児
教
育
の
実
践
に
関
す
る
資
料
や
デ
ー
タ
を
収
集
し
蓄
積
し
て
お
く
こ
と

で
、
次
期
幼
稚
園
教
育
要
領
の
内
容
や
、
国
が
作
成
す
る
指
導
資
料
の
内
容
の
充
実
が
図
ら
れ
る
。

※
前

回
の

改
訂

ス
ケ

ジ
ュー

ル
20

14
年

11
月

諮
問

→
20

16
年

12
月

答
申

→
20

17
年

３
月

告
示

→
20

18
年

４
月

実
施

調
査
研
究
を
通
じ
て

期
待
さ
れ
る
効
果

調
査
研
究
を
通
じ
て

期
待
さ
れ
る
効
果

 事
業

実
施

期
間

：
３

年
間

 事
業

実
施

期
間

：
１

年
間

20
19

年
度

予
算

額
（

案
）

41
百

万
円

(前
年

度
予

算
額

新
規

)

58



幼
稚

園
教

育
課

程
の

理
解

の
推

進

背
景

課
題

○
平

成
29

年
3月

に
新

しい
幼

稚
園

教
育

要
領

が
示

され
、平

成
30

年
4月

か
ら全

面
実

施
され

て
い

る
。

○
各

幼
稚

園
に

お
い

て
新

幼
稚

園
教

育
要

領
の

正
しい

理
解

の
下

、適
切

な
教

育
課

程
が

編
成

・実
施

され
る

よ
う、

研
究

協
議

会
の

開
催

や
指

導
資

料
の

作
成

を行
い

、
新

幼
稚

園
教

育
要

領
に

基
づ

く充
実

した
教

育
活

動
の

展
開

を促
進

す
る

。

背
景

・目
的

幼
稚

園
教

育
理

解
推

進
事

業
幼

稚
園

教
育

要
領

の
実

施
の

た
め

の
指

導
資

料
の

作
成

期
待

さ
れ

る
成

果
幼

稚
園

教
育

要
領

の
内

容
や

、幼
稚

園
教

育
要

領
に

基
づ

い
た

先
進

的
な

実
践

に
つ

い
て

理
解

す
る

こと
で

、各
幼

稚
園

に
お

け
る

適
切

な
教

育
課

程
の

編
成

・実
施

が
促

進
され

る
。

各
都

道
府

県
に

お
い

て
行

う幼
稚

園
教

育
に

関
す

る
専

門
的

な
研

究
協

議
等

の
成

果
を

、中
央

協
議

会
に

お
い

て
発

表
・共

有
す

る
こと

で
、さ

らな
る

幼
稚

園
教

育
の

振
興

・充
実

を
図

る
。

新
しい

幼
稚

園
教

育
要

領
に

基
づ

く教
育

活
動

を
着

実
に

実
施

す
る

た
め

、そ
の

内
容

を
踏

ま
え

た
具

体
的

な
教

育
課

程
の

編
成

や
指

導
の

在
り方

等
に

関
す

る
指

導
資

料
を

作
成

す
る

。

都
道
府
県
協
議
会
（
教
育
委
員
会
）

（
新
幼
稚
園
教
育
要
領
に
関
す
る
説
明
、
専
門
的
な
研
究
協
議
等
）

中
央
協
議
会
（
文
部
科
学
省
）

（
都
道
府
県
協
議
会
の
成
果
の
発
表
、
先
進
事
例
の
発
表
等
）

教
育
委
員
会
指
導
主
事
、
幼
稚
園
園
長
等
の
参
加

公
立
私
立
幼
稚
園
教
員
、
小
学
校
教
員
等
の
参
加

協
議
主
題
の
提
示

中
央
協
議
会
へ
の
参
加
依
頼
等

協
議
の
成
果
報
告

中
央
協
議
会
へ
の
参
加
等

○
平

成
30

年
度

指
導

資
料

第
３

集
「幼

児
理

解
と評

価
」に

つ
い

て
、幼

稚
園

教
育

要
領

の
改

訂
とそ

れ
に

伴
う幼

稚
園

幼
児

指
導

要
録

の
改

善
を

踏
ま

え
、「

幼
稚

園
教

育
に

お
い

て
育

み
た

い
資

質
・

能
力

」「
幼

児
期

の
終

わ
りま

で
に

育
って

ほ
しい

姿
」な

どの
内

容
を

加
筆

し、
改

訂
を行

う。

○
平

成
31

年
度

（
案

）
新

幼
稚

園
教

育
要

領
に

基
づ

い
た

以
下

の
内

容
の

指
導

資
料

を
作

成
す

る
。

・特
別

な
支

援
を

要
す

る
幼

児
へ

の
指

導
の

在
り方

に
つ

い
て

・幼
児

理
解

と教
材

研
究

の
在

り方
に

つ
い

て

事
業

内
容

20
19

年
度

予
算

額
（

案
）

23
百

万
円

(前
年

度
予

算
額

26
百

万
円

)

59



O
EC

D
EC

EC
 N

et
w

or
k事

業
へ

の
参

加

背
景

課
題

○
平

成
27

年
4月

よ
り質

の
高

い
幼

児
期

の
教

育
の

提
供

を
基

本
理

念
とす

る
「子

ども
・子

育
て

支
援

新
制

度
」が

始
ま

った
が

、国
際

的
に

も
幼

児
教

育
へ

の
関

心
が

高
ま

って
い

る
。現

在
、O

EC
D

に
お

い
て

、質
の

高
い

幼
児

教
育

を
提

供
す

る
た

め
の

基
礎

デ
ー

タと
な

る
国

際
比

較
調

査
事

業
等

が
計

画
され

て
い

る
。

○
これ

らの
事

業
等

へ
の

参
加

に
よ

り、
現

在
は

収
集

され
て

い
な

い
国

際
比

較
可

能
な

幼
児

教
育

・保
育

施
設

の
保

育
者

の
活

動
実

態
に

関
す

る
デ

ー
タや

、幼
児

教
育

の
質

の
向

上
に

関
す

る
各

国
の

好
事

例
な

ど、
質

の
高

い
幼

児
教

育
の

提
供

に
向

け
た

施
策

展
開

の
た

め
の

重
要

な
基

礎
情

報
を

得
る

こと
が

で
き

る
。

背
景

・目
的

事
業

の
主

な
概

要

O
EC

D
国

際
幼

児
教

育
・保

育
従

事
者

調
査

(I
nt

er
na

tio
na

lE
CE

C
St

af
f

Su
rv

ey
）

※
9カ

国
が

参
加

中
勤

務
環

境
や

研
修

な
どの

保
育

者
の

資
質

・能
力

の
向

上
に

関
す

る
状

況
等

を
20

18
年

に
調

査
し、

分
析

結
果

を
20

19
～

20
20

年
度

に
か

け
て

公
表

予
定

。
幼

児
教

育
の

多
面

的
な

質
に

関
す

る
調

査
研

究
（

Q
ua

lit
y

be
yo

nd
Re

gu
la

tio
ns

in
EC

EC
）

※
参

加
国

数
未

定
20

19
～

20
20

年
に

各
国

に
お

け
る

幼
児

教
育

の
質

向
上

に
関

す
る

政
策

に
つ

い
て

調
査

し、
幼

児
教

育
の

多
面

的
な

質
に

関
す

る
政

策
フレ

ー
ム

ワ
ー

クを
作

成
予

定
。

※
拠
出
金
に
つ
い
て
は
、
文
部
科
学
省
、
厚
生
労
働
省
、
内
閣
府
で
按
分
し
て
負
担
。

※
国
内
に
お
け
る
調
査
実
施
の
事
務
的
経
費
に
つ
い
て
は
国
立
教
育
政
策
研
究
所
で
負
担
。

下
記
の
事
業
へ
参
加
し
、
幼
児
教
育
の
質
向
上
の
た
め
の
施
策
立
案
に
活
か
す
。

両
事

業
の

デ
ー

タを
あ

わ
せ

て
分

析
し、

20
21

年
度

に
最

終
報

告
書

（
幼

児
教

育
・保

育
白

書
第

6巻
）

を
公

表
予

定
。

園
レ
ベ
ル
で

の
実
態
調
査

行
政
レ
ベ
ル

で
の
調
査

20
19

年
度

予
算

額
（

案
）

11
百

万
円

(前
年

度
予

算
額

7百
万

円
)

mitsui
テキスト ボックス
６０




教
育
支
援
体
制
整
備
事
業
交
付
金

認
定
こど
も
園
等
へ
の
財
政
支
援

認
定
こど
も
園
整
備

認
定
こど
も
園
施
設
整
備
交
付
金

3,
42
4百
万
円
（
2,
24
8百
万
円
）

1,
08
1百
万
円
（
1,
10
0百
万
円
）

幼
稚
園
耐
震
化
整
備

○
認
定
こど
も
園
の
施
設
整
備
に
要
す
る
費
用
の
一
部
を
補
助

（
新
増
改
築
、大
規
模
改
修
等
）

・幼
保
連
携
型
認
定
こど
も
園
の
教
育
を
実
施
す
る
部
分

（
い
わ
ゆ
る
幼
稚
園
部
分
）

・幼
稚
園
型
認
定
こど
も
園
の
幼
稚
園
部
分

・保
育
所
型
認
定
こど
も
園
の
幼
稚
園
機
能
部
分

○
負
担
割
合
：
国
１
／
２
、市
町
村
１
／
４
、事
業
者
１
／
４

※
年
度
内
に
自
治
体
の
定
め
る
認
定
基
準
を
満
た
す
必
要
が
あ
る
。

既
存
の
幼
保
連
携
型
認
定
こど
も
園
の
機
能
拡
充
も
補
助
の
対
象
。

○
認
定
こど
も
園
へ
の
移
行
を
予
定
す
る
私
立
幼
稚
園
に
つ
い
て
、園
舎
の
耐
震
指
標
等
の

状
況
に
応
じて
実
施
す
る
耐
震
化
を
支
援
。

（
改
築
、増
改
築
等
）

・私
立
幼
稚
園
の
耐
震
化
経
費

○
負
担
割
合
：
国
１
／
２
、事
業
者
１
／
２

※
既
に
認
定
こど
も
園
に
移
行
した
場
合
を
含
む
。

防
犯
対
策
整
備

○
幼
稚
園
型
認
定
こど
も
園
に
お
け
る
門
、フ
ェン
ス
、ブ
ロッ
ク塀
、防
犯
カメ
ラ等
の
設
置
に
要

す
る
費
用
の
一
部
を
補
助
。

・幼
稚
園
型
認
定
こど
も
園
の
防
犯
対
策
整
備

○
負
担
割
合
：
国
１
／
２
、市
町
村
１
／
４
、事
業
者
１
／
４

※
幼
保
連
携
型
認
定
こど
も
園
、保
育
所
型
認
定
こど
も
園
に
お
け
る
防
犯
対
策

整
備
に
つ
い
て
は
、厚
生
労
働
省
所
管
の
保
育
所
等
整
備
交
付
金
で
対
応
。

保
育
教
諭
確
保
の
た
め
の
幼
稚
園
教
諭
免
許
状
取
得
支
援
事
業

○
幼
稚
園
教
諭
免
許
状
と保
育
士
資
格
の
併
有
の
促
進
を
支
援
す
る
た
め
、幼
稚
園
教
諭

免
許
状
を
取
得
等
す
る
た
め
の
受
講
料
、及
び
保
育
士
資
格
を
取
得
す
る
幼
稚
園
教
諭
の

代
替
に
伴
う雇
上
費
を
補
助
。

○
負
担
割
合
：
国
１
／
２
、都
道
府
県
・指
定
都
市
・中
核
市
１
／
２

幼
児
教
育
の
質
の
向
上
の
た
め
の
緊
急
環
境
整
備

○
施
設
に
お
け
る
遊
具
・運
動
用
具
・教
具
・衛
生
用
品
等
の
整
備
費
用
を
支
援
。

○
負
担
割
合
：
認
定
こど
も
園
の
場
合
・・
・国
１
／
２
、事
業
者
１
／
２

認
定
こど
も
園
等
に
お
け
る
教
育
の
質
の
向
上
の
た
め
の
研
修
支
援

認
定
こど
も
園
等
へ
の
円
滑
な
移
行
の
た
め
の
準
備
支
援

園
務
改
善
の
た
め
の
IC
T化
支
援

○
認
定
こど
も
園
に
お
け
る
質
の
向
上
に
関
す
る
研
修
、幼
稚
園
・保
育
所
の
教
職
員
の
合
同

研
修
等
の
実
施
費
用
等
を
支
援
。

○
負
担
割
合
：
国
１
／
２
、事
業
者
１
／
２

※
都
道
府
県
や
関
係
団
体
等
が
主
催
す
る
研
修
が
対
象
。

○
認
定
こど
も
園
等
に
移
行
す
る
幼
稚
園
の
準
備
に
必
要
な
経
費
を
支
援
。

○
負
担
割
合
：
国
１
／
２
、事
業
者
１
／
２

○
認
定
こど
も
園
等
に
お
け
る
園
務
を
改
善
す
る
た
め
、園
の
IC
T化
を
促
進
し、

事
務
負
担
の
大
幅
な
軽
減
を
図
る
。

○
負
担
割
合
：
国
３
／
４
、事
業
者
１
／
４

認
定
こど
も
園
の
設
置
促
進
の
た
め
、認
定
こど
も
園
の
施
設
整
備
・園
舎
の
耐
震
化
・防
犯
対
策
に
要
す
る
経
費
の
一
部
を補
助
す
る
とと
も
に
、幼
稚
園
教
諭
免
許
と保
育
士

資
格
の
併
有
促
進
、研
修
等
の
実
施
、園
務
改
善
の
た
め
の
IC
T化
等
を支
援
し、
子
供
を安
心
して
育
て
る
こと
が
出
来
る
体
制
の
整
備
を
促
進
す
る
。

事
業
概
要

20
19
年
度
予
算
額
（
案
）

4,
50
5百
万
円

(前
年
度
予
算
額

3,
34
8百
万
円
)
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私
立
幼
稚
園
施
設
整
備
費
補
助
金

平
成
31
年
度
予
算
額
（
案
）
1,
29
5百
万
円

(前
年
度
予
算
額

51
6百
万
円
)

事
業
概
要

学
校
法
人
立
幼
稚
園
等
の
緊
急
の
課
題
とな
って
い
る
耐
震
化
の
た
め
の
耐
震
補
強
、耐
震
改
築
、非
構
造
部
材
の
耐
震
対
策
等
に
要
す
る
経

費
とと
も
に
、防
犯
対
策
、ア
ス
ベ
ス
ト対
策
や
エ
コ改
修
等
に
要
す
る
経
費
の
一
部
を補
助
す
る
こと
に
よ
り、
幼
稚
園
の
環
境
整
備
を
図
る
。

※
「防
災
・減
災
、国
土
強
靭
化
の
た
め
の
３
か
年
緊
急
対
策
」へ
の
対
応
とし
て
、園
舎
の
耐
震
化
や
外
壁
・天
井
等
の
非
構
造
部
材
の
耐
震
対
策
支
援
に
約
76
9百
万
円
を
計
上
。

対
象
事
業
内
容

1.
耐
震
補
強
工
事

・・
・
耐
震
補
強
、非
構
造
部
材
の
耐
震
対
策
、防
災
機
能
強
化
（
ブ
ロッ
ク塀
等
の
安
全
対
策
を含
む
）

2.
防
犯
対
策
工
事

・・
・
門
・フ
ェン
ス
・防
犯
監
視
シ
ス
テ
ム
等
の
設
置
工
事

3.
新
築
・増
築
・改
築
事
業

・・
・
新
築
、増
築
、耐
震
改
築
、そ
の
他
危
険
建
物
の
改
築

4.
ア
ス
ベ
ス
ト等
対
策
工
事

・・
・
吹
き
付
け
ア
ス
ベ
ス
トの
除
去
等

5.
屋
外
教
育
環
境
整
備

・・
・
ア
ス
レ
チ
ック
遊
具
、屋
外
ス
テ
ー
ジ
等
の
整
備

6.
エ
コ改
修
事
業

・・
・
太
陽
光
発
電
の
設
置
、省
エ
ネ
型
設
備
の
設
置

補
助
率

○
地
震
に
よ
る
倒
壊
等
の
危
険
性
が
高
い
（
※
）
施
設
の
耐
震
補
強
工
事

（
※
）
非
木
造
：
Is
値
0.
3未
満
、木
造
：
Iw
値
0.
7未
満

・・
・【
1/
2以
内
】

○
上
記
以
外

・・
・【
1/
3以
内
】
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８．キャリア教育・職業教育の充実

(前 年 度 予 算 額 184百万円）

2019年度予算額（案） 367百万円

１．要 旨

「ニッポン一億総活躍プラン」や「教育再生実行会議」の提言等を踏まえ、小

学校からの起業体験や中学校の職場体験活動、高校におけるインターンシップ等

のキャリア教育を推進するとともに、専門高校においては、社会の第一線で活躍

できる専門的職業人を育成するための先進的な卓越した取組の実践研究を推進す

る。

２．内 容

（１）将来の在り方・生き方を主体的に考えられる若者を育むキャリア教育推進事業

23百万円( 27百万円)

①小学校における進路指導の在り方に関する調査研究

新学習指導要領において小学校段階からのキャリア教育（進路指導を含む）

が明確に位置付けられるとともに、中学校の入学者選抜が広がりを見せるなど

の状況を踏まえ、小学校での進路指導の在り方等について調査研究を実施する。

（2地域）

②小・中学校等における起業体験推進事業

児童生徒がチャレンジ精神や他者と協働しながら新しい価値を創造する力な

ど、これからの時代に求められる資質・能力の育成を目指した起業体験活動を

実施する。（11地域）

③キャリア教育推進連携シンポジウムの開催等

（２）地域を担う人材育成のためのキャリアプランニング推進事業

8百万円( 8百万円)

（学校を核とした地域力強化プランの一部）【総合教育政策局に計上】〔補助率１／３〕

「キャリアプランニングスーパーバイザー」を都道府県等に配置し、地元企

業等と連携した職場体験やインターンシップ及び地元への愛着を深めるキャリ

ア教育の推進等を通じ、地元に就職し地域を担う人材を育成する。(15人)

（３）スーパー・プロフェッショナル・ハイスクール 85百万円(149百万円)

高度な知識・技能を身に付けた専門的職業人を育成するため、専攻科を含め

た５年一貫のカリキュラムの研究や大学・研究機関等との連携など先進的な卓

越した取組を行う専門高校を指定した実践研究を実施し、成果の普及を図ると

ともに、専門高校の魅力発信に関する調査研究を行う。

（４）地域との協働による高等学校教育改革推進事業【再掲】251百万円（新規）

新高等学校学習指導要領を踏まえ、Society5.0を地域から分厚く支える人材

の育成に向けた教育改革を推進するため、「経済財政運営と改革の基本方針2018」

63



や「まち・ひと・しごと創生基本方針2018」に基づき、高等学校が自治体、高

等教育機関、産業界等と協働してコンソーシアムを構築し、地域課題の解決等

の探究的な学びを実現する取組を推進することで、地域振興の核としての高等

学校の機能強化を図る。(50校程度)
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将
来
の
在
り方
・生
き
方
を
主
体
的
に
考
え
ら
れ
る
若
者
を
育
む

キ
ャリ
ア
教
育
推
進
事
業

20
19
年
度
予
算
額
（
案
）
32
百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

35
百
万
円
)

◆
小
学
校
に
お
け
る
進
路
指
導
の
在
り
方
に
関
す
る
調
査
研
究

２
百
万
円
（
２
百
万
円
）

新
学
習
指
導
要
領
に
お
い
て
小
学
校
段
階
か
ら
の
キ
ャ
リ
ア
教
育
が
明
確
に
位
置
づ
け
ら
れ
る
と
と
も
に
、
中
学
校
の
入
学
者
選
抜
が
広
が
り
を
見
せ
る

な
ど
の
状
況
を
踏
ま
え
、
小
学
校
で
の
進
路
選
択
等
の
キ
ャ
リ
ア
教
育
の
在
り
方
等
に
つ
い
て
調
査
研
究
を
行
う
。
【
委
託
先
：
都
道
府
県
教
育
委
員
会
等
、
２
地
域
】

◆
小
・
中
学
校
等
に
お
け
る
起
業
体
験
推
進
事
業

１
７
百
万
円
（
１
７
百
万
円
）

小
・
中
学
校
等
に
お
い
て
、
児
童
生
徒
が
チ
ャ
レ
ン
ジ
精
神
や
、
他
者
と
協
働
し
な
が
ら
新
し
い
価
値
を
創
造
す
る
力
な
ど
、
こ
れ
か
ら
の
時
代
に
求
め
ら

れ
る
資
質
・
能
力
の
育
成
を
目
指
し
た
起
業
体
験
活
動
を
行
う
モ
デ
ル
を
構
築
し
、
全
国
へ
の
普
及
を
図
る
。
【
委
託
先
：都
道
府
県
教
育
委
員
会
等
、

11
地
域
】

◆
地
域
を
担
う
人
材
育
成
の
た
め
の
キ
ャ
リ
ア
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ
推
進
事
業

８
百
万
円
（
８
百
万
円
）

【
学
校
を
核
と
し
た
地
域
力
強
化
プ
ラ
ン
の
一
部
（
地
方
創
生
関
連
施
策
）
】

「
キ
ャ
リ
ア
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ
ス
ー
パ
ー
バ
イ
ザ
ー
」
を
都
道
府
県
等
に
配
置
し
、
地
元
企
業
等
と
連
携
し
た
職
場
体
験
や
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
及
び
地
元
へ

の
愛
着
を
深
め
る
キ
ャ
リ
ア
教
育
の
推
進
等
を
通
じ
、
地
元
に
就
職
し
地
域
を
担
う
人
材
を
育
成
す
る
。

【
補
助
対
象
：
都
道
府
県
・
市
区
町
村
（補
助
率

1/
3）
、
配
置
人
数
：
15
人
】

◆
子
供
と
社
会
の
架
け
橋
と
な
る
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
の
運
用

２
百
万
円
（
２
百
万
円
）

職
場
体
験
活
動
、
社
会
人
講
話
及
び
出
前
授
業
等
の
推
進
に
当
た
り
、
「
学
校
側
が
望
む
支
援
」
と
「
地
元
企
業
や
地
域
社
会
が
提
供
で
き
る
支
援
」
の

マ
ッ
チ
ン
グ
を
図
る
た
め
の
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
を
運
用
す
る
。

児
童
生
徒
一
人
一
人
の
社
会
的
・
職
業
的
自
立
に
向
け
必
要
な
基
盤
と
な
る
能
力
や
態
度
を
育
成
す
る
た
め
、
学
校
が
地
域
や
産
業
界
等
と
連
携
し
た
小

学
校
か
ら
の
起
業
体
験
、
中
学
校
の
職
場
体
験
活
動
及
び
高
等
学
校
の
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
を
促
進
す
る
と
と
も
に
、
児
童
生
徒
が
主
体
的
に
進
路
を
選
択
す

る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
キ
ャ
リ
ア
・
パ
ス
ポ
ー
ト
等
の
教
材
を
活
用
し
つ
つ
、
体
系
的
な
キ
ャ
リ
ア
教
育
を
推
進
す
る
。

２
．
キ
ャ
リ
ア
教
育
推
進
体
制
の
構
築

◆
キ
ャ
リ
ア
教
育
推
進
連
携
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
の
開
催
、
連
携
表
彰
等
の
実
施

キ
ャ
リ
ア
教
育
の
意
義
の
普
及
・
啓
発
と
推
進
に
資
す
る
た
め
、
学
校
、
地
域
・
社
会
及
び
産
業
界
等
の
関
係
者
が
一
堂
に
会
し
た
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
を
、

文
科
省
・
経
産
省
・
厚
労
省
の
共
催
で
開
催
す
る
と
と
も
に
、
キ
ャ
リ
ア
教
育
の
充
実
・
発
展
に
優
れ
た
取
組
を
実
施
し
て
い
る
団
体
等
を
表
彰
す
る
。

１
．
キ
ャ
リ
ア
教
育
の
普
及
・啓
発

１
百
万
円
（
１
百
万
円
）

３
０
百
万
円
（
３
４
百
万
円
）

事
業
目
的

取
組
内
容

※
前
年
度
限
り
経
費
：「
キ
ャ
リ
ア
・
パ
ス
ポ
ー
ト
（
仮
称
）
普
及
・定
着
事
業
（4
百
万
円
）」

※
各
事
項
の
予
算
額
の
千
円
未
満
は
端
数
処
理
し
て
い
る
た
め
、
こ
れ
ら
を
足
し
合
わ
せ
た
額
と
合
計
の
額
は
一
致
し
な
い
。
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ス
ー
パ
ー
・プ
ロ
フェ
ッシ
ョナ
ル
・ハ
イ
ス
ク
ー
ル

20
19
年
度
予
算
額
（
案
）
85
百
万
円

(前
年
度
予
算
額

14
9百
万
円
)

社
会
の
変
化
や
産
業
の
動
向
等
に
対
応
した
、高
度
な
知
識
・技
能
を身
に
付
け
、社
会
の
第
一
線
で
活
躍
で
きる
専
門
的
職
業
人
を育
成
す
る
た
め
、

先
進
的
な
卓
越
した
取
組
を行
う専
門
高
校
（
専
攻
科
を含
む
）
に
お
い
て
、実
践
研
究
を行
う。

（
１
）
「ス
ー
パ
ー
・プ
ロ
フェ
ッシ
ョナ
ル
・ハ
イ
ス
ク
ー
ル
」の
継
続
指
定

指
導
・助
言
等

・特
色
あ
る
カリ
キ
ュラ
ム

（
実
験
・実
習
、起
業
家
教
育
等
）

・技
術
開
発
研
究
の
推
進

・高
度
な
技
術
・技
能
の
習
得
、高
度
資
格
へ
の
挑
戦

・他
学
科
との
連
携
な
ど

専
門
高
校

大
学
・高
専
・研
究
機
関
等

・生
徒
を
対
象
とし
た
講
座
の
実
施

・最
先
端
の
研
究
指
導

な
ど

管
理
機
関

（
教
育
委
員
会
、学
校
法
人
、国
立
大
学
法
人
）

専
門
高
校
（
専
攻
科
）

・特
色
あ
る
カリ
キ
ュラ
ム

（
実
験
・実
習
、起
業
家
教
育
等
）

・高
度
な
技
術
・技
能
の
習
得

・高
度
資
格
へ
の
挑
戦
な
ど

専
門
高
校
（
本
科
）

学
校
の
指
定
（
指
定
期
間
3年
（
最
大
5年
）
）

指
導
・助
言
・評
価

５
年
一
貫

３
年

成
果
の
普
及

連
携
・協
力

地
域
の
他
の
専
門
高
校

ス
ー
パ
ー
・プ
ロフ
ェッ
シ
ョナ
ル
・ハ
イス
クー
ル

（
農
業
・工
業
・商
業
・水
産
・家
庭
・看
護
・情
報
・福
祉
）

企
業
等

・熟
練
技
能
者
に
よ
る
実
践
的
な
技
術

指
導

・長
期
の
就
業
実
習

・共
同
商
品
開
発

・外
部
人
材
の
積
極
的
な
活
用
な
ど

５
年
一
貫
の

教
育

連 携 ・ 協 力

連 携 ・ 協 力

文
部
科
学
省

・我
が
国
の
産
業
の
発
展
の
た
め
、社
会
の
第
一
線
で
活
躍
で
き
る
専
門
的
職
業
人
の
育
成

・成
果
モ
デ
ル
を
全
国
に
普
及
し、
専
門
高
校
全
体
の
活
性
化
を
推
進

HA
CC
Pの
実
践
や
認
証
の
取
得
の
先
進
事
例
に
関
す
る
調
査
研
究
を
行
い
、そ
の
成
果
を
広
く全
国
に
発
信
す
る
こと
で
、農
業
高
校
及
び
水
産
高
校
に
お
け
る

HA
CC
P認
証
の
取
得
等
を促
進
し、
専
門
高
校
の
魅
力
を向
上
させ
る
。

（
２
）
専
門
高
校
の
魅
力
発
信
に
関
す
る
調
査
研
究

先
進
的
な
卓
越
した
取
組
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地
域
との
協
働
に
よ
る
高
等
学
校
教
育
改
革
推
進
事
業

【
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
型
】

〈
専
門
学
科
中
心
1
0
校
程
度
〉

地
域
の
産
業
界
等
と
の
連
携
・
協
働
に
よ
る
実
践

的
な
職
業
教
育
を
推
進
し
、
地
域
に
求
め
ら
れ
る
人

材
を
育
成

～
特
徴
・
取
組
例
～

・
地
域
の
特
産
物
の
付
加
価
値
を
高
め
安
定
的
な
食
料
生
産

に
よ
り
地
域
の
発
展
を
担
う
人
材
を
育
成

・
も
の
づ
く
り
に
関
す
る
専
門
的
な
技
術
を
身
に
付
け
、
地

場
産
業
を
支
え
る
人
材
を
育
成
な
ど

標
準
ス
キ
ー
ム
を
踏
ま
え
つ
つ
、
地
域
の
実
情
や
人
材
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
取
組
を
展
開

20
19
年
度
予
算
額
（
案
）
25
1百
万
円
(新
規
)

新
高
等
学
校
学
習
指
導
要
領
を
踏
ま
え
、
S
o
ci
e
ty
5
.0
を
地
域
か
ら
分
厚
く
支
え
る
人
材
の
育
成
に
向
け
た
教
育
改
革
を
推
進
す
る
た
め
、

「
経
済
財
政
運
営
と
改
革
の
基
本
方
針
2
0
1
8
」
や
「
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
基
本
方
針
2
0
1
8
」
に
基
づ
き
、
高
等
学
校
が
自
治
体
、
高

等
教
育
機
関
、
産
業
界
等
と
協
働
し
て
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
を
構
築
し
、
地
域
課
題
の
解
決
等
の
探
究
的
な
学
び
を
実
現
す
る
取
組
を
推
進
す
る

こ
と
で
、
地
域
振
興
の
核
と
し
て
の
高
等
学
校
の
機
能
強
化
を
図
る
。

地
域
Ｎ
Ｐ
Ｏ

産
業
界

社
会
教
育
機
関

（
公
民
館
等
）

大
学
・

専
修
学
校
等

小
中
学
校
等

高
等
学
校

地
域

高
等
学
校

✔
地
域
に
お
け
る
活
動
を
通
じ
た
探
究
的
な
学
び
の

実
現
（
新
高
等
学
校
学
習
指
導
要
領
へ
の
対
応
）

✔
学
校
の
中
だ
け
で
は
で
き
な
い
多
様
な
社
会
体
験

・
地
域
と
の
協
働
に
よ
る
活
動
を
学
校
の
活

動
と
し
て
明
確
化

・
専
門
人
材
の
配
置
等
、
学
内
に
お
け
る
実
施

体
制
を
構
築

コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム

✔
高
校
生
の
う
ち
に
地
元
地
域
を
知
る
こ
と
に
よ
り
、

地
元
へ
の
定
着
や
Ｕ
タ
ー
ン
が
促
進
さ
れ
る

✔
地
域
の
活
動
に
高
校
生
が
参
画
す
る
こ
と
に
よ
り
、

地
域
活
力
の
向
上
へ
貢
献

・
将
来
の
地
域
ビ
ジ
ョ
ン
・
求
め
る
人
材
像
の

共
有
や
協
働
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
開
発

・
学
校
と
地
域
と
を
つ
な
ぐ
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー

タ
ー
を
指
定

高
校
生
と
地
域
課
題
の
マ
ッ
チ
ン
グ
を
効
果
的
に
行
う
た
め
の
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
を
構
築

【
地
域
魅
力
化
型
】

〈
普
通
科
中
心
2
0
校
程
度
〉

地
域
課
題
の
解
決
等
を
通
じ
た
学
習
を
各
教

科
・
科
目
や
学
校
設
定
科
目
等
に
お
い
て
体
系

的
に
実
施
す
る
た
め
の
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
を
構
築

し
、
地
域
な
ら
で
は
の
新
し
い
価
値
を
創
造
す

る
人
材
を
育
成

～
特
徴
・
取
組
例
～

・
地
域
と
の
連
携
に
係
る
教
科
横
断
的
な
単
位
を
設
定

・
衰
退
し
つ
つ
あ
る
地
域
の
振
興
方
策
を
地
域
と
の
連

携
に
よ
り
研
究
・
実
践
な
ど

【
グ
ロ
ー
カ
ル
型
】

〈
学
科
共
通
2
0
校
程
度
〉

グ
ロ
ー
バ
ル
な
視
点
を
持
っ
て
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー

を
支
え
る
地
域
の
リ
ー
ダ
ー
を
育
成
。

～
特
徴
・
取
組
例
～

•
グ
ロー
バ
ル
な
社
会
課
題
研
究
の
カリ
キ
ュラ
ム
研
究
開
発

•
海
外
研
修
等
を
カリ
キ
ュラ
ム
の
中
に
体
系
的
に
位
置
づ
け

•
海
外
か
らの
留
学
生
を受
け
入
れ
る
な
ど外
国
人
生
徒
と一
緒

に
授
業
・探
究
活
動
等
を
履
修

•
コミ
ュニ
ケ
ー
シ
ョン
能
力
を
重
視
した
外
国
語
（
複
数
外
国
語

含
む
）
の
先
進
的
な
授
業
を
実
践
な
ど

市
町
村

（
首
長
・
教
育
委
員
会
等
）
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９．学校健康教育の推進

（前 年 度 予 算 額 223百万円）

2 0 1 9年度予算額（案） 181百万円

１．要 旨

児童生徒が生涯にわたって健康で安全に生活できるよう、がん教育をはじめとす

る学校保健、学校を核として家庭を巻き込んだ食育の推進を図る。

２．内 容

（１）学校保健推進事業 74百万円（ 99百万円）

・がん教育総合支援事業 33百万円（ 33百万円）

新学習指導要領等に対応したがん教育の取組を推進するため、全国でのがん教

育の実施状況を踏まえ、それぞれの地域の実情に応じた取組を支援するとともに、

先進事例の普及・啓発を図る。

（２）学校給食・食育総合推進事業 107百万円（124百万円）

・つながる食育推進事業 51百万円（ 51百万円）

栄養教諭を中核として家庭を巻き込んだ取組を推進し、子供の日常生活の基盤

である家庭における食に関する理解を深めることにより、子供の食に関する自己

管理能力の育成を目指す。

また、家庭、地域、生産者等と連携した食育を教科等横断的な視点をもって推

進し、栄養教諭を中核とした全校体制による指導・評価方法の開発を行うととも

に、栄養教諭間の連携強化、研修を行うことにより、栄養教諭の実践的な指導力

の向上を目指す。

≪関連施策≫

・学校安全推進事業

・地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業
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（
前
年
度
予
算
額

X
X
百
万
円
)

X
X
年
度
予
定
額

X
X
百

万
円

背
景


平
成
2
8
年
1
2
月
に
改
正
さ
れ
た
が
ん
対
策
基
本
法
第
2
3
条
で
は
、
「
国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、

国
民
が
、
が
ん
に
関
す
る
知
識
及
び
が
ん
患
者
に
関
す
る
理
解
を
深
め
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
学
校
教

育
及
び
社
会
教
育
に
お
け
る
が
ん
に
関
す
る
教
育
の
推
進
の
た
め
に
必
要
な
施
策
を
講
ず
る
も
の
と
す

る
。
」
と
い
う
よ
う
に
、
が
ん
教
育
の
文
言
が
新
た
に
記
載
さ
れ
た
。


平
成
2
9
年
度
か
ら
平
成
3
4
年
度
ま
で
の
6
年
間
を
対
象
と
し
た
第
三
期
が
ん
対
策
推
進
基
本
計
画

で
は
、
が
ん
教
育
に
つ
い
て
、
「
国
は
、
全
国
の
実
施
状
況
を
把
握
し
た
上
で
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
た

外
部
講
師
の
活
用
体
制
を
整
備
し
、
が
ん
教
育
の
充
実
に
努
め
る
。
」
こ
と
が
目
標
と
さ
れ
て
い
る
。


平
成
2
9
年
3
月
に
小
学
校
及
び
中
学
校
、
平
成
3
0
年
3
月
に
高
等
学
校
の
学
習
指
導
要
領
が
そ

れ
ぞ
れ
改
訂
さ
れ
、
中
学
校
及
び
高
等
学
校
に
お
い
て
は
、
が
ん
に
つ
い
て
も
取
り
扱
う
こ
と
を
新
た
に

明
記
さ
れ
、
移
行
期
間
中
に
新
学
習
指
導
要
領
の
対
応
を
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。 課
題
解
決
の
た
め
の
事
業
概
要

が
ん
教
育
総
合
支
援
事
業

課
題

①
教
員
の
が
ん
に
つ
い
て
の
知
識
・
理
解
が
不
十
分

健
康
に
つ
い
て
は
、
子
供
の
頃
か
ら
教
育
す
る
こ
と
が
重
要
で
あ
り
、
学
校
で
も
健
康
の
保
持
増
進

と
疾
病
の
予
防
と
い
う
観
点
か
ら
が
ん
教
育
に
取
り
組
ん
で
い
る
が
、
教
員
の
が
ん
に
関
す
る
知
識
が

不
十
分
で
あ
る
こ
と
や
外
部
講
師
が
学
校
で
指
導
す
る
際
の
留
意
点
等
の
認
識
が
不
十
分
で
あ
る
。

②
が
ん
教
育
の
全
国
へ
の
普
及
・
啓
発
が
必
要

が
ん
教
育
に
対
し
て
地
域
に
よ
り
温
度
差
が
あ
る
た
め
、
全
国
で
実
施
す
る
新
学
習
指
導
要
領
に

対
応
し
た
が
ん
教
育
の
指
導
内
容
を
充
実
さ
せ
、
全
国
へ
の
普
及
・
啓
発
を
図
る
必
要
が
あ
る
。

新
学
習
指
導
要
領
に
対
応
し
た
が
ん
教
育
の
実
施


本
事
業
に
よ
り
、
が
ん
に
対
す
る
正
し
い
知
識
、
が
ん
患
者
へ
の
正
し
い
理
解
及
び
命
の
大
切
さ
に
対
す
る
認
識
の
深
化
を
図
る
。


新
学
習
指
導
要
領
に
対
応
し
た
が
ん
教
育
の
確
実
な
実
施
に
向
け
た
、
取
組
の
充
実
を
促
す
。


外
部
講
師
の
積
極
的
な
活
用
を
図
る
た
め
体
制
を
整
備
す
る
。

成
果

③
外
部
講
師
の
活
用
体
制
の
一
層
の
充
実
が
必
要

が
ん
教
育
に
お
け
る
外
部
講
師
の
活
用
状
況
が
十
分
と
は
言
え
ず
、
学
校
が
外
部
講
師
を
活
用

す
る
た
め
の
体
制
を
充
実
さ
せ
る
必
要
が
あ
る
。

2
0
1
9
年
度
予
算
額
（
案
）

3
3
百
万
円

(前
年
度
予
算
額

3
3
百
万
円
)


教
員
・外

部
講
師
に
対
す
る
実
践
的
な
が
ん
教
育
研
修
会
の
実
施


公
立
以
外
の
国
・私

立
学
校
も
対
象
と
し
た
が
ん
教
育
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
の
開
催

新
学
習
指
導
要
領
に
対
応
し
た
が
ん
教
育
の
普
及
・
啓
発

新
学
習
指
導
要
領
を
踏
ま
え
た
が
ん
教
育
に
つ
い
て
、
教
員
や
外

部
講
師
の
質
の
向
上
を
図
る
と
と
も
に
、
各
都
道
府
県
で
行
っ
て
い

る
先
進
事
例
の
紹
介
等
を
行
い
、
全
国
へ
の
普
及
・
啓
発
を
図
る
。

［
８
箇
所
］

相
互
に
連
携

継
続

拡
充


教
育
委
員
会
等
に
よ
る
が
ん
教
育
に
関
す
る
教
材
の
作
成
・
配
布


学
校
医
、
が
ん
専
門
医
、
が
ん
経
験
者
等
の
外
部
講
師
に
よ
る
が
ん
教
育
の
実
施


都
道
府
県
等
で
外
部
講
師
名
簿
作
成
等
、
活
用
体
制
の
整
備
【新
規
】
［
1
2
箇
所
］

地
域
の
実
情
に
応
じ
た
が
ん
教
育
の
実
施

全
国
で
の
が
ん
教
育
の
実
施
状
況
調
査
の
結
果
を
踏
ま
え
、
新

学
習
指
導
要
領
及
び
そ
れ
ぞ
れ
の
地
域
の
実
情
に
応
じ
た
、
が
ん

教
育
の
取
組
を
支
援
す
る
。
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食
育
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ま
で
学
校
を
中
心
と
し
た
多
様
な
取
組
に
よ
る
成
果
が
見
ら
れ
た
も
の
の
、
食
を
取
り
巻
く環
境
が
大
き
く変

化
す
る
中
、
児
童
生
徒
の
食
に
関
す
る
課
題
を
解
決
す
る
に

は
、
学
校
に
お
け
る
取
組
だ
け
で
は
限
界
が
あ
り
、
家
庭
を
巻
き
込
ん
だ
取
組
が
必
要
で
あ
る
。

現
状
と
課
題

①
栄
養
教
諭
を
中
核
と
し
た
関
係
者
の
連
携
に
よ
る
家
庭
へ
の
ア
プ
ロ
ー
チ
手
法
の
開
発
や
、
望
ま
し
い
食
生
活
へ
の
理
解
促
進
を
目
的
と
し
た
親
子
に
よ
る
体
験
活
動
等
の
実
施
な
ど
、
学
校
を
核

と
し
て
家
庭
を
巻
き
込
ん
だ
取
組
を
推
進
し
、
子
供
の
日
常
生
活
の
基
盤
で
あ
る
家
庭
に
お
け
る
食
に
関
す
る
理
解
を
深
め
る
こ
と
に
よ
り
、
子
供
の
食
に
関
す
る
自
己
管
理
能
力
の
育
成
を
目
指
す
。

②
学
校
に
お
い
て
、
家
庭
、
地
域
、
生
産
者
等
と
連
携
し
た
食
育
を
教
科
等
横
断
的
な
視
点
を
も
っ
て
推
進
し
、
栄
養
教
諭
を
中
核
と
し
た
全
校
体
制
に
よ
る
指
導
・評
価
方
法
の
開
発
を
行
う
と
と

も
に
、
栄
養
教
諭
間
の
連
携
強
化
、
研
修
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
栄
養
教
諭
の
実
践
的
な
指
導
力
の
向
上
を
目
指
す
。

あ
わ
せ
て
、
新
し
い
学
習
指
導
要
領
に
基
づ
き
食
育
を
推
進
す
る
た
め
、
給
食
の
時
間
や
各
教
科
等
の
中
で
活
用
で
き
る
よ
う
食
育
を
体
系
的
に
ま
と
め
た
中
学
生
向
け
の
教
材
の
作
成
を
行
う
。

児
童
生
徒
や
保
護
者
の
変
化
に
係
る
指
標
を
あ
ら
か
じ
め
設
定

・
朝
食
摂
取
、
共
食
、
栄
養
バ
ラ
ン
ス
を
考
え
た
食
事
、

ゆ
っ
くり
よ
く噛

ん
で
食
べ
る
こ
と
や
食
事
マ
ナ
ー
に
対
す
る
意
識
の
向
上
及
び
実
践
、

伝
統
的
な
食
文
化
や
行
事
食
の
学
び
、
食
事
の
際
の
衛
生
的
な
行
動

栄
養
教
諭
の
実
践
的
な
指
導
力
向
上
の
取
組
の
推
進

・モ
デ
ル
地
域
の
栄
養
教
諭
間
の
連
携
強
化
、
研
修
の
実
施

事
業
終
了
後
に
全
国
の
取
組
の
効
果
を
検
証

・各
モ
デ
ル
地
域
の
取
組
を
共
通
指
標
等
を
基
に
取
り
ま
と
め

実
効
性
の
あ
る
取
組
を
全
国
へ
普
及

・報
告
書
の
作
成
、
Ｈ
Ｐ
で
の
公
表
、
事
例
発
表
会
・会
議
等
で
の
周
知

教
材
作
成
に
よ
り
、
食
に
関
す
る
指
導
を
充
実

・栄
養
教
諭
を
中
核
と
し
た
食
に
関
す
る
実
践
的
な
指
導
の
普
及
・充
実

関
係
者
の
連
携
に
よ
る
家
庭
へ
の
ア
プ
ロ
ー
チ

手
法
の
開
発

望
ま
し
い
食
生
活
へ
の
理
解
促
進
を
目
的
と
し

た
親
子
に
よ
る
体
験
活
動
等
の
実
施

児
童
生
徒
の

食
に
関
す
る
自
己
管
理
能
力

の
育
成

つ
な
が
る
食
育
推
進
事
業

事
業
概
要

つ
な
が
る

つ
な
が
る

取
組
の
実
施
・検

証
（
各
モ
デ
ル
地
域
）

保
護
者

校
長
等

栄
養
教
諭

養
護
教
諭

学
級
担
任

つ
な
が
る

他
校
・
近
隣
市
区

町
村
の
栄
養
教
諭

生
産
者
・

関
係
団
体
等

農
林
・

保
健
部
局
等

家
庭

学
校

つ
な
が
る

栄
養
教
諭
を
中
核
と
し
た
全
校
体
制

に
よ
る
指
導
・評

価
方
法
の
開
発

栄
養
教
諭
の

実
践
的
な
指
導
力

の
向
上

栄
養
教
諭
間
の
連
携
強
化
（
新
規
採
用
や

任
用
換
え
の
栄
養
教
諭
へ
の
支
援
）

中
核
と
な
っ
た
栄
養
教
諭
や
実
践
事
例
の

研
修
（
校
内
・地

域
）
で
の
活
用

事
業
イ
メ
ー
ジ
（
各
モ
デ
ル
地
域
）

効
果
検
証
・普

及
（
文
部
科
学
省
）

2
0
1
9
年
度
予
算
額
（
案
）

5
1
百
万
円

(前
年
度
予
算
額

5
1
百
万
円
)
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１０．少子化に対応した活力ある学校教育の推進

(前 年 度 予 算 額 2,421百万円）
２０１９年度予算額（案） 2,434百万円

１．要 旨

現下の少子化・人口減少社会を踏まえ、地域の実情に応じて、少子化に対

応した活力ある学校教育を推進するため、学校統合を契機とした魅力ある学

校づくりや小規模校における教育環境の充実を図る。

２．内 容

（１）少子化・人口減少社会に対応した活力ある学校教育推進事業

36百万円（35百万円）

①広域の教育行政を担う各都道府県において、域内の教育の充実発展に責

任を持つ立場から、学校の小規模化について市町村のニーズや実情を踏まえ

た適切な指導・助言・援助の在り方を調査研究するとともに、②市町村にお

ける統合による魅力ある学校づくりや、統合困難な地域における教育環境の

充実の取組モデルを創出するなどして、活力ある学校づくりを推進する。

（２）へき地児童生徒援助費等補助金

2,332百万円（2,313百万円）

・へき地教育振興法に基づき、離島や中山間地域に所在する学校の教育

の振興を図るため、地方公共団体が実施するスクールバス購入費や通

学費支援について補助を行う。

・学校統廃合に伴い遠距離通学となる児童生徒の通学条件を緩和するた

め、地方公共団体が実施するスクールバス購入費や通学費支援につい

て補助を行う。

（３）高等学校における次世代の学習ニーズを踏まえた指導の充実事業

65百万円（74百万円）

高等学校において、地理的要因等にとらわれず多様かつ高度な教育を可能

とする遠隔教育の導入をはじめとした教育改革の優良事例の普及を図るとと

もに、新高等学校学習指導要領の実施を見据えつつ、定時制・通信制課程の

特性を活かした効果的な学習プログラムのモデルを構築し、普及を図る。

また、定時制・通信制課程において、特別な支援を要する生徒、外国人生
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徒、経済的な困難を抱える生徒や非行・犯罪歴を有する生徒等の学習ニーズ

に応じた指導方法等を確立し、普及を図る。

≪関連施策≫

・教職員定数の増（統合校・小規模校への支援 ＋75人）

・学校施設整備（公立小中学校の統合校舎等の新増築事業、学校統合に伴う既

存施設の改修事業等）
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少
子
化
・人
口
減
少
社
会
に
対
応
した
活
力
あ
る
学
校
教
育
推
進
事
業

20
19
年
度
予
算
額
(案
)3
6,
40
1千
円

(前
年
度
予
算
額
34
,7
39
千
円
)

背
景

課
題

○
人
口
規
模
及
び
構
成
の
推
移
を
み
る
と、
20
17
年
に
1,
55
9万
人
で
あ
った

年
少
(0
～
14
歳
)人
口
は
、2
02
5年
に
は
1,
40
7万
人
を割
り、
20
35
年
に

は
1,
24
6万
人
の
規
模
に
な
る
も
の
と推
計
され
て
い
る。

○
少
子
化
等
の
更
な
る
進
展
に
よ
る学
校
の
小
規
模
化
に
伴
い
、児
童
生
徒
が

集
団
の
中
で
切
磋
琢
磨
しな
が
ら学
ん
だ
り、
社
会
性
を
高
め
た
りす
る
こと
が
難

しく
な
る
こと
や
新
学
習
指
導
要
領
を
効
果
的
に
実
施
す
る
上
で
課
題
の
顕
在

化
。

背
景
説
明

都
道
府
県
等
の
支
援
を
通
じて
、設
置
者
で
あ
る
各
市
町
村
が

学
校
の
小
規
模
化
に
伴
う諸
課
題
に
正
面
か
ら向
き合
い
、保

護
者
や
地
域
住
民
とと
も
に
課
題
を
共
有
した
上
で
、そ
れ
ぞ
れ

の
地
域
で
多
様
な
人
々
との
協
働
が
可
能
な
活
力
あ
る
学
校

づ
くり
を
推
進
す
る
。

目
的
・目
標

「都
道
府
県
の
指
導
・助
言
・援
助
の
在
り方
」を
調
査
研
究
【新
規
】

「取
組
モ
デ
ル
創
出
」の
た
め
の
調
査
研
究

成
果
、事
業
を
実
施
し
て
、

期
待
さ
れ
る
効
果

２
３
，
４
１
５
千
円
（
箇
所
数
：
１
０
）

●
広
域
の
教
育
行
政
を
担
う
各
都
道
府
県
に
お
い
て
、
域
内
の
教
育
の
充

実
発
展
に
責
任
を
持
つ
立
場
か
ら
、
学
校
の
小
規
模
化
に
つ
い
て
市
町
村

の
ニ
ー
ズ
や
実
情
を
踏
ま
え
た
適
切
な
指
導
・
助
言
・
援
助
を
行
う
。

（
研
究
内
容
）

域
内
の
市
町
村
（
１
０
か
所
）
に
お
け
る
学
校
規
模
の
適
正
化
・
適
正

配
置
に
係
る
検
討
等
を
踏
ま
え
た
、
指
針
・
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
策
定
や

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
作
成
、
研
修
会
の
実
施
な
ど

１
０
，
７
９
５
千
円
（
箇
所
数
：９
）

●
市
町
村
に
お
け
る
、
統
合
に
よ
る
魅
力
あ
る
学
校
づ
く
り
や
、
統
合
困
難

な
地
域
に
お
け
る
教
育
環
境
の
充
実
の
取
組
モ
デ
ル
を
創
出
す
る
。
ま
た
、

国
が
取
組
モ
デ
ル
を
分
析
し
、
事
例
報
告
会
等
の
開
催
を
通
じ
て
好
事
例
を

全
国
に
普
及
す
る
。

（
研
究
内
容
）

・
統
合
に
よ
り
生
じ
る
課
題
へ
の
対
抗
方
策

・
小
規
模
校
の
メ
リ
ッ
ト
最
大
化
と
デ
メ
リ
ッ
ト
最
小
化
方
策
な
ど

課
題
の
あ
る
市
町
村
全
体
か
ら
、
上
記
「課
題
は
あ
る
が
現
時
点
で
検
討
の
予
定
は
立
っ
て
い
な
い
」
42
％
を
除
い
た
も
の
。

◆
学
校
の
小
規
模
化
に
つ
い
て
対
策
の
検
討
に
着
手
し
て
い
る
自
治
体
の
割
合

＜
経
済
・財
政
再
生
計
画
改
革
工
程
表
（K

PI
）＞

２０
１８
（
平
成
30
）
年
度

２/
３

２０
２０
（
平
成
32
）
年
度

１０
０
％

２０
１６
（
平
成
２８
）
年
度

５８
％
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へ
き
地
児
童
生
徒
援
助
費
等
補
助
金

20
19
年
度
予
算
額
（
案
）
2,
33
2百
万
円

(前
年
度
予
算
額

2,
31
3百
万
円
)

Ⅰ
趣
旨

交
通
条
件
及
び
自
然
的
、
経
済
的
、
文
化
的
諸
条
件
に
恵
ま
れ
な
い
山
間
地
、
離
島
等
に
所
在
す
る
公
立
学
校
（
へ
き
地
学
校
等
）
の
教
育
の
振
興
を
図
る
た
め
、
へ
き
地
教
育
振
興
法
等
に
基
づ

い
て
所
要
の
措
置
を
講
じ
る
。

Ⅱ
補
助
内
容 高
校
未
設
置
離
島
の
高
校
生
を
対
象
に
、
教
育
費
負
担
が
重
く
な
っ
て
い
る
通
学
費
、
居
住
費
に
要
す
る
経
費
を
支
援
す
る
都
道
府
県
又
は
市
町
村
に
対
す
る
補
助

被
災
地
通
学
用
バ
ス
等
購
入
費
補
助

（
復
興
特
別
会
計
）
3
1
百
万
円
（
3
4
百
万
円
）

東
日
本
大
震
災
の
被
災
地
で
通
学
が
困
難
に
な
っ
て
い
る
児
童
生
徒
の
通
学
条
件
の
緩
和
を
図
る
た
め
に
都
道
府
県
又
は
市
町
村
が
ス
ク
ー
ル
バ
ス
・
ボ
ー
ト
を
購
入
す
る
事
業
に
対
す
る
補
助

補
助
率
：
１
/
２

補
助
事
業
者
：
都
道
府
県
・
市
町
村

へ
き
地
、
学
校
統
合
、
過
疎
地
域
等
の
小
・
中
学
校
及
び
義
務
教
育
学
校
の
児
童
生
徒
の
通
学
条
件
の
緩
和
を
図
る
た
め
に
都
道
府
県
又
は
市
町
村
が
ス
ク
ー
ル
バ
ス
・
ボ
ー
ト
等
を
購
入
す

る
事
業
に
対
す
る
補
助

ア
遠
距
離
通
学
費

1,
29

7百
万
円
（

1,
28

7百
万
円
）

学
校
統
廃
合
に
係
る
小
・
中
学
校
及
び
義
務
教
育
学
校
の
遠
距
離
通
学
の
児
童
生
徒
の
通
学
に
要
す
る
交
通
費
を
負
担
す
る
市
町
村
の
事
業
に
対
す
る
補
助
。
ま
た
、
激
甚
災
害
に
よ

る
校
舎
の
破
損
等
に
よ
り
、
通
学
が
困
難
と
な
っ
た
小
・
中
学
校
又
は
義
務
教
育
学
校
の
児
童
生
徒
の
通
学
に
要
す
る
交
通
費
を
負
担
す
る
都
道
府
県
又
は
市
町
村
の
事
業
に
対
す
る
補
助

イ
寄
宿
舎
居
住
費

34
百
万
円
（

33
百
万
円
）

小
・
中
学
校
及
び
義
務
教
育
学
校
に
設
置
す
る
寄
宿
舎
に
入
居
し
て
い
る
へ
き
地
学
校
等
の
児
童
生
徒
の
保
護
者
が
負
担
す
る
こ
と
と
な
る
寄
宿
舎
居
住
に
要
す
る
経
費
を
免
除
す
る

都
道
府
県
又
は
市
町
村
の
事
業
に
対
す
る
補
助

ウ
高
度
へ
き
地
修
学
旅
行
費

11
8百
万
円
（

11
7百
万
円
）

高
度
へ
き
地
学
校
（
３
級
～
５
級
）
の
児
童
生
徒
に
係
る
小
・
中
学
校
及
び
義
務
教
育
学
校
の
修
学
旅
行
に
要
す
る
経
費
の
う
ち
、
交
通
費
、
宿
泊
費
を
負
担
す
る
都
道
府
県
又
は
市
町

村
に
対
す
る
補
助

（
１
）
ス
ク
ー
ル
バ
ス
・
ボ
ー
ト
等
購
入
費

６
０
２
百
万
円
（
５
９
７
百
万
円
）

（
２
）
遠
距
離
通
学
費
等

１
，
４
４
９
百
万
円
（
１
，
４
３
７
百
万
円
）

（
４
）
離
島
高
校
生
修
学
支
援
事
業

２
３
６
百
万
円
（
２
３
４
百
万
円
）

へ
き
地
学
校
に
お
け
る
児
童
生
徒
の
健
康
管
理
の
適
正
な
実
施
を
図
る
た
め
、
地
方
公
共
団
体
が
健
康
診
断
等
や
学
校
環
境
衛
生
の
維
持
改
善
等
の
た
め
の
必
要
な
検
査
を
行
う
た
め
の

医
師
、
歯
科
医
師
及
び
薬
剤
師
の
派
遣
や
心
電
図
検
診
の
実
施
を
円
滑
に
行
う
た
め
に
必
要
な
経
費
に
対
す
る
補
助

（
３
）
保
健
管
理
費

４
５
百
万
円
（
４
５
百
万
円
）

１
／
２
（
高
度
へ
き
地
修
学
旅
行
費
で
過
去
３
ヵ
年
の
財
政
力
指
数

0.
4未
満
の
市
町
村
は
２
／
３
、
保
健
管
理
費
の
心
電
図
検
診
の
実
施
に
必
要
な
経
費
に
つ
い
て
は
１
／
３
）

Ⅲ
補
助
率

Ⅳ
補
助
事
業
者

都
道
府
県
・
市
町
村
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◆
概
要
◆

高
等
学
校
に
お
い
て
、
地
理
的
要
因
等
に
と
ら
わ
れ
ず
多
様
か
つ
高
度
な
教
育
を
可
能
と
す
る
遠
隔
教
育
の
導
入
を
は
じ
め
と
し
た
教

育
改
革
の
優
良
事
例
の
普
及
を
図
る
と
と
も
に
、
新
高
等
学
校
学
習
指
導
要
領
の
実
施
を
見
据
え
つ
つ
、
定
時
制
・
通
信
制
課
程
の
特
性

を
活
か
し
た
効
果
的
な
学
習
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
モ
デ
ル
を
構
築
し
、
普
及
を
図
る
。

ま
た
、
定
時
制
・
通
信
制
課
程
に
お
い
て
、
特
別
な
支
援
を
要
す
る
生
徒
、
外
国
人
生
徒
、
経
済
的
な
困
難
を
抱
え
る
生
徒
や
非
行
・犯

罪
歴
を
有
す
る
生
徒
等
の
学
習
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
指
導
方
法
等
を
確
立
し
、
普
及
を
図
る
。

多
様
な
学
習
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た

指
導
方
法
等
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遠
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困
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立
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経
済
・
財
政
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生
計
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改
革
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程
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き
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理
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因
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に
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ら
わ
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多
様
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つ
高
度
な
教
育
を
可
能
と
す
る
遠
隔

教
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入
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め
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優
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築
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踏
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た
指
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年
度
予
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万
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前
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予
算
額

74
百
万
円
）
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11．切れ目ない支援体制構築に向けた特別支援教育の充実

(前 年 度 予 算 額 2,398百万円）
20 1 9年度予算額（案） 2,586百万円

１．要 旨

切れ目ない支援体制構築のための特別支援教育の推進について、障害の

ある児童生徒等の自立と社会参加の加速化に向けた取組の充実を図り、障

害のある児童生徒等が十分な教育を受けられる環境を構築する。

２．内 容

（１）切れ目ない支援体制整備充実事業 1,796百万円（1,600百万円）

2016年の障害者差別解消法の施行、発達障害者支援法の改正等を踏まえ、自

治体等の切れ目ない支援体制整備に向けた取組に対して経費の一部を補助す

る。〔補助率1/3〕

・特別な支援を必要とする子供への就学前から学齢期、社会参加までの切れ目

ない支援体制整備

・特別支援教育専門家配置

・医療的ケアのための看護師 1,500人⇒1,800人

（２）学校における医療的ケア実施体制構築事業 59百万円（ 59百万円）

学校において高度な医療的ケアに対応するため、医師と連携した校内支援体制

の構築や、医療的ケア実施マニュアル等の作成など、医療的ケア実施体制の充実

を図る。 20地域

（３）発達障害の可能性のある児童生徒等に対する支援事業

213百万円（ 280百万円）

・発達障害に関する通級による指導担当教員等専門性充実事業

小・中・高等学校等における発達障害を含む障害のある児童生徒等に対する特

別支援教育の体制充実のための通級による指導の担当教員に対する研修体制を構

築するとともに、必要な指導方法について調査研究等を行う。

18箇所 等

（４）学校と福祉機関の連携支援事業 10百万円（ 新規 ）

障害のある子供に対する、一貫した支援の提供に資するため、学校と障害児通

所支援事業所の効率的かつ効果的な連携の在り方について調査研究を行う。

4箇所

(５)発達障害に係る教員・支援人材専門性向上に係る検討会議の設置等

【国立特別支援教育総合研究所運営費交付金の内数】（ 新規 ）

教育や福祉の分野において、発達障害者支援にあたる人材が身に着けるべき専

門性を整理し、指導的立場になる者に対する研修の在り方の検討等を行う。
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（６）特別支援教育に関する教職員等の資質向上事業

45百万円（ 50百万円)

特別支援教育を担当する教員の専門性の向上を図るため、特別支援学校教諭免

許状等取得に資する取組や特別支援学校教員等に対する専門的な研修を実施す

る。

・特別支援教育に関する教員等の養成講習及び資質向上研修等の実施 等

32箇所

（７）学習指導要領等の趣旨徹底等及び学習・指導方法の改善・充実

139百万円( 104百万円)

教科書等の作成や新学習指導要領の周知・徹底等を着実に実施すると

ともに、改訂を踏まえた特別支援学校における学習・指導方法の改善・

充実を図るための実践研究等を行う。

25箇所

（８）学校における交流及び共同学習を通じた障害者理解（心のバリアフリー）

の推進事業 51百万円( 86百万円)

教育委員会等が主体となり、学校において、障害のある子供とない子供との

交流及び共同学習の機会を設け、各教科やスポーツ、文化・芸術活動等を教育

課程に位置付ける等、障害者理解の一層の推進を図る。 20地域

（９）高等学校段階における入院生徒に対する教育保障体制整備事業

26百万円( 新規 )

主に、高校教育段階の入院生徒等に対する、教育保障体制の整備について調査

研究を実施する。 5地域

（１０）教科書デジタルデータを活用した拡大教科書、音声教材等普及促進

プロジェクト 210百万円( 146百万円)

発達障害や視覚障害等のある児童生徒が十分な教育を受けられる環境を整備

するため、教科書デジタルデータを活用した音声教材等に関する効率的な製作

方法や高等学校等における拡大教科書の普及促進、教材の活用に関するアセス

メント等についての実践的な調査研究等を実施する。

等

※上記のほか、特別支援学校及び特別支援学級等に就学する障害のある児童生徒等

の保護者の経済的負担を軽減するため、通学費、学用品費等の就学に必要な経費を

援助する「特別支援教育就学奨励費負担等」12,164百万円（11,567百万円）

〔補助率1/2〕

≪関連施策≫

・通級による指導担当教員の基礎定数化による教職員定数の改善を着実に実施

・学校施設整備（特別支援学校の教室不足解消のための補助、公立学校のバリア

フリー化）

77



切
れ
目
な
い
支
援
体
制
構
築
に
向
け
た
特
別
支
援
教
育
の
充
実

20
19
年
度
予
算
額
（
案
）
2,
58
6百
万
円

(前
年
度
予
算
額

2,
39
8百
万
円
)

○
切

れ
目

な
い

支
援

体
制

整
備

充
実

事
業

1
,7

96
百

万
円

（
1
,6

0
0百

万
円

）
〔
補

助
率

１
／

３
〕
（
拡

充
）

2
0
1
6
年

の
障

害
者

差
別

解
消

法
の

施
行

、
発

達
障

害
者

支
援

法
の

改
正

等
を

踏
ま

え
自

治
体

等
の

切
れ

目
な

い
支

援
体

制
整

備
に

向
け

た
取

組
に

対
し

て
経

費
の

一
部

を
補

助
。

◆
特

別
な

支
援

を
必

要
と

す
る

子
供

へ
の

就
学

前
か

ら
学

齢
期

、
社

会
参

加
ま

で
の

切
れ

目
な

い
支

援
体

制
整

備
特

別
な

支
援

を
必

要
と

す
る

子
供

に
つ

い
て

、
就

学
前

か
ら

就
労

に
至

る
ま

で
の

切
れ

目
な

い
支

援
体

制
の

整
備

を
促

す
た

め
教

育
部

局
と

福
祉

・
保

健
・医

療
・
労

働
等

の
関

係
部

局
が

連
携

し
一

貫
し

た
支

援
体

制
を

構
築

す
る

地
域

を
支

援
す

る
。

◆
特

別
支

援
教

育
専

門
家

配
置

（
拡

充
）

医
療

的
ケ

ア
の

た
め

の
看

護
師
1
,
5
0
0
人
⇒
1,
8
0
0人
（
＋
3
00
人
）

○
学

校
に

お
け

る
医

療
的

ケ
ア

実
施

体
制

構
築

事
業

5
9
百

万
円

（
5
9
百

万
円

）
学

校
に

お
い

て
高

度
な

医
療

的
ケ

ア
に

対
応

す
る

た
め

、
医

師
と

連
携

し
た

校
内

支
援

体
制

の
構

築
や

、
医

療
的

ケ
ア

実
施

マ
ニ

ュ
ア

ル
等

の
作

成
な

ど
、

医
療

的
ケ

ア
実

施
体

制
の

充
実

を
図

る
。

○
発

達
障

害
の

可
能

性
の

あ
る

児
童

生
徒

等
に

対
す

る
支

援
事

業
2
1
3
百

万
円

（
2
8
0
百

万
円

）
◆

発
達

障
害

に
関

す
る

通
級

に
よ

る
指

導
担

当
教

員
等

専
門

性
充

実
事

業
等

小
・
中

・
高

等
学

校
等

に
お

け
る

発
達

障
害

を
含

む
障

害
の

あ
る

児
童

生
徒

等
に

対
す

る
特

別
支

援
教

育
の

体
制

充
実

の
た

め
通

級
に

よ
る

指
導

の
担

当
教

員
に

対
す

る
研

修
体

制
を

構
築

す
る

と
と

も
に

、
必

要
な

指
導

方
法

に
つ

い
て

調
査

研
究

等
を

行
う

。

○
学

校
と

福
祉

機
関

の
連

携
支

援
事

業
1
0
百

万
円

（
新

規
）

障
害

の
あ

る
子

供
に

対
す

る
、

一
貫

し
た

支
援

の
提

供
に

資
す

る
た

め
、

学
校

と
障

害
児

通
所

支
援

事
業

所
の

効
率

的
か

つ
効

果
的

な
連

携
の

在
り

方
に

つ
い

て
調

査
研

究
を

行
う

。

○
発

達
障

害
に

係
る

教
員

・
支

援
人

材
専

門
性

向
上

に
係

る
検

討
会

議
の

設
置

等
【
国

立
特

別
支

援
教

育
総

合
研

究
所

運
営

費
交

付
金

の
内

数
】

（
新

規
）

教
育

や
福

祉
の

分
野

に
お

い
て

、
発

達
障

害
者

支
援

に
あ

た
る

人
材

が
身

に
着

け
る

べ
き

専
門

性
を

整
理

し
、

指
導

的
立

場
に

な
る

者
に

対
す

る
研

修
の

在
り

方
の

検
討

等
を

行
う

。

○
特

別
支

援
教

育
就

学
奨

励
費

負
担

等
1
2
,1

6
4百

万
円

（
11

,5
67

百
万

円
）（

拡
充

）〔
補
助
率
１
／
２
〕

○
国
立
特
別
支
援
教
育
総
合
研
究
所
運
営
費
交
付
金
、
施
設
整
備
費
補
助
金

1
,0

83
百

万
円

（
1
,0

8
7
百

万
円

）
○

特
別

支
援

教
育

の
充

実
の

観
点

か
ら

、
通

級
に

よ
る

指
導

担
当

教
員

の
基

礎
定

数
化

に
よ

る
教

職
員

定
数

の
改

善
を

着
実

に
実

施

○
学

校
施

設
整

備
(特

別
支

援
学

校
の

教
室

不
足

解
消

の
た

め
の

補
助

、
公

立
学

校
の

バ
リ

ア
フ

リ
ー

化
) 

〔
補

助
率

１
／

３
等

〕

（
上

記
以

外
の

施
策

：
就

学
支

援
・
教

職
員

定
数

の
改

善
・
学

校
施

設
整

備
）

○
特

別
支

援
教

育
に

関
す

る
教

職
員

等
の

資
質

向
上

事
業

4
5
百

万
円

（
5
0
百

万
円

）
特

別
支

援
教

育
を

担
当

す
る

教
員

の
専

門
性

の
向

上
を

図
る

た
め

、
特

別
支

援
学

校
教

諭
免

許
状

等
取

得
に

資
す

る
取

組
や

特
別

支
援

学
校

教
員

等
に

対
す

る
専

門
的

な
研

修
を

実
施

す
る

。

○
学

習
指

導
要

領
等

の
趣

旨
徹

底
等

及
び

学
習

・
指

導
方

法
の

改
善

・
充

実
1
3
9
百

万
円

( 
1
0
4
百

万
円

)（
拡

充
）

教
科

書
等

の
作

成
や

新
学

習
指

導
要

領
の

周
知

・徹
底

等
を

着
実

に
実

施
す

る
と

と
も

に
、

改
訂

を
踏

ま
え

た
特

別
支

援
学

校
に

お
け

る
学

習
・
指

導
方

法
の

改
善

・充
実

を
図

る
た

め
の

実
践

研
究

等
を

行
う

。

○
学

校
に

お
け

る
交

流
及

び
共

同
学

習
を

通
じ

た
障

害
者

理
解

（
心

の
バ

リ
ア

フ
リ

ー
）
の

推
進

事
業

5
1
百

万
円

(
8
6
百

万
円

)
教

育
委

員
会

等
が

主
体

と
な

り
、

学
校

に
お

い
て

、
障

害
の

あ
る

子
供

と
な

い
子

供
と

の
交

流
及

び
共

同
学

習
の

機
会

を
設

け
、

各
教

科
や

ス
ポ

ー
ツ

、
文

化
・芸

術
活

動
等

を
教

育
課

程
に

位
置

づ
け

る
等

、
障

害
者

理
解

の
一

層
の

推
進

を
図

る
。

○
学

習
上

の
支

援
機

器
等

教
材

活
用

促
進

事
業

2
5
百

万
円

(2
0
百

万
円

)（
拡

充
）

教
員

が
障

害
の

状
態

や
特

性
を

理
解

し
た

上
で

、
適

切
な

支
援

機
器

等
教

材
を

選
定

・活
用

す
る

た
め

に
必

要
な

指
標

及
び

支
援

機
器

の
活

用
に

伴
う

学
習

評
価

の
研

究
等

を
行

う
。

○
高

等
学

校
段

階
に

お
け

る
入

院
生

徒
に

対
す

る
教

育
保

障
体

制
整

備
事

業
2
6
百

万
円

(新
規

)
主

に
高

校
教

育
段

階
の

入
院

生
徒

等
に

対
す

る
、

教
育

保
障

体
制

の
整

備
に

つ
い

て
調

査
研

究
を

実
施

す
る

。

○
教

科
書

デ
ジ

タ
ル

デ
ー

タ
を

活
用

し
た

拡
大

教
科

書
、

音
声

教
材

等
普

及
促

進
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
2
1
0
百

万
円

( 
1
4
6
百

万
円

)
（
拡

充
）

発
達

障
害

や
視

覚
障

害
等

の
あ

る
児

童
生

徒
が

十
分

な
教

育
を

受
け

ら
れ

る
環

境
を

整
備

す
る

た
め

、
教

科
書

デ
ジ

タ
ル

デ
ー

タ
を

活
用

し
た

音
声

教
材

等
に

関
す

る
効

率
的

な
製

作
方

法
や

高
等

学
校

等
に

お
け

る
拡

大
教

科
書

の
普

及
促

進
、

教
材

の
活

用
に

関
す

る
ア

セ
ス

メ
ン

ト
等

に
つ

い
て

の
実

践
的

な
調

査
研

究
等

を
実

施
す

る
。

等
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切
れ
目
な
い
支
援
体
制
整
備
充
実
事
業

20
19
年
度
予
算
額
（
案
）
1,
79
6百
万
円

(前
年
度
予
算
額

1,
60
0百
万
円
)

背
景

課
題

20
16
年
4月
か
らの
障
害
者
差
別
解
消
法
の
施
行
、同
年
6月
の
児
童
福
祉
法
の
一
部

改
正
、同
年
8月
か
らの
発
達
障
害
者
支
援
法
の
改
正
等
を踏
まえ
、関
係
部
局
・関
係
機

関
の
連
携
の
下
、特
別
な
支
援
を必
要
とす
る
子
供
に
対
して
、就
学
前
か
ら就
労
に
至
る
ま

で
、一
貫
した
支
援
体
制
の
整
備
や
看
護
師
、外
部
専
門
家
の
配
置
を
実
施
す
る
こと
が
必

要
で
あ
る
。

背
景
説
明

切
れ
目
な
い
支
援
体
制
整
備
や
看
護
師
、外
部
専
門
家
の
配
置
に
向
け
た

取
組
とし
て
、自
治
体
等
が
、
下
記
の
Ⅰ
、Ⅱ
の
事
業
を行
う場
合
に
要
す
る
経

費
の
一
部
を補
助
す
る
。

◇
補
助
対
象
者
都
道
府
県
・市
区
町
村
、学
校
法
人
(私
立
特
別
支
援
学
校
等
)

◇
補

助
率
１
／
３

目
的
・目
標

Ⅰ
特
別
な
支
援
を
必
要
とす
る
子
供
へ
の
就
学
前
か
ら学
齢
期
、社
会
参
加
ま
で
の

切
れ
目
な
い
支
援
体
制
整
備

Ⅱ
看
護
師
、外
部
専
門
家
の
配
置

教
育
・福
祉
・医
療
・労
働
分
野
等
の
関
係
部
局
や
関
係
機
関
の
連
携
体
制
の
整
備

・各
発
達
段
階
を通
じ、
円
滑
な
情
報
の
共
有
、引
継
ぎ
が
な
され
る
よう
、就
学
前
段
階
か
ら進
学
・

就
労
段
階
に
わ
た
り、
各
学
校
等
で
個
別
の
支
援
情
報
に
関
す
る
「個
別
の
教
育
支
援
計
画
」等
を

作
成
し、
就
学
、進
級
、進
学
、就
労
の
際
に
、記
載
情
報
の
取
扱
い
に
つ
い
て
十
分
配
慮
した
上
で
、

その
内
容
が
適
切
に
引
き
継
が
れ
る
仕
組
の
整
備

・関
係
機
関
との
連
携
を支
援
す
る
コー
デ
ィネ
ー
タ
ー
等
の
配
置
（
早
期
支
援
・就
労
支
援
・発
達
障

害
支
援
・合
理
的
配
慮
コー
デ
ィネ
ー
ター
）

・教
育
・医
療
機
関
との
連
携
に
よ
る
入
院
児
童
生
徒
（
義
務
教
育
段
階
）
の
教
育
支
援
体
制
の

整
備

・上
記
取
組
に
お
け
る
普
及
啓
発

①
医
療
的
ケ
ア
の
た
め
の
看
護
師
【拡
充
】
（
1,
50
0→
1,
80
0人
）

学
校
に
お
い
て
日
常
的
に
た
ん
の
吸
引
や
経
管
栄
養
等
の
「医
療
的
ケ
ア」

が
必
要
な
児
童
生
徒
が
増
加
して
い
る
状
況
を踏
まえ
、こ
れ
らの
児
童
生
徒

の
教
育
の
充
実
を図
る
た
め
、学
校
に
看
護
師
を配
置
し、
医
療
的
ケ
アの
実

施
等
を行
う。

②
外
部
専
門
家
（
34
8人
）

特
別
支
援
学
校
の
セ
ンタ
ー
的
機
能
を充
実
させ
、特
別
支
援
学
校
全
体

とし
て
の
専
門
性
を確
保
す
る
とと
も
に
、特
別
支
援
学
校
以
外
の
多
様
な
学

び
の
場
に
お
け
る
特
別
支
援
教
育
の
体
制
を整
備
す
る
た
め
、理
学
療
法
士
・

作
業
療
法
士
・言
語
聴
覚
士
等
の
外
部
専
門
家
を配
置
・活
用
す
る
。

学
校
段
階

就
学
前
段
階

就
労
・進
学
段
階

保
健
所
等

関
係
機
関

市
区
町
村
関
係
部
局
の
連
携

（
教
育
委
員
会
、福
祉
・保
健
等
部
局
）

教
育
委
員
会

引
継
ぎ

引
継
ぎ

就ハ
ロー
ワ
ー
ク等

関
係
機
関

病
院

地
方
公
共
団
体
、

学
校
法
人

特
別
支
援
学
校
、

小
・中
学
校

配
置

※
幼
稚
園
、高
等
学
校
等
へ
巡
回
・派
遣
も
可
能
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医
療
技
術
の
進
歩
等
を
背
景
とし
て
、例
え
ば
、酸
素
吸
入
や
人
工
呼
吸
器
の
管
理
等
の
特
定
行
為
以
外
の
医
行
為
が
必
要

な
児
童
生
徒
等
の
在
籍
が
、学
校
に
お
い
て
増
加
して
い
る
。

学
校
に
お
い
て
、こ
うし
た
高
度
な
医
療
的
ケ
ア
に
も
対
応
す
る
た
め
、医
師
と連
携
した
校
内
支
援
体
制
の
構
築
や
、医
療
的
ケ

ア
実
施
マ
ニ
ュア
ル
等
の
作
成
な
ど、
医
療
的
ケ
ア
実
施
体
制
の
充
実
を
図
る
。

学
校
に
お
け
る
医
療
的
ケ
ア
実
施
体
制
構
築
事
業

◆
委
託
先
：
都
道
府
県
・指
定
都
市
教
育
委
員
会
・市
町
村
教
育
委
員
会
◆
委
託
箇
所
：
20
地
域

医
師

(医
療
的
ケ
ア

指
導
医
）

検
証
の
た
め
の
連
携
協
力
者

（
医
療
的
ケ
ア
指
導
医
・主
治
医
・近
隣
医
療
機
関
・保
健
所
・消
防
署
等
・保
護
者
）

○
検
証
を
踏
ま
え
、教
育
委
員
会
・医
療
的
ケ
ア運
営
協
議
会
に
お
い

て
、高
度
な
医
療
的
ケ
アに
も
対
応
す
る
た
め
の
医
療
的
ケ
ア
実
施
マ

ニュ
ア
ル
等
を
作
成
。

教
育
委
員
会
とし
て
学
校
の
医
療
的
ケ
ア
実
施
体
制
の
構
築
を図
る
。

巡
回
指
導

助
言

(例
)近
隣
に
病
院
が
な
い
学
校
に
お
け
る
人
工
呼
吸
器
の
管
理
等
が
必

要
な
医
療
的
ケ
ア
児
の
受
入
れ
体
制
の
検
証

＜
緊
急
時
の
対
応
（
近
隣
医
療
機
関
との
連
携
体
制
構
築
）
等
＞

医
療
的
ケ
ア

実
施
マ
ニ
ュア

ル
等
作
成

学
校
に
お
け
る
課
題
の
検
証

学
校 校
内
医
療
的
ケ
ア
運
営
委
員
会

（
校
長
・教
員
・看
護
師
等
）

教
育
委
員
会
・医
療
的
ケ
ア
運
営
協
議
会

相
談

医
療
機
関

医
師
会

看
護
協
会

医
療
系
大
学

助
言

相
談

連
携

協
力
・助
言

検
証
の
報
告

課
題
の
提
案

○
人
工
呼
吸
器
の
管
理
等
が
必
要
な
医
療
的
ケ
ア児
に
お
け
る
、学
校

の
施
設
・整
備
面
や
学
校
が
設
置
され
て
い
る
地
域
の
状
況
等
を
踏
ま

え
た
受
け
入
れ
体
制
に
応
じて
、指
導
医
・医
療
機
関
・医
師
会
・看

護
協
会
・医
療
系
大
学
等
と連
携
の
下
、体
制
の
構
築
を図
る
。

○
医
療
的
ケ
ア
に
精
通
した
医
師
を医
療
的
ケ
ア
指
導
医
とし
て
委
嘱
し、

校
内
支
援
体
制
の
充
実
を
図
る
。

・学
校
巡
回
指
導

・校
内
医
療
的
ケ
ア
運
営
委
員
会
で
の
助
言

・医
療
的
ケ
ア
に
関
す
る
相
談
に
対
す
る
助
言
等

概
要

校
内
支
援
体
制
の
充
実20
19
年
度
予
算
額
(案
)

59
百
万
円

(前
年
度
予
算
額

59
百
万
円
)
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学
校
と福
祉
機
関
の
連
携
支
援
事
業

20
19
年
度
予
算
額
（
案
）

10
百
万
円

(新
規
)

背
景

課
題

発
達
障
害
をは
じめ
障
害
の
あ
る
子
供
た
ち
へ
の
支
援
に
あ
た
って
は
、行
政
分
野
を超
え
た

切
れ
目
な
い
連
携
が
不
可
欠
で
あ
る
。文
部
科
学
省
と厚
生
労
働
省
に
よる
、「
家
庭
と教
育
と

福
祉
の
連
携
『ト
ライ
アン
グ
ル
』プ
ロジ
ェク
ト」
の
検
討
で
は
、学
校
と放
課
後
等
デ
イサ
ー
ビス

事
業
所
等
（
障
害
児
通
所
支
援
事
業
所
）
との
連
携
不
足
が
課
題
とし
て
挙
げ
られ
た
。

○
教
職
員
や
保
護
者
の
障
害
児
通
所
支
援
事
業
所
に
関
す
る
理
解
不
足

○
保
護
者
を含
め
た
関
係
者
間
の
情
報
共
有
や
連
絡
方
法
が
定
まっ
て
い
な
い

背
景
説
明

各
自
治
体
に
お
い
て
、関
係
部
局
の
連
携
の
も
と、

学
校
と障
害
児
通
所
支
援
事
業
所
に
つ
い
て
、現
状

を
把
握
・分
析
した
上
で
、広
く波
及
可
能
な
連
携
の

在
り方
を研
究
す
る
。

目
的
・目
標

事
業
内
容

成
果
、事
業
を
実
施
して
、

期
待
さ
れ
る
効
果

障
害
の
あ
る
子
供
に
対
す
る
、一
貫
した
支
援
の
提
供
に
資
す
る
た
め
、学
校
と障
害
児
通
所
支
援
事
業
所
の
効
率
的
か
つ
効
果

的
な
連
携
の
在
り方
に
つ
い
て
調
査
研
究
を行
い
、他
自
治
体
に
波
及
可
能
な
マニ
ュア
ル
等
を作
成
す
る
こと
で
、全
国
的
な
教
育

と福
祉
の
連
携
の
推
進
に
つ
な
げ
る
。

都
道
府
県
・市
区
町
村
４
地
域

○
現
状
の
把
握
と分
析

学
校
と障
害
児
通
所
支
援
事
業
所
の
連
携
に
つ
い
て
現
状
と課
題
を把
握
した
上
で
、

連
携
に
際
して
共
有
す
べ
き事
項
や
ポ
イン
トに
つ
い
て
、保
護
者
との
連
携
の
観
点
も
含

め
て
整
理
す
る
。

○
分
析
を
も
とに
、他
自
治
体
で
波
及
可
能
な
学
校
と障
害
児
通
所
支
援
事
業
所
の

連
携
に
際
して
の
マ
ニ
ュア
ル
を
作
成

・既
存
の
会
議
等
を活
用
した
関
係
部
局
や
関
係
機
関
が
集
まる
場
の
設
定

（
セ
ンタ
ー
的
機
能
とし
て
の
特
別
支
援
学
校
の
位
置
づ
け
等
）

・相
互
理
解
の
促
進

（
教
職
員
や
保
護
者
に
対
す
る
障
害
児
通
所
支
援
事
業
所
の
説
明
機
会
の
確
保
等
）

・年
間
を通
じて
関
係
者
の
間
で
交
わ
す
べ
き情
報
の
整
理

・下
校
時
の
トラ
ブル
や
児
童
生
徒
の
病
気
・事
故
時
の
対
応
の
整
理

・保
護
者
の
同
意
を含
む
、障
害
児
通
所
支
援
事
業
所
との
連
携
や
個
人
情
報
等
に

配
慮
した
、個
別
の
教
育
支
援
計
画
の
様
式
、項
目
等
の
検
討
・作
成

○
調
査
分
析
支
援
員
の
配
置

情
報
共
有
・連
携
強
化
の
手
法
の
研
究
（
本
事
業
）

現
状
を把
握
、分
析
した
上
で
、連
携
に
あ
た
って
取
り組
む
べ
き

事
項
に
つ
い
て
波
及
性
の
あ
る
マニ
ュア
ル
を作
成
。

学
校

障
害
児
通
所

支
援
事
業
所

保
護
者

情
報
共
有
・連
携
強
化

地
域
連
携
推
進
マ
ネ
ジ
ャー

(※
)

自
治
体

関
係
部
局
の
連
携

※
教
育
と福
祉
等
の
関
係
構
築
の

場
の
設
置
及
び
会
議
の
開
催
や
保

護
者
等
に
対
す
る
相
談
窓
口
な
ど、

関
係
者
の
連
絡
調
整
役

（
厚
労
省
）
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１２．学校をプラットフォームとした総合的な子供の貧困

対策の推進

(前 年 度 予 算 額 2,205百万円）

2019年度予算額（案） 2,456百万円

１．要 旨

家庭の経済状況にかかわらず、学ぶ意欲と能力のある全ての子供が質の高い教

育を受け、能力・可能性を最大限伸ばしてそれぞれの夢に挑戦できるようにする

ことは、一人一人の豊かな人生の実現に加え、今後の我が国の成長・発展にもつ

ながるものである。

「子供の貧困対策に関する大綱」を踏まえ、学校を子供の貧困対策のプラット

フォームと位置付け、総合的な子供の貧困対策を推進するとともに、教育の機会

均等を保障するため、教育費負担の軽減を実施する。

２．内 容

（１）教育相談の充実

スクールソーシャルワーカーの配置拡充【後掲】〔補助率１／３〕

1,722百万円（1,484百万円）

〔補助事業者：都道府県、政令指定都市、中核市〕

・スクールソーシャルワーカーの全中学校区への配置（7,500人→10,000人）

・高等学校のための配置（47人）

・貧困・虐待対策のための重点加配（1,000人→1,400人）

・スーパーバイザー（47人）の配置 等

［目標］ 2019年度までに、スクールソーシャルワーカーを全ての中学校区(約１万人)に配置

2019：10,000人（ 2018：7,500人） （ニッポン一億総活躍プラン）

（ひとり親家庭・多子世帯等自立応援プロジェクト）
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（２）高校生等の就職・就学支援等

高等学校における次世代の学習ニーズを踏まえた指導の充実事業

65百万円（74百万円）

〔委託費〕〔委託事業者：都道府県、学校法人、民間企業等〕

高等学校において、地理的要因等にとらわれず多様かつ高度な教育を可能と

する遠隔教育の導入をはじめとした教育改革の優良事例の普及を図るとともに、

新高等学校学習指導要領の実施を見据えつつ、定時制・通信制課程の特性を活

かした効果的な学習プログラムのモデルを構築し、普及を図る。

また、定時制・通信制課程において、特別な支援を要する生徒、外国人

生徒、経済的な困難を抱える生徒や非行・犯罪歴を有する生徒等の学習

ニーズに応じた指導方法等を確立し、普及を図る。

（３）要保護児童生徒援助費補助 669百万円（647百万円）

〔補助率１／２〕〔補助事業者：都道府県・市町村〕

要保護児童生徒の保護者に対して学用品費、修学旅行費、学校給食費等の就学

援助を実施する。来年度においては、制服代やランドセル代を支援する「新入学

児童生徒学用品費等」や「修学旅行費（中学校）」の単価の引き上げ、「卒業アル

バム代等」の費目新設を行う。

※上記のほか、被災児童生徒就学支援等事業（大規模災害）を実施

594百万円（274百万円）

〔補助率２／３〕〔補助事業者：都道府県〕

熊本地震などの大規模災害で被災し、経済的に就学が困難な幼児児童生徒の就

学機会を確保するため、都道府県等が実施する幼稚園児への就園支援、小中学生

に対する学用品費等の援助、高校生に対する奨学金支給、特別支援学校等に在籍

する児童生徒等への就学奨励、私立学校及び専修学校・各種学校の授業料減免な

どへの支援を実施する。

≪関連施策≫

・教職員定数の改善（貧困等に起因する学力課題の解消 50人）

・高等学校等就学支援金交付金等

・高校生等奨学給付金（奨学のための給付金）

・幼児教育無償化の実施

・特別支援教育就学奨励費負担等

・地域学校協働活動推進事業
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（参考：復興特別会計）

◇被災児童生徒就学支援等事業（東日本大震災） 4,382百万円（5,217百万円）

〔補助事業者：都道府県〕

東日本大震災で被災し、経済的に就学が困難な幼児児童生徒の就学機会を確保す

るため、都道府県等が実施する幼稚園児への就園支援、小中学生に対する学用品費

等の援助、高校生に対する奨学金支給、特別支援学校等に在籍する児童生徒等への

就学奨励、私立学校及び専修学校・各種学校の授業料減免などへの支援を実施する。
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③
貧
困
・虐
待
対
策
の
た
め
の
重
点
配
置

１
，
４
０
０
校
（
1
,0
0
0
校
）

④
不
登
校
支
援
の
た
め
の
教
育
支
援
セ
ン
タ
ー
の
機
能
強
化

２
５
０
箇
所
（2
5
0
箇
所
）

①
小
中
学
校
の
た
め
の
配
置

１
０
，
０
０
０
人
（
７
，
５
０
０
人
）

②
貧
困
・虐
待
対
策
の
た
め
の
重
点
配
置

１
，
４
０
０
人
（１
，
０
０
０
人
）

③
高
等
学
校
の
た
め
の
配
置

４
７
人
（
４
７
人
）

④
質
向
上
の
た
め
の
Ｓ
Ｖ
配
置

４
７
人
（４
７
人
）

＜
家
庭
＞

＜
教
育
委
員
会
等
＞

＜
福
祉
関
連
機
関
＞

[目
標
]2
01
9
年
度
ま
で
に
、
ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
を
全
て
の
中
学
校
区

（
約
１
万
人
）
に
配
置

（
ニ
ッ
ポ
ン
一
億
総
活
躍
プ
ラ
ン
）

（
ひ
と
り
親
家
庭
・多
子
世
帯
等
自
立
応
援
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
）

ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
等
活
用
事
業

2
0
1
9
年
度
予
算
額
（
案
）
4
,7
3
8
百
万
円

（
平
成
3
0
年
度
予
算
額
4
,5
6
9
百
万
円
）
補
助
率
：１
/
3

ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
活
用
事
業

2
0
1
9
年
度
予
算
額
（案
）
1
,7
2
2
百
万
円

（
平
成
3
0
年
度
予
算
額
1
,4
8
4
百
万
円
）
補
助
率
：１
/
3

連
絡
協
議
会
の
開
催
等
を
通
じ
た
質
向
上
の
取
組

※
支
援
が
必
要
な
学
校
に
弾
力
的
に
派
遣
で
き
る
よ
う
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
、
教
育
委
員
会
配
置
方
式
も
推
進
。

①
全
公
立
小
学
校
に
対
す
る
配
置
１
７
，
５
０
０
校
（１
６
，
７
０
０
校
）

②
全
公
立
中
学
校
に
対
す
る
配
置
１
０
，
０
０
０
校
（１
０
，
０
０
０
校
）

[目
標
]2
01
9
年
度
ま
で
に
、
ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
を
全
公
立
小
中
学
校

(2
7
,5
0
0
校
）に
配
置

（
ニ
ッ
ポ
ン
一
億
総
活
躍
プ
ラ
ン
）

（
ひ
と
り
親
家
庭
・多
子
世
帯
等
自
立
応
援
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
）

20
19
年
度

:2
7,

50
0校

20
19
年
度

:1
0,

00
0人

※
（

）は
前
年
度

＜
学
校
・教
職
員
（
養
護
教
諭
等
）＞

ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
：
児
童
生
徒
の
心
理
に
関
し
て
高
度
に
専
門
的
な
知
識
及

び
経
験
を
有
す
る
者
（
臨
床
心
理
士
等
）

学
校
教
育
法
施
行
規
則
第
6
5
条
の
２

ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
は
、
小
学
校
に
お
け
る
児
童
の
心
理
に
関
す
る
支
援
に
従
事
す
る
。

ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
：福
祉
に
関
し
て
専
門
的
な
知
識
・技
術
を
有
す
る
と
と
も

に
、
過
去
に
教
育
や
福
祉
の
分
野
に
お
い
て
、
活
動
経
験
の
実
績
等
が
あ
る
者
（社
会
福

祉
士
、
精
神
保
健
福
祉
士
等
）

学
校
教
育
法
施
行
規
則
第
6
5
条
の
３

ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
は
、
小
学
校
に
お
け
る
児
童
の
福
祉
に
関
す
る
支
援
に
従
事
す
る
。

ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
・ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャル
ワ
ー
カ
ー
に
よ
る
教
育
相
談
体
制
の
充
実

20
19
年
度
予
算
額
（
案
）
6,
46
0百
万
円

（
前
年
度
予
算
額
6,
05
2百
万
円
)
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◆
概
要
◆

高
等
学
校
に
お
い
て
、
地
理
的
要
因
等
に
と
ら
わ
れ
ず
多
様
か
つ
高
度
な
教
育
を
可
能
と
す
る
遠
隔
教
育
の
導
入
を
は
じ
め
と
し
た
教

育
改
革
の
優
良
事
例
の
普
及
を
図
る
と
と
も
に
、
新
高
等
学
校
学
習
指
導
要
領
の
実
施
を
見
据
え
つ
つ
、
定
時
制
・
通
信
制
課
程
の
特
性

を
活
か
し
た
効
果
的
な
学
習
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
モ
デ
ル
を
構
築
し
、
普
及
を
図
る
。

ま
た
、
定
時
制
・
通
信
制
課
程
に
お
い
て
、
特
別
な
支
援
を
要
す
る
生
徒
、
外
国
人
生
徒
、
経
済
的
な
困
難
を
抱
え
る
生
徒
や
非
行
・犯

罪
歴
を
有
す
る
生
徒
等
の
学
習
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
指
導
方
法
等
を
確
立
し
、
普
及
を
図
る
。

多
様
な
学
習
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た

指
導
方
法
等
の
確
立
・
普
及

遠
隔
教
育
等
の
教
育
改
革

の
優
良
事
例
の
普
及

定
時
制
・
通
信
制
課
程
に
お
け
る

新
学
習
指
導
要
領
へ
の
対
応

定
時
制
・
通
信
制
課
程
に
お
い
て
、
特
別
な

支
援
を
要
す
る
生
徒
、
外
国
人
生
徒
、
経
済

的
な
困
難
を
抱
え
る
生
徒
や
非
行
・
犯
罪
歴

を
有
す
る
生
徒
等
の
学
習
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た

指
導
方
法
等
を
確
立
し
、
普
及
を
図
る
。

「
経
済
・
財
政
再
生
計
画
改
革
工
程
表
」
に

基
づ
き
、
地
理
的
要
因
等
に
と
ら
わ
れ
ず

多
様
か
つ
高
度
な
教
育
を
可
能
と
す
る
遠
隔

教
育
の
導
入
を
は
じ
め
と
し
た
教
育
改
革
の

優
良
事
例
の
普
及
を
図
る
。

新
高
等
学
校
学
習
指
導
要
領
の
実
施
を
見

据
え
つ
つ
、
定
時
制
・
通
信
制
課
程
の
特
性

を
活
か
し
た
効
果
的
な
学
習
プ
ロ
グ
ラ
ム
の

モ
デ
ル
を
構
築
し
普
及
を
図
る
。

新
学
習
指
導
要
領
を
見
据
え
た

効
果
的
な
学
習
プ
ロ
グ
ラ
ム
の

モ
デ
ル
構
築

IC
Tを
活
用
し
た

遠
隔
教
育
等

多
様
な
学
習
ニ
ー
ズ
を
有
す
る
生
徒

全
国
へ
の
普
及

専
門
的
な
支
援

高
等
学
校
に
お
け
る
次
世
代
の
学
習
ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
た
指
導
の
充
実
事
業

20
19
年
度
予
算
額
（
案
）
65
百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

74
百
万
円
）
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要
保
護
児
童
生
徒
援
助
費
補
助
金

○
経
済
的
理
由
に
よ
って
、就
学
困
難
と認
め
られ
る

学
齢
児
童
生
徒
の
保
護
者
に
対
して
必
要
な
支
援

を
行
い
、義
務
教
育
の
円
滑
な
実
施
に
資
す
る
。

目
的
・目
標

事
業
内
容

○
学
校
教
育
法
に
お
い
て
、「
経
済
的
理
由
に
よっ
て
、就
学
困
難
と認
め
られ
る
学
齢

児
童
生
徒
の
保
護
者
に
対
して
は
、市
町
村
は
、必
要
な
援
助
を
与
え
な
け
れ
ば
な

らな
い
。」
とさ
れ
て
お
り、
ま
た
、就
学
援
助
法
等
に
お
い
て
、国
は
市
町
村
に
対
して

必
要
な
援
助
を
行
うこ
とと
され
て
い
る
。

背
景
説
明

成
果
、事
業
を
実
施
し
て
、

期
待
さ
れ
る
効
果

子
供
た
ち
の
将
来
が
その
生
ま
れ
育
った
家
庭
の
環
境
に
よ
って
左
右
され
る
こと
の
な
い
社
会
の
実
現

◆
補
助
対
象
費
目
：
学
用
品
費
、体
育
実
技
用
具
費
、卒
業
アル
バ
ム
代
等
（
新
設
）
、新
入
学
児
童
生
徒
学
用
品
費
等
、通
学
用
品
費
、通
学
費
、修
学
旅
行
費
、

校
外
活
動
費
、ク
ラブ
活
動
費
、生
徒
会
費
、Ｐ
Ｔ
Ａ
会
費
、医
療
費
、学
校
給
食
費

◆
国
庫
補
助
率

：
1／
2（
予
算
の
範
囲
内
）

◆
平
成
31
年
度
よ
り、

・「
修
学
旅
行
費
」の
中
学
校
の
単
価
引
き
上
げ

中
学
校
：
57
,5
90
円
→
60
,3
00
円
（
＋
2,
71
0円
）

・「
新
入
学
児
童
生
徒
学
用
品
費
等
」の
単
価
引
き
上
げ

小
学
校
：
40
,6
00
円
→
50
,6
00
円
（
＋
10
,0
00
円
）
中
学
校
：
47
,4
00
円
→
57
,4
00
円
（
＋
10
,0
00
円
）

・「
卒
業
ア
ル
バ
ム
代
等
」を
補
助
対
象
費
目
に
追
加
（
新
設
）

小
学
校
：
10
,8
90
円

中
学
校
：

8,
71
0円

市
町
村
の
行
う就
学
援
助
の
うち
、生
活
保
護
法
に
規
定
す
る「
要
保
護
者
」へ
の
援
助
に
対
して
、国
は
、義
務
教
育
の
円
滑
な
実
施
に
資
す
る
よう
、「
就
学
困
難
な
児
童
及
び

生
徒
に
係
る
就
学
奨
励
に
つ
い
て
の
国
の
援
助
に
関
す
る
法
律
」
（
就
学
援
助
法
）
「学
校
保
健
安
全
法
」「
学
校
給
食
法
」等
に
基
づ
い
て
必
要
な
援
助
を実
施
。

【準
要
保
護
者
へ
の
就
学
援
助
】

要
保
護
者
に
準
ず
る
程
度
に
困
窮
して
い
る
と市
町
村
教
育
委
員
会
が
認
め
る
「準
要
保
護
者
」へ
の
就
学
援
助
事
業
に
つ
い
て
は
、三
位
一
体
改
革
に
よ
り、
平
成
17
年
度

か
ら国
の
補
助
を
廃
止
し、
税
源
移
譲
・地
方
財
政
措
置
を
行
い
、各
市
町
村
が
単
独
で
事
業
を行
って
い
る
。

【要
保
護
者
へ
の
就
学
援
助
】

※
平
成
29
年
度
か
らは
、入
学
す
る
年
度
の
開
始
前
に
支
給
した
「新
入
学
児
童
生
徒
学
用
品
費
等
」に
つ
い
て
も
国
庫
補
助
対
象
とで
き
る
よ
う要
綱
を改
正
済
み
。

文
部
科
学
省
とし
て
は
、自
治
体
に
対
して
この
入
学
前
支
給
の
導
入
を通
知
等
で
積
極
的
に
促
して
い
る
。

20
19
年
度
予
算
額
（
案
）

６
.７
億
円

(前
年
度
予
算
額

６
.５
億
円
)
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目
的
・目
標

事
業
内
容

被
災
児
童
生
徒
就
学
支
援
等
事
業
（
大
規
模
災
害
）

○
大
規
模
災
害
に
よ
り被
災
し、
経
済
的
理
由
か
ら就
学
困
難
とな
った
幼
児

児
童
生
徒
が
安
心
して
学
ぶ
こと
が
で
き
る
よう
、家
庭
の
教
育
負
担
の
軽
減
を

図
る
こと
が
喫
緊
の
課
題
。

○
本
事
業
は
、平
成
28
年
熊
本
地
震
を
発
端
とし
て
同
年
度
か
ら実
施
。

背
景
説
明

○
大
規
模
災
害
に
よ
り被
災
し、
経
済
的
理
由
か
ら就
学
等
が
困
難
とな
った
幼
児
児
童
生
徒
に
対
して
、都
道
府
県
等
が
以
下
の
就
学
支
援
等
を実
施
す
る場
合
、

被
災
に
よ
る
支
援
対
象
者
数
の
増
加
に
伴
う負
担
を
考
慮
し、
交
付
金
とし
て
経
費
の
一
部
（
2/
3）
を
国
庫
で
支
援
す
る
。

成
果
、事
業
を
実
施
し
て
、

期
待
さ
れ
る
効
果

被
災
した
子
供
が
安
心
して
学
ぶ
こと
が
で
き
る
教
育
環
境
の
確
保

（
対
象
者
）
震
災
に
よ
り幼
稚
園
等
へ
の
就
園
支
援
が
必
要
とな
った
世
帯
の
幼
児

（
震
災
に
よ
り所
得
階
層
区
分
が
変
更
とな
った
世
帯
の
幼
児
も
含
む
）

（
対
象
事
業
）
市
町
村
に
お
い
て
行
う幼
稚
園
就
園
奨
励
事
業
等

（
対
象
経
費
）
保
育
料
、入
園
料

【幼
稚
園
等
】

（
対
象
者
）

震
災
に
よ
り就
学
困
難
とな
った
児
童
生
徒

（
対
象
事
業
）
市
町
村
等
に
お
い
て
行
う就
学
援
助
事
業

（
対
象
費
目
）
学
用
品
費
、通
学
費
、修
学
旅
行
費
、学
校
給
食
費
、医
療
費
等

※
通
学
費
に
は
、ス
クー
ル
バ
ス
の
運
行
に
よる
通
学
手
段
の
確
保
に
係
る
経
費
を
含
む

【小
・中
学
校
】

（
対
象
者
）

震
災
に
よ
り就
学
困
難
とな
った
生
徒

（
対
象
事
業
）
都
道
府
県
に
お
い
て
行
う奨
学
金
事
業

【高
等
学
校
】

（
対
象
者
）

震
災
に
よ
り就
学
等
が
困
難
とな
った
児
童
生
徒

（
対
象
事
業
）
都
道
府
県
等
に
お
い
て
行
う授
業
料
等
減
免
事
業

【私
立
高
等
学
校
等
】

（
対
象
者
）

震
災
に
よ
り就
学
困
難
とな
った
幼
児
児
童
生
徒

（
震
災
に
よ
り支
弁
区
分
が
変
更
とな
った
者
も
含
む
）

（
対
象
事
業
）
都
道
府
県
等
に
お
い
て
行
う就
学
奨
励
事
業

（
対
象
費
目
）
学
用
品
費
、通
学
費
、修
学
旅
行
費
、学
校
給
食
費
等

【特
別
支
援
学
校
等
（
幼
・小
・中
・高
）
】

20
19
年
度
予
算
額
（
案
）

5.
9億
円

(前
年
度
予
算
額

2.
7億
円
)

【専
修
学
校
・各
種
学
校
】

（
対
象
者
）
震
災
に
よ
り職
業
技
術
の
教
育
等
を目
的
とす
る
学
校
へ
の
就
学
が
困
難
とな
った
生
徒

・専
修
学
校
高
等
課
程
、専
門
課
程
：
修
業
年
限
1年
以
上

・専
修
学
校
一
般
課
程
、各
種
学
校
：
原
則
修
業
年
限
2年
以
上

（
対
象
事
業
）
都
道
府
県
等
に
お
い
て
行
う授
業
料
等
減
免
事
業

○
被
災
に
よ
り就
学
困
難
とな
った
幼
児
児
童
生
徒

に
対
して
、都
道
府
県
等
が
就
学
支
援
等
を
実
施

す
る
こと
で
、教
育
機
会
を
確
保
す
る
。
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○
被
災
に
よ
り就
学
困
難
とな
った
幼
児
児
童
生
徒
に
対
して
、

都
道
府
県
等
が
就
学
支
援
等
を
実
施
す
る
こと
で
、教
育

機
会
を
確
保
す
る
。

目
的
・目
標

事
業
内
容

被
災
児
童
生
徒
就
学
支
援
等
事
業
（
東
日
本
大
震
災
）

○
東
日
本
大
震
災
に
よ
り被
災
し、
経
済
的
理
由
か
ら就
学
困
難
とな
った
幼
児

児
童
生
徒
が
安
心
して
学
ぶ
こと
が
で
き
る
よう
、家
庭
の
教
育
負
担
の
軽
減
を

図
る
こと
が
喫
緊
の
課
題
。

背
景
説
明

○
東
日
本
大
震
災
に
よ
り被
災
し、
経
済
的
理
由
か
ら就
学
等
が
困
難
とな
った
幼
児
児
童
生
徒
に
対
して
、都
道
府
県
等
が
以
下
の
就
学
支
援
等
を
実
施
す
る
場
合
、

被
災
に
よ
る
支
援
対
象
者
数
の
増
加
に
伴
う負
担
を
考
慮
し、
交
付
金
とし
て
経
費
の
全
額
（
10
/1
0）
を
国
庫
で
支
援
（
一
部
を
除
く。
）
す
る
。

20
19
年
度
予
算
額
（
案
）
44
億
円

(前
年
度
予
算

52
億
円
)

（
対
象
者
）

震
災
に
よ
り幼
稚
園
等
へ
の
就
園
支
援
が
必
要
とな
った
世
帯
の
幼
児

（
震
災
に
よ
り所
得
階
層
区
分
が
変
更
とな
った
世
帯
の
幼
児
も
含
む
）

（
対
象
事
業
）
市
町
村
等
に
お
い
て
行
う幼
稚
園
就
園
奨
励
事
業
等

（
対
象
経
費
）
保
育
料
、入
園
料

【幼
稚
園
等
】

（
対
象
者
）

震
災
に
よ
り就
学
困
難
とな
った
児
童
生
徒

（
対
象
事
業
）
市
町
村
等
に
お
い
て
行
う就
学
援
助
事
業

（
対
象
費
目
）
学
用
品
費
、通
学
費
、修
学
旅
行
費
、学
校
給
食
費
、医
療
費
等

※
通
学
費
に
は
、ス
クー
ル
バ
ス
の
運
行
に
よる
通
学
手
段
の
確
保
に
係
る
経
費
を
含
む

【小
・中
学
校
】

（
対
象
者
）

震
災
に
よ
り就
学
困
難
とな
った
生
徒

（
対
象
事
業
）
都
道
府
県
に
お
い
て
行
う奨
学
金
事
業

【高
等
学
校
】

（
対
象
者
）

震
災
に
よ
り就
学
等
が
困
難
とな
った
幼
児
児
童
生
徒

（
対
象
事
業
）
都
道
府
県
等
に
お
い
て
行
う授
業
料
等
減
免
事
業

【私
立
学
校
】

【特
別
支
援
学
校
等
（
幼
・小
・中
・高
）
】

【専
修
学
校
・各
種
学
校
】

【東
日
本
大
震
災

復
興
特
別
会
計
】

成
果
、事
業
を
実
施
して
、期
待
さ
れ
る
効
果

被
災
した
子
供
が
安
心
して
学
ぶ
こと
が
で
き
る
教
育
環
境
の
確
保

（
対
象
者
）
震
災
に
よ
り職
業
技
術
の
教
育
等
を目
的
とす
る
学
校
へ
の
就
学
が
困
難
とな
った
生
徒

・専
修
学
校
高
等
課
程
、専
門
課
程
：
修
業
年
限
1年
以
上

・専
修
学
校
一
般
課
程
、各
種
学
校
：
原
則
修
業
年
限
2年
以
上

（
対
象
事
業
）
都
道
府
県
等
に
お
い
て
行
う授
業
料
等
減
免
事
業

※
専
修
学
校
専
門
課
程
及
び
一
般
課
程
並
び
に
各
種
学
校
に
つ
い
て
は
学
校
が
実
施
した
減
免
額

の
2/
3が
上
限

（
対
象
者
）

震
災
に
よ
り就
学
困
難
とな
った
幼
児
児
童
生
徒

（
震
災
に
よ
り支
弁
区
分
が
変
更
とな
った
者
も
含
む
）

（
対
象
事
業
）
都
道
府
県
等
に
お
い
て
行
う就
学
奨
励
事
業

（
対
象
費
目
）
学
用
品
費
、通
学
費
、修
学
旅
行
費
、

学
校
給
食
費
等

＜
現
状
＞

○
本
事
業
の
支
援
者
数
は
、発
災
直
後
に
は
約
６
万
８
千
人
（
うち
、被
災
３
県
は
約
５
万
４
千
人
）
で
あ
った
が
、被
災
地
の
復
興
に
伴
い
、支
援
者
数
は
減
少
。

○
平
成
２
９
年
度
に
は
発
災
直
後
の
半
数
以
下
ま
で
減
少
した
が
、い
ま
だ
約
２
万
９
千
人
（
うち
、被
災
３
県
は
約
２
万
６
千
人
）
が
支
援
対
象
とな
って
い
る
。
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１３．私立小中学校等に通う児童生徒への経済的支援に関する

実証事業

（前 年 度 予 算 額 １，１９４百万円)

2019年度予算額（案） ９９５百万円

１．要 旨
私立小中学校等に通う児童生徒への経済的支援に関し、年収４００万円未満の世帯に

属する児童生徒について、授業料負担の軽減を行いつつ、義務教育において私立学校を

選択している理由や家庭の経済状況などについて実態把握のための調査を行う。（２０

１７～２０２１年度の５年間実施）

２．内 容

【支給対象学校種】

私立の小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校（前期課程）、

特別支援学校（小学部、中学部）

【支給額】

最大で１０万円（年額）
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私
立
小
中
学
校
等
に
通
う
児
童
生
徒
へ
の
経
済
的
支
援
に
関
す
る
実
証
事
業

2
0
1
9
年
度
予
算
額
（
案
）
1
0
億
円

（
前
年
度
予
算
額

1
2
億
円
）

○
私
立
小
中
学
校
等
に
通
う児
童
生
徒
へ
の
経
済
的
支
援
に
関
し、

年
収
４
０
０
万
円
未
満
の
世
帯
に
属
す
る
児
童
生
徒
に
つ
い
て
、

授
業
料
負
担
の
軽
減
を
行
い
つ
つ
、義
務
教
育
に
お
い
て
私
立
学
校
を

選
択
して
い
る
理
由
や
家
庭
の
経
済
状
況
な
どに
つ
い
て
実
態
把
握
の

た
め
の
調
査
を行
う。

目
的
・目
標

○
国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、能
力
が
あ
る
に
も
関
わ
らず
、経
済
的
理
由
に
よ
って
修
学
が

困
難
な
者
に
対
して
奨
学
の
措
置
を講
じな
け
れ
ば
な
らな
い
。(
教
育
基
本
法
)

○
私
立
学
校
も
「公
の
性
質
」を
有
す
る
学
校
とし
て
、公
立
学
校
とと
も
に
義
務
教
育
制
度
の

一
翼
を
担
って
い
る
。

○
私
立
小
学
校
の
授
業
料
平
均
は
約
４
３
万
円
、私
立
中
学
校
の
授
業
料
平
均
は
約
４
１

万
円
で
あ
り、
家
庭
の
経
済
的
負
担
が
大
き
い
。

（
教
育
基
本
法
、学
校
教
育
法
に
よ
り、
国
立
又
は
公
立
の
小
中
学
校
は
無
償
。）

背
景
説
明

成
果
、事
業
を
実
施
し
て
、

期
待
さ
れ
る
効
果

私
立
小
中
学
校
等
を
希
望
した
理
由
や
家
庭
の
経
済
状
況
な
どに
つ
い
て
調
査
結
果
に
基
づ
く分
析
を
行
うこ
とで
、効
果
的
な
経
済
的
支

援
に
関
す
る
検
討
が
可
能
とな
る
。

事
業
内
容 文
部
科
学
省

都
道
府
県

学
校
法
人

（
私
立
学
校
）

１
０

４
０

＜
年
収
：
万
円
＞

40
0

最
大
で
１
０
万
円

（
年
額
）

＜
支
給
額
：
万
円
＞

授
業
料

減
免

生
活
保
護
世
帯

授
業
料
減
免

家
計
急
変

世
帯

・
支
援
金
を
代
理
受
領

（
授
業
料
債
権
と
相
殺
）

・
調
査
票
等
の
集
約

【
全
学
年
で
実
施
】

○
個
々
の
家
庭
の
事
情
を
丁
寧
に
踏
ま
え
、
予
算
の
範
囲
内
で
真
に
支
援
が
必
要
な

児
童
・
生
徒
へ
措
置
。

※
私
学
助
成
（
授
業
料
減
免
事
業
等
支
援
特
別
経
費
）

生
活
保
護
世
帯
や
家
計
の
急
変
に
よ
る
経
済
的
理
由
か
ら
就
学
が
困
難
と
な
っ
た

児
童
生
徒
に
対
す
る
授
業
料
減
免
措
置

申 請 児
童
生
徒

（
保
護
者
）

実
態
把
握

調
査
結
果
に
基
づ
き
分
析

支
援
対
象
の
世
帯
の
現
状
分
析

経
済
的
支
援
に
よ
る
効
果
測
定

私
立
学
校
を
志
望
し
た
理
由
の
分
析

効
果
的
な
経
済
的
支
援
に

関
す
る
検
討

調
査
結
果
等
の
提
出

調
査
に
よ
る
基
礎
デ
ー
タ
の
収
集

デ
ー
タ
集
約

・
授
業
料
支
援
の
申
請

・
調
査
票
等
の
提
出

◆
様
々
な
事
情
か
ら
私
立
小
中
学
校
等
に
進
学
さ
れ
て
い
る
も
の
の
、
経
済
的
に
は
厳
し
い
世
帯
（
年
収
約
4
0
0
万
円
未
満
）
を
い
か
に
支
援
で
き
る
か
と
い
う
観
点
か
ら
、

支
援
対
象
世
帯
の
経
済
状
況
や
私
立
小
中
学
校
等
を
選
択
し
た
理
由
な
ど
を
把
握
す
る
た
め
の
5
年
間
の
実
証
事
業
。
【
実
施
期
間
】
2
0
1
7
年
度
～
2
0
2
1
年
度

◆
２
０
１
９
年
度
予
算
案
制
度
趣
旨
を
踏
ま
え
た
支
給
要
件
の
見
直
し
に
伴
う
給
付
対
象
（
予
定
）
者
数
の
減
少
▲
２
億
円
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１４．高校生等への修学支援

（前 年 度 予 算 額 ３８４，１１４百万円)

2019年度予算額（案） ３８７，３２８百万円

１．要 旨
全ての意志ある高校生等が安心して教育を受けられるよう、高等学校等の授業料に充

てるため高等学校等就学支援金を支給するとともに、低所得世帯に対しては、授業料以

外の教育費について、各都道府県が実施する高校生等奨学給付金事業を支援することで、

家庭の教育費負担の軽減を図る。

２．内 容
（１）高等学校等就学支援金交付金等 373,398百万円（370,835百万円）

① 高等学校等就学支援金交付金 370,894百万円（367,812百万円）

【支給額】

○ 高等学校等に在学する者に対して年額118,800円を支給（学校設置者が代理受領）。

○ 保護者等の年収が910万円（道府県民税所得割額と市町村民税所得割額の合算額

507,000円）未満の世帯の生徒等が対象。

○ 私立高等学校等に在学する生徒については、所得に応じて、支給金額を1.5～2.5

倍した額を上限として支給する。

年収270万円未満程度〔非課税(＊)〕 297,000円（2.5倍）

年収270～350万円未満程度〔85,500円未満(＊)〕 237,600円（2.0倍）

年収350～590万円未満程度〔257,500円未満(＊)〕 178,200円（1.5倍）

〔＊道府県民税所得割額と市町村民税所得割額の合算額〕

【※年収は両親と子供2人世帯の場合の目安】

【対象学校種】

国公私立の高等学校、中等教育学校（後期課程）、特別支援学校（高等部）、高等専門

学校（1～3学年）、専修学校高等課程、専修学校一般課程及び各種学校のうち国家資格

者養成課程（中学校卒業者を入所資格とするもの）、各種学校のうち告示指定を受けた

外国人学校、海上技術学校

② 高等学校等就学支援金事務費交付金 2,490百万円（3,008百万円）

高等学校等就学支援金に関する事務の円滑な実施に資することを目的として、都道

府県に交付。

③ 公立高等学校授業料不徴収交付金（旧制度） 13百万円（15百万円）
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（２）高校生等奨学給付金 13,931百万円（13,279百万円）

【支給対象】

○ 生活保護受給世帯、非課税世帯

○ 保護者、親権者等が当該都道府県内に住所を有していること。

○ 高校生等が高等学校等就学支援金の支給対象となっている高等学校等（高等学校、

中等教育学校（後期課程）、高等専門学校（１～３学年）、専修学校（高等課程）等）

に在学し、且つ、高等学校等就学支援金を受ける資格を有していること（特別支援

学校高等部の生徒を除く）。

【給付額】

非課税世帯【全日制等】（第１子）の給付額の増額により、低所得世帯の更なる教育費

負担の軽減を図る。

○生活保護受給世帯【全日制等・通信制】

・国公立の高等学校等に在学する者 年額 32,300円

・私立の高等学校等に在学する者 年額 52,600円

○非課税世帯【全日制等】（第１子単価）

・国公立の高等学校等に在学する者 年額 80,800円 → 82,700円（＋1,900円）

・私立の高等学校等に在学する者 年額 89,000円 → 98,500円（＋9,500円）

○非課税世帯【全日制等】（第２子単価）

・国公立の高等学校等に在学する者 年額 129,700円

・私立の高等学校等に在学する者 年額 138,000円

○非課税世帯【通信制】

・国公立の高等学校等に在学する者 年額 36,500円

・私立の高等学校等に在学する者 年額 38,100円
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高
校
生
等
へ
の
修
学
支
援

○
高
等
学
校
等
の
授
業
料
及
び
授
業
料
以
外
の
教
育
費
に
充
て
る
た
め
に
、

高
等
学
校
等
就
学
支
援
金
や
高
校
生
等
奨
学
給
付
金
を支
給
す
る
こと
で
、

家
庭
の
教
育
費
負
担
の
軽
減
を
図
り、
も
って
教
育
の
機
会
均
等
に
寄
与
す
る
。

目
的
・目
標

○
家
庭
の
経
済
状
況
に
か
か
わ
らず
、全
て
の
意
志
あ
る
高
校
生
等
が
安
心
して

教
育
を
受
け
る
こと
が
で
き
る
よ
う、
家
庭
の
教
育
費
負
担
の
軽
減
を
図
るこ
とが

喫
緊
の
課
題
。

背
景
説
明

◆
低
所
得
世
帯
（
生
活
保
護
世
帯
・非
課
税
世
帯
）
の
授
業
料
以
外
の
教
育
費
負
担
を

軽
減
す
る
た
め
、高
校
生
等
奨
学
給
付
金
に
よ
り支
援
を
行
う。

※
授
業
料
以
外
の
教
育
費
とは
、教
科
書
費
、教
材
費
、学
用
品
費
、通
学
用
品
費
、入
学
学
用
品
費
、

教
科
外
活
動
費
な
ど 世
帯
区
分

生
活
保
護
受
給
世
帯

全
日
制
等
・
通
信
制

国
公
立

3
2
,3
0
0
円

私
立

5
2
,6
0
0
円

8
0
,8
0
0
円

8
9
,0
0
0
円

↓
(＋
1
,9
0
0
円
）

↓
(＋
9
,5
0
0
円
）

8
2
,7
0
0
円

9
8
,5
0
0
円

非
課
税
世
帯

全
日
制
等
（
第
２
子
以
降
）

※
1
5
歳
以
上
2
3
歳
未
満
の
兄
弟
姉
妹
が
い
る
場
合

国
公
立

1
2
9
,7
0
0
円

私
立

1
3
8
,0
0
0
円

非
課
税
世
帯

通
信
制

国
公
立

3
6
,5
0
0
円

私
立

3
8
,1
0
0
円

給
付
額
（
年
額
）

非
課
税
世
帯

全
日
制
等
（
第
１
子
）

国
公
立

私
立

成
果
、事
業
を
実
施
し
て
、

期
待
さ
れ
る
効
果

家
庭
の
経
済
事
情
に
か
か
わ
らず
、希
望
す
る
質
の
高
い
教
育
を
受
け
られ
る
社
会
の
実
現

◆
20
19
年
度
予
算
案

・非
課
税
世
帯
全
日
制
等
（
第
１
子
）
の
給
付
額
の
増
額

（
国
公
立
：
＋
1,
90
0円

私
立
：
＋
9,
50
0円
）

高
校
生
等
奨
学
給
付
金
（
奨
学
の
た
め
の
給
付
金
）

13
9億
円
（
13
3億
円
）

◆
都
道
府
県
が
行
う高
校
生
等
奨
学
給
付
金
事
業
に
対
して
、国
が
その
経
費
を
一
部
補
助
す
る
。

（
国
庫
補
助
率
１
／
３
）

◆
家
庭
の
教
育
費
の
負
担
が
大
き
い
15
歳
以
上
23
歳
未
満
の
兄
弟
姉
妹
が
い
る
場
合
は

給
付
額
を
増
額
。

高
等
学
校
等
就
学
支
援
金
等

3,
73
4億
円
（
3,
70
8億
円
）

◆
高
等
学
校
等
に
在
籍
す
る
生
徒
に
対
して
、授
業
料
に
充
て
る
た
め
、高
等
学
校
等
就
学
支
援
金
を
支
給

（
学
校
設
置
者
が
代
理
受
領
）
。

◆
年
収
約
91
0万
円
（
道
府
県
民
税
所
得
割
額
と市
町
村
民
税
所
得
割
額
の
合
算
額
50
7,
00
0円
）

未
満
の
世
帯
の
生
徒
等
が
対
象
。

◆
対
象
とな
る
学
校
種
は
、国
公
私
立
の
高
等
学
校
、中
等
教
育
学
校
（
後
期
課
程
）
、特
別
支
援
学
校

（
高
等
部
）
、高
等
専
門
学
校
（
１
～
３
年
生
）
、専
修
学
校
高
等
課
程
、専
修
学
校
一
般
課
程
及
び

各
種
学
校
の
うち
国
家
資
格
者
養
成
課
程
（
中
学
校
卒
業
者
を
入
所
資
格
とす
る
も
の
）
を
置
くも
の
、各

種
学
校
の
うち
告
示
指
定
を
受
け
た
外
国
人
学
校
、海
上
技
術
学
校
。

◆
私
立
高
校
等
に
通
う低
所
得
世
帯
の
生
徒
に
つ
い
て
は
、授
業
料
負
担
が
大
き
い
た
め
、所
得
に
応
じて
就
学

支
援
金
を
1.
5～
2.
5倍
した
額
を
上
限
とし
て
支
給
。

※
年
収
は
両
親
の
う
ち
ど
ち
ら
か
一
方
が

働
き
、
高
校
生
１
人
（
1
6
歳
以
上
）
、

中
学
生
１
人
の
４
人
世
帯
の
目
安
。

実
際
は
[
]で
示
し
た
道
府
県
民
税
所

得
割
額
と
市
町
村
民
税
所
得
割
額
の
合
算

額
（
両
親
分
の
合
算
）
で
判
断
。

2
3
7
,6
0
0
円

1
1
8
,8
0
0
円

3
9
3
,5
2
4
円

(私
立
高
校
の
授
業
料

平
均
額
(2
0
1
6
年
度
))

約
2
7
0
万

[0
円
非
課
税
]

約
3
5
0
万

[8
5
,5
0
0
円
]

(公
立
高
校
授
業
料
)

約
5
9
0
万

[2
5
7
,5
0
0
円
]

約
9
1
0
万

[5
0
7
,0
0
0
円
]

2
9
7
,0
0
0
円

1
7
8
,2
0
0
円

授 業 料
1
.5倍

2
.5倍

私
立
高
校
等
の
み
加
算2
倍

高
等
学
校
等
就
学
支
援
金
（
年
額
：
1
1
8
,8
0
0
円
）

2
.5
倍

1
.5
倍

年
収
(円
）
※

20
19
年
度
予
算
額
(案
)

3,
87
3億
円

(前
年
度
予
算
額

3,
84
1億
円
)
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１５．Society5.0に向けた人材育成

(前 年 度 予 算 額 －百万円）

20 1 9年度予算額（案） 643百万円

１．要 旨
「Society 5.0に向けた人材育成～社会が変わる、学びが変わる～」(平成30年6

月5日)において取りまとめた３つの方向性(①「公正に個別最適化された学び」を
実現する多様な学習の機会と場の提供、②基礎的読解力、数学的思考力などの基
盤的な学力や情報活用能力をすべての児童生徒が習得、③文理分断からの脱却)に
基づき、Society5.0という新たな時代に向けた具体的施策を展開する。

２．内 容
◆新時代の学びにおける先端技術導入実証研究事業 257百万円(新規)

「公正に個別最適化された学び」の実現や、教師の指導の充実による教育
の質の向上に向け、これまで実施していた「次世代学校支援モデル構築事業」
の取組も活用しつつ、学校現場と企業等との協働により、学校教育において
効果的に活用できる先端技術の導入について実証を行うとともに、その実証
成果を全国へ普及・展開する。

◆先端技術を活用した幼児教育分野の実証研究 22百万円(新規)
Society5.0時代の先端技術の活用を通じて、園内環境や幼児行動、教師の

働きかけ等を総合的・多角的に捕捉・可視化し、幼児の豊かな行動を引き出
す環境の構築や教師による適切な指導を支援するための取組を推進する。

◆WWL（ワールド・ワイド・ラーニング）コンソーシアム構築支援事業
113百万円(新規)

これまでのスーパーグローバルハイスクール(ＳＧＨ)などの取組の実績を活
用し、高等学校等と国内外の大学、企業、国際機関等が協働し、海外連携校等
とも連携したテーマを通じた高校生国際会議の開催等、高校生へより高度な学
びを提供する仕組み（アドバンスト・ラーニングネットワーク）の形成により、
ＷＷＬ(ワールド・ワイド・ラーニング)コンソーシアムにおける拠点校を目指
す。(拠点校数：10校程度)。

◆地域との協働による高等学校教育改革推進事業 251百万円(新規)
新高等学校学習指導要領を踏まえ、Society5.0を地域から分厚く支える人

材の育成に向けた教育改革を推進するため、「経済財政運営と改革の基本方針
2018」や「まち・ひと・しごと創生基本方針2018」に基づき、高等学校が自
治体、高等教育機関、産業界等と協働してコンソーシアムを構築し、地域課
題の解決等の探究的な学びを実現する取組を推進することで、地域振興の核
としての高等学校の機能強化を図る。(50校程度)
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新
時
代
の
学
び
に
お
け
る
先
端
技
術
導
入
実
証
研
究
事
業

•
平
成
30
年
6月
：
So
ci
et
y
5.
0に
向
け
た
人
材
育
成
に
係
る
大
臣
懇
談
会
「S
oc
ie
ty
5.
0に
向
け
た
人
材
育
成
～
社
会
が
変
わ
る
、

学
び
が
変
わ
る
～
」を
取
りま
とめ
。

「S
oc
ie
ty
5.
0の
時
代
に
お
い
て
、人
間
とし
て
の
強
み
を
発
揮
して
い
くた
め
に
は
、全
て
の
子
供
た
ち
が
、基
礎
的
読
解
力
や
数
学
的
思
考

力
な
ど基
盤
的
な
力
を
確
実
に
習
得
す
る
こと
が
重
要
。そ
の
際
、学
校
に
お
い
て
AI
等
の
先
端
技
術
（
い
わ
ゆ
る
「E
dT
ec
h」
を
含
む
）

を
効
果
的
に
活
用
す
る
こと
に
よ
り、
全
て
の
子
供
た
ち
に
対
し、
一
人
一
人
の
進
度
や
能
力
、関
心
に
応
じ
て
最
適
化
さ
れ
た
学
び
（
「公

正
に
個
別
最
適
化
さ
れ
た
学
び
」）
を
提
供
で
き
る
可
能
性
。」

•
平
成
30
年
11
月
：
「新
時
代
の
学
び
を
支
え
る
先
端
技
術
の
フル
活
用
に
向
け
て
～
柴
山
・学
び
の
革
新
プ
ラ
ン
～
」を
公
表
。

「学
び
の
質
を
高
め
、す
べ
て
の
児
童
生
徒
に
これ
か
ら
の
時
代
に
求
め
ら
れ
る
資
質
・能
力
を
育
成
す
る
た
め
に
は
、新
学
習
指
導
要
領
の

着
実
な
実
施
や
チ
ー
ム
とし
て
の
学
校
運
営
の
推
進
が
不
可
欠
。そ
の
中
核
を
担
う教
師
を
支
え
、そ
の
質
を
高
め
る
ツ
ー
ル
とし
て
先
端
技

術
に
は
大
き
な
可
能
性
。」

「戦
略
的
開
発
・実
証
領
域
」の
例

１
．
一
人
一
人
の
能
力
や
適
性
、学
習
状
況
（
ス
タ
デ
ィ・
ロ
グ
）
に
応
じた
学
び
の
個
別
最
適
化
及
び
教
師
の
指
導
の
充
実
に
向
け
た

先
端
技
術
の
活
用
。

２
．
エ
ビデ
ン
ス
に
基
づ
い
た
学
校
改
善
及
び
域
内
の
教
育
施
策
の
改
善
等
に
資
す
る
デ
ー
タや
先
端
技
術
の
活
用
。

20
19
年
度
予
算
額
（
案
）
２
５
７
百
万
円
【新
規
】

事
業
概
要

•
教
師
支
援
の
ツ
ー
ル
とし
て
ビ
ッグ
デ
ー
タ
の
活
用
な
どに
よ
る
児
童
生
徒
の
学
習
状
況
に
応
じた
指
導
の
充
実
。

•
指
導
力
の
分
析
・共
有
、研
修
へ
の
活
用
な
どに
よ
る
授
業
改
善
な
ど教
師
の
資
質
能
力
の
向
上
。

•
小
学
校
、中
学
校
、高
等
学
校
、特
別
支
援
学
校
等
を
対
象
とし
、こ
れ
ま
で
実
施
して
い
た
「次
世
代
学
校
支
援
モ
デ
ル
構
築
事
業
」の
取

組
も
活
用
しつ
つ
、学
校
現
場
と企
業
等
との
協
働
に
よ
り、
学
校
教
育
に
お
い
て
効
果
的
に
活
用
で
き
る
先
端
技
術
の
導
入
に
つ
い
て
実
証
。

その
際
、提
案
者
(学
校
設
置
者
)
の
創
意
工
夫
の
幅
を
保
ち
つ
つ
、広
く現
場
の
ニー
ズ
・課
題
を
反
映
した
開
発
・実
証
とな
る
よ
う、
文
部

科
学
省
が
「戦
略
的
開
発
・実
証
領
域
」を
設
定
。

•
事
業
成
果
を
全
国
へ
普
及
・展
開
す
る
こと
に
よ
り、
学
校
教
育
の
質
の
向
上
を
図
る
。

これ
らを
踏
ま
え
、新
時
代
の
学
び
に
お
け
る
先
端
技
術
の
導
入
に
つ
い
て
実
証
的
取
組
を
実
施
。
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高
等

学
校

が
自

治
体

、高
等

教
育

機
関

、産
業

界
等

と協
働

して
コン

ソー
シ

アム
を構

築
し、

地
域

課
題

の
解

決
等

の
探

究
的

な
学

び
を

実
現

す
る

取
組

を推
進

す
る

こと
で

、
地

域
振

興
の

核
とし

て
の

高
等

学
校

の
機

能
強

化
を図

る
。

✔
指

定
校

数
：

50
校

程
度

（
1校

4百
万

～
7百

万
円

程
度

）

So
ci

et
y5

.0
に

向
け

た
高

等
学

校
改

革
パ

ッケ
ー

ジ

将
来

の
イノ

ベ
ー

シ
ョン

創
出

を担
う科

学
技

術
人

材
を

育
成

す
る

た
め

、教
育

課
程

等
の

改
善

に
関

す
る

研
究

開
発

を含
め

た
先

進
的

な
理

数
系

教
育

を
実

施
して

い
る

高
等

学
校

をS
SH

に
指

定
し支

援
。

✔
指

定
校

数
：

H3
1年

度
新

規
指

定
30

校
程

度

ス
ー

パ
ー

サ
イ

エ
ン

ス
ハ

イ
ス

ク
ー

ル
※

継
続

※
運

営
費

交
付

金
中

の
推

計
額

2,
 2

19
百

万
円

（
2,

21
9百

万
円

）

将
来

、イ
ノベ

ー
テ

ィブ
な

グ
ロー

バ
ル

人
材

を
育

成
す

る
た

め
、高

等
学

校
等

と国
内

外
の

大
学

、企
業

、国
際

機
関

等
が

共
同

し、
高

校
生

へ
より

高
度

な
学

び
を提

供
す

る
仕

組
み

を構
築

す
る

とと
も

に
、テ

ー
マ

等
を

通
じた

高
校

生
国

際
会

議
の

開
催

等
や

高
等

学
校

の
アド

バ
ン

ス
ト・

ラー
ニン

グ
・ネ

ット
ワ

ー
クの

形
成

に
よ

り、
W

W
L（

ワー
ル

ド・
ワ

イド
・ラ

ー
ニ

ング
）

コン
ソー

シ
アム

に
お

け
る

拠
点

校
を

目
指

す
。

✔
指

定
校

数
：

10
校

程
度

（
10

百
万

円
程

度
/年

・校
）

地
域

との
協

働
に

よ
る

高
等

学
校

教
育

改
革

推
進

事
業

25
1百

万
円

（
新

規
）

地
域
Ｎ
Ｐ
Ｏ

産
業
界

社
会
教
育
機
関

（
公
民
館
等
）

大
学
・

専
修
学
校
等

小
中
学
校
等

高
等
学
校

地
域

市
町
村

（
首
長
・
教
育
委
員
会
等
）

高
校
生
と
地
域
課
題
の
マ
ッ
チ
ン
グ
を

効
果
的
に
行
う
た
め
の
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
を
構
築

新 た な 社 会 を 牽 引 す る 人 材 の 育 成 共 通 し て 求 め ら れ る 力 の 育 成

Ｓ ｏ ｃ ｉ ｅ ｔ ｙ 5 . 0 を 地 域 か ら 分 厚 く 支 え る 人 材

【取
組

例
】

・国
内

外
の

高
校

生
が

参
加

す
る

「高
校

生
国

際
会

議
」等

を
開

催
・短

期
・長

期
留

学
や

海
外

研
修

を
カリ

キ
ュラ

ム
の

中
に

体
系

的
に

位
置

づ
け

・大
学

教
育

の
先

取
り履

修
を

単
位

認
定

す
る

取
組

な
ど高

大
接

続
に

よ
る

高
度

か
つ

多
様

な
科

目
内

容
の

プ
ログ

ラム
を

用
意

等

●
学

校
・地

域
の

ニー
ズ

に
応

じた
類

型
で

実
施

●
＜

地
域

魅
力

化
型

＞
〈普

通
科

中
心

20
校

程
度

〉
地

域
課

題
の

解
決

等
を

通
じた

学
習

を
各

教
科

・科
目

や
学

校
設

定
科

目
等

に
お

い
て

体
系

的
に

実
施

す
る

た
め

の
カリ

キ
ュラ

ム
を

構
築

＜
グ

ロ
ー

カ
ル

型
＞

〈学
科

共
通

20
校

程
度

〉
グ

ロー
バ

ル
な

視
点

を
持

って
コミ

ュニ
テ

ィー
を

支
え

る
地

域
の

リー
ダー

を
育

成
＜

プ
ロ

フェ
ッシ

ョナ
ル

型
＞

〈専
門

学
科

中
心

10
校

程
度

〉
地

域
の

産
業

界
等

との
連

携
・協

働
に

よ
る

実
践

的
な

職
業

教
育

を
推

進
し、

地
域

に
求

め
られ

る
人

材
を

育
成

Ｓ ｏ ｃ ｉ ｅ ｔ ｙ 5 . 0 に 向 け た リ ー デ ィ ン グ プ ロ ジ ェ ク ト

【基
礎

枠
取

組
例

】
＜

Ｈ
30

年
度

：
20

4校
＞

・学
習

指
導

要
領

の
枠

を
超

え
、理

数
を重

視
した

教
育

課
程

を
編

成
・主

体
的

・協
働

的
な

学
び

を
重

視
・研

究
者

の
講

義
に

よ
る

興
味

関
心

の
喚

起
や

フィ
ー

ル
ドワ

ー
ク等

に
よ

る
自

主
研

究
の

取
組

・上
記

取
組

を
高

大
連

携
や

企
業

連
携

等
に

よ
り高

度
に

実
施

【重
点

枠
取

組
例

】
※
更
に
高
度
な
取
組
に
は
追
加

支
援
（

50
0～

13
00
万
円

/年
・
校
）

＜
H

30
年

度
：

14
校

＞
・高

大
接

続
に

よる
人

材
育

成
手

法
の

開
発

・実
証

・カ
リキ

ュラ
ム

や
指

導
手

法
等

の
広

域
普

及
・海

外
の

研
究

機
関

等
との

連
携

に
よ

る
共

同
研

究
・企

業
等

との
連

携
に

よる
地

球
規

模
課

題
の

解
決

（
75

0～
12

00
万

円
程

度
/ 年

・校
、指

定
期

間
5年

）

※
ス

ー
パ

ー
グ

ロー
バ

ル
ハ

イス
クー

ル
（

継
続

指
定

校
67

校
42

4百
万

円
）

及
び

ス
ー

パ
ー

・プ
ロフ

ェッ
シ

ョナ
ル

・ハ
イス

クー
ル

（
継

続
指

定
校

20
校

85
百

万
円

）
の

事
業

成
果

を
活

用
。

W
W

L（
ワ

ー
ル

ド
・ワ

イ
ド

・ラ
ー

ニ
ン

グ
）

コン
ソ

ー
シ

ア
ム

構
築

支
援

事
業

11
3百

万
円

（
新

規
）
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背
景

課
題

今
後

５
年

間
ほ

どで
ア

ド
バ

ン
ス

ト
・ラ

ー
ニ

ン
グ

・ネ
ット

ワ
ー

ク
を

形
成

した
拠

点
校

を
全

国
に

50
校

程
度

配
置

し、
将

来
的

に
Ｗ

Ｗ
L（

ワ
ー

ル
ド

・ワ
イ

ド
・ラ

ー
ニ

ン
グ

）
コン

ソ
ー

シ
ア

ム
へ

とつ
な

げ
る

W
W

L（
ワ

ー
ル

ド・
ワ

イ
ド

・ラ
ー

ニ
ン

グ
）

コン
ソ

ー
シ

ア
ム

構
築

支
援

事
業

（
20

19
年

度
新

規
）

20
19

年
度

予
算

額
（

案
）

11
3百

万
円

（
新

規
）

アド
バ

ンス
ト・

ラー
ニン

グ
・ネ

ット
ワー

クの
イメ

ー
ジ

高
等

学
校

と関
係

機
関

をつ
な

ぎ
、カ

リキ
ュラ

ム
を

研
究

開
発

す
る

人
材

（
カリ

キ
ュラ

ム
アド

バ
イ

ザ
ー

）
等

の
配

置

国
際

会
議

の
開

催
等

に
よ

り、
プ

ロジ
ェク

トが
効

果
的

に
機

能
す

る
よ

う高
校

間
の

ネ
ット

ワ
ー

クを
形

成

事
業

概
要

◆
将

来
、イ

ノベ
ー

テ
ィブ

な
グ

ロー
バ

ル
人

材
を育

成
す

る
た

め
、高

等
学

校
等

と国
内

外
の

大
学

、企
業

、国
際

機
関

等
が

協
働

し、
高

校
生

へ
より

高
度

な
学

び
を提

供
す

る
仕

組
み

を
構

築
す

る
とと

も
に

、テ
ー

マ等
を通

じた
高

校
生

国
際

会
議

の
開

催
等

や
高

等
学

校
の

アド
バ

ンス
ト・

ラー
ニン

グ
・ネ

ット
ワー

クの
形

成
に

より
、W

W
L（

ワ
ー

ル
ド・

ワイ
ド・

ラー
ニン

グ
）

コ
ンソ

ー
シ

アム
に

お
け

る
拠

点
校

を目
指

す
。

これ
ま

で
の

ス
ー

パ
ー

グ
ロー

バ
ル

ハ
イス

クー
ル

（
SG

H）
事

業
な

どの
取

組
の

実
績

を
活

用

グ
ロー

バ
ル

な
社

会
課

題
研

究
（

SD
Gs

、経
済

、政
治

、教
育

、芸
術

等
の

テ
ー

マ）
の

カリ
キ

ュラ
ム

開
発

。
外

国
語

や
社

会
科

学
等

の
複

数
の

教
科

を融
合

し、
テ

ー
マ

と関
連

した
融

合
科

目
「グ

ロー
バ

ル
探

究
」等

の
学

校
設

定
教

科
・科

目
の

設
定

。
テ

ー
マと

関
連

した
国

内
外

の
高

校
生

が
参

加
す

る
「高

校
生

国
際

会
議

」等
の

日
本

開
催

。
短

期
・長

期
留

学
や

海
外

研
修

をカ
リキ

ュラ
ム

の
中

に
体

系
的

に
位

置
づ

け
。

海
外

か
らの

ハ
イレ

ベ
ル

人
材

を受
け

入
れ

、日
本

人
高

校
生

と留
学

生
が

一
緒

に
授

業
・

探
究

活
動

等
を履

修
。

大
学

教
育

の
先

取
り履

修
を単

位
認

定
す

る
取

組
（

科
目

等
履

修
生

制
度

を活
用

）
な

ど高
大

接
続

に
よる

高
度

か
つ

多
様

な
科

目
内

容
の

プロ
グ

ラム
を用

意
。

コミ
ュニ

ケ
ー

シ
ョン

能
力

を重
視

した
外

国
語

（
複

数
外

国
語

含
む

）
の

先
進

的
な

授
業

を実
践

。
IC

Tの
活

用
に

よる
海

外
との

連
携

の
強

化
。

国
内

外
の

高
校

との
ネ

ット
ワー

クの
構

築
。

外
国

語
に

よる
テ

ー
マと

関
連

した
課

題
研

究
論

文
を作

成
。

教
員

研
修

、セ
ミナ

ー
等

の
実

施
。

具
体

的
な

取
組

（
例

）

文
理

分
断

か
らの

脱
却

文
理

両
方

を
学

ぶ
高

大
接

続
改

革
大

学
教

育
の

先
取

り履
修

を
単

位
認

定
す

る
取

組
な

ども
含

め
た

高
度

か
つ

多
様

な
科

目
内

容
を

、生
徒

個
人

の
興

味
・関

心
・特

性
に

応
じて

、履
修

可
能

とす
る

高
校

生
の

学
習

プ
ログ

ラム
/コ

ー
ス

を
「W

W
L（

ワ
ー

ル
ド・

ワ
イド

・ラ
ー

ニン
グ

）
コン

ソ
ー

シ
ア

ム
」と

して
創

設
す

る
。高

校
生

６
万

人
あ

た
り１

か
所

を
目

安
に

、各
都

道
府

県
で

国
公

私
立

高
校

等
を

拠
点

校
とし

て
整

備
し、

す
べ

て
の

高
校

生
が

選
抜

を
経

て
オ

ンラ
イン

・オ
フラ

イン
で

参
加

可
能

とす
る

。こ
れ

に
よ

り、
国

内
外

の
トッ

プ
大

学
等

に
も

入
学

で
き

る
よ

うな
グ

ロー
バ

ル
・イ

ノベ
ー

テ
ィブ

人
材

を
育

成
す

る
。ま

た
、海

外
か

らの
ハ

イレ
ベ

ル
人

材
を

受
け

入
れ

、日
本

人
高

校
生

と留
学

生
が

一
緒

に
英

語
で

の
授

業
・探

究
活

動
等

を
履

修
す

る
こと

とす
る

。
「S

oc
ie

ty
 5

.0
に

向
け

た
人

材
育

成
～

社
会

が
変

わ
る

、学
び

が
変

わ
る

～
」

文
部

科
学

大
臣

懇
談

会
報

告
書

（
20

18
年

6月
5日

）
よ

り

So
ci

et
y 

5.
0に

向
け

た
リー

デ
ィン

グ
・プ

ロ
ジ

ェク
ト

So
ci

et
y5

.0
に

向
け

た
人

材
育

成

委
託

事
業

：
委

託
先

（
都

道
府

県
市

教
育

委
員

会
、国

立
大

学
法

人
、学

校
法

人
：

管
理

機
関

）
対

象
学

校
：

国
公

私
立

高
等

学
校

及
び

中
高

一
貫

教
育

校
（

研
究

開
発

の
対

象
は

小
・中

学
校

か
らも

可
能

）
指

定
期

間
：

原
則

3年
（

3年
目

の
評

価
に

応
じて

延
長

可
）

指
定

校
数

：
10

校
程

度
（

幹
事

校
1校

程
度

）
支

援
金

額
：

年
間

経
費

支
援

額
は

10
00

万
円

程
度

／
件

（
研

究
開

発
内

容
や

対
象

生
徒

な
ど規

模
に

応
じて

）

【世
界

高
校

生
水

会
議

20
18

年
7月

】
【世

界
高

校
生

水
会

議
20

18
年

7月
】
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地
域
との
協
働
に
よ
る
高
等
学
校
教
育
改
革
推
進
事
業

【
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
型
】

〈
専
門
学
科
中
心
1
0
校
程
度
〉

地
域
の
産
業
界
等
と
の
連
携
・
協
働
に
よ
る
実
践

的
な
職
業
教
育
を
推
進
し
、
地
域
に
求
め
ら
れ
る
人

材
を
育
成

～
特
徴
・
取
組
例
～

・
地
域
の
特
産
物
の
付
加
価
値
を
高
め
安
定
的
な
食
料
生
産

に
よ
り
地
域
の
発
展
を
担
う
人
材
を
育
成

・
も
の
づ
く
り
に
関
す
る
専
門
的
な
技
術
を
身
に
付
け
、
地

場
産
業
を
支
え
る
人
材
を
育
成
な
ど

標
準
ス
キ
ー
ム
を
踏
ま
え
つ
つ
、
地
域
の
実
情
や
人
材
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
取
組
を
展
開

20
19
年
度
予
算
額
（
案
）
25
1百
万
円
(新
規
)

新
高
等
学
校
学
習
指
導
要
領
を
踏
ま
え
、
S
o
ci
e
ty
5
.0
を
地
域
か
ら
分
厚
く
支
え
る
人
材
の
育
成
に
向
け
た
教
育
改
革
を
推
進
す
る
た
め
、

「
経
済
財
政
運
営
と
改
革
の
基
本
方
針
2
0
1
8
」
や
「
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
基
本
方
針
2
0
1
8
」
に
基
づ
き
、
高
等
学
校
が
自
治
体
、
高

等
教
育
機
関
、
産
業
界
等
と
協
働
し
て
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
を
構
築
し
、
地
域
課
題
の
解
決
等
の
探
究
的
な
学
び
を
実
現
す
る
取
組
を
推
進
す
る

こ
と
で
、
地
域
振
興
の
核
と
し
て
の
高
等
学
校
の
機
能
強
化
を
図
る
。

地
域
Ｎ
Ｐ
Ｏ

産
業
界

社
会
教
育
機
関

（
公
民
館
等
）

大
学
・

専
修
学
校
等

小
中
学
校
等

高
等
学
校

地
域

高
等
学
校

✔
地
域
に
お
け
る
活
動
を
通
じ
た
探
究
的
な
学
び
の

実
現
（
新
高
等
学
校
学
習
指
導
要
領
へ
の
対
応
）

✔
学
校
の
中
だ
け
で
は
で
き
な
い
多
様
な
社
会
体
験

・
地
域
と
の
協
働
に
よ
る
活
動
を
学
校
の
活

動
と
し
て
明
確
化

・
専
門
人
材
の
配
置
等
、
学
内
に
お
け
る
実
施

体
制
を
構
築

コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム

✔
高
校
生
の
う
ち
に
地
元
地
域
を
知
る
こ
と
に
よ
り
、

地
元
へ
の
定
着
や
Ｕ
タ
ー
ン
が
促
進
さ
れ
る

✔
地
域
の
活
動
に
高
校
生
が
参
画
す
る
こ
と
に
よ
り
、

地
域
活
力
の
向
上
へ
貢
献

・
将
来
の
地
域
ビ
ジ
ョ
ン
・
求
め
る
人
材
像
の

共
有
や
協
働
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
開
発

・
学
校
と
地
域
と
を
つ
な
ぐ
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー

タ
ー
を
指
定

高
校
生
と
地
域
課
題
の
マ
ッ
チ
ン
グ
を
効
果
的
に
行
う
た
め
の
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
を
構
築

【
地
域
魅
力
化
型
】

〈
普
通
科
中
心
2
0
校
程
度
〉

地
域
課
題
の
解
決
等
を
通
じ
た
学
習
を
各
教

科
・
科
目
や
学
校
設
定
科
目
等
に
お
い
て
体
系

的
に
実
施
す
る
た
め
の
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
を
構
築

し
、
地
域
な
ら
で
は
の
新
し
い
価
値
を
創
造
す

る
人
材
を
育
成

～
特
徴
・
取
組
例
～

・
地
域
と
の
連
携
に
係
る
教
科
横
断
的
な
単
位
を
設
定

・
衰
退
し
つ
つ
あ
る
地
域
の
振
興
方
策
を
地
域
と
の
連

携
に
よ
り
研
究
・
実
践
な
ど

【
グ
ロ
ー
カ
ル
型
】

〈
学
科
共
通
2
0
校
程
度
〉

グ
ロ
ー
バ
ル
な
視
点
を
持
っ
て
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー

を
支
え
る
地
域
の
リ
ー
ダ
ー
を
育
成
。

～
特
徴
・
取
組
例
～

•
グ
ロー
バ
ル
な
社
会
課
題
研
究
の
カリ
キ
ュラ
ム
研
究
開
発

•
海
外
研
修
等
を
カリ
キ
ュラ
ム
の
中
に
体
系
的
に
位
置
づ
け

•
海
外
か
らの
留
学
生
を受
け
入
れ
る
な
ど外
国
人
生
徒
と一
緒

に
授
業
・探
究
活
動
等
を
履
修

•
コミ
ュニ
ケ
ー
シ
ョン
能
力
を
重
視
した
外
国
語
（
複
数
外
国
語

含
む
）
の
先
進
的
な
授
業
を
実
践
な
ど

市
町
村

（
首
長
・
教
育
委
員
会
等
）
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１６．義務教育教科書の無償給与

(前 年 度 予 算 額 43,249百万円）

2 0 1 9 年度予算額 (案 ) 44,791百万円

１．要 旨

義務教育教科書購入費については、憲法第２６条に掲げる義務教育無償の精神

を広く実現するものとして、国公私を問わず、義務教育諸学校の児童・生徒が使

用する教科書を国が発行者から直接購入し、無償で給与するための経費。

２．内 容

平成３１年度義務教育教科書購入費は、平成３１年度から使用される中学校の

「特別の教科 道徳」及び平成３２年度から使用される小学校英語の教科書、ま

た平成３２年度から小学校３年生に配布される地図帳を無償給与するために、平

成３１年度に必要な経費を計上するとともに、教科書の定価は公共料金であるこ

とから公共料金として適正な価格にするため、前年の定価をベースに物価指数や

製造コスト等の変動要素を適切に反映し、総額で約４４８億円を計上。

（１）予算額等の推移

区 分 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度(案)

予算額 412億円 411億円 416億円 432億円 448億円

定価改定率 ＋0.8% ＋0.5% ±0.0% ±0.0% ＋0.3%(※)

※消費税引上げに対して別途1.48％計上

（２）平成31年度児童生徒１人当たりの平均教科書費(予算案ベース）

・小学校用教科書 3,788円（教科書一冊あたり379円）

・中学校用教科書 5,387円（教科書一冊あたり629円）
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～
理
念
～

○
憲
法
第

2
6
条
の
義
務
教
育
無
償
の
精
神
を
広
く
実
現

○
次
代
を
担
う
子
供
た
ち
の
国
民
的
自
覚
を
深
め
る
な
ど
、
国
民
全
体
の
期
待
を
込
め
て
教
育
的
意
義
か
ら
実
施

○
教
育
費
の
保
護
者
負
担
の
軽
減

義
務
教
育
教
科
書
の
無
償
給
与

2
0
1
9
年
度
予
算
額

(案
) 

4
4
8
億
円

(前
年
度
予
算
額

4
3
2
億
円

)

昭
和

3
8
年
の
制
度
発
足
以
来
、

国
民
の
間
に
深
く
定
着

諸
外
国
に
お
い
て
も
多
く
の
国
で
教
科
書

の
無
償
制
度
を
実
施

教
科
書
発
行
者
・教
科
書
供
給
業
者

公
立
学
校

私
立
学
校

国
立
学
校

義
務
教
育
諸
学
校
の
す
べ
て
の
児
童
生
徒

※
教
科
書
は
児
童
生
徒
の
所
有
物

書
き
込
み
を
し
た
り
自
宅
に
持
ち
帰
っ
て
学
習

（
購
入
契
約
を
締
結
）

無
償
給
与

無
償
給
与

無
償
給
与

国
（
文
部
科
学
省
）

2
0
1
5
年
度

2
0
1
6
年
度

2
0
1
7
年
度

2
0
1
8
年
度

2
0
1
9
年
度
（
案
）

予
算

額
4
1
2
億
円

4
1
1
億
円

4
1
6
億
円

4
3
2
億
円

4
4
8
億
円

定
価
改
定
率

＋
0
.8
％

＋
0
.5
％

±
0
.0
％

±
0
.0
％

+0
.3
％

平
成

3
1
年
度
は
小
学
校
英
語
、
中
学
校
道
徳
の
教
科
書
等
を
無
償
給
与
す
る
た
め
に
必
要
な
経
費
を
新
た
に
計
上

（
参
考
）
平
成

3
1
年
度
児
童
生
徒
１
人
当
た
り
の
平
均
教
科
書
費
（
予
算
案
ベ
ー
ス
）

・
小
学
校
用
３

,7
８

8
円

・
中
学
校
用
５

,3
8

7
円
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2019年度東日本大震災復興特別会計予算（案）

【初等中等教育局関係分】

就 学 支 援 44億円

○被災児童生徒就学支援等事業 44億円

・震災により、経済的理由から就学等が困難となった世帯の幼児児童生徒に対する就学
支援等の経費を支援

○被災地スクールバス等購入経費 0.3億円

・被災により通学困難となった児童生徒の通学支援のためのスクールバス等購入の補助

幼児児童生徒の心のケアや教育支援等 42億円

○緊急スクールカウンセラー等活用事業 24億円

・スクールカウンセラー 870人 など

○被災児童生徒に対する学習支援等のための 18億円
教職員加配

・被災児童生徒に対する学習支援や心のケア等に取り組むための定数措置（784人）

復興を支える人材の育成など地域に 5億円
おける暮らしの再生

○福島県教育復興推進事業 0.8億円

・避難地域12市町村の小中学校や双葉郡中高一貫校における魅力ある学校づくりを支援

○福島イノベーション・コースト構想等を 3億円
担う人材育成に関する事業

・構想の中心となる浜通り地域等の教育環境の整備や人材の裾野を広げるための取組を
支援

○放射線副読本の普及 0.6億円

・学校における放射線に関する教育の支援として副読本を普及

（参考）
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